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現在、我が国においてほとんどのHIV陽性者及びエイズ患者（以下HIV陽性者）が拠

点病院に受診している現状に着目し、拠点病院に定期通院中のHIV陽性者の抗HIV療

法の導入状況とその治療成績を調査した。一人以上の定期受診者があり、治療中のHIV

陽性者数と治療成功者数が全て明らかな254施設で検討したところ、定期受診者

20,615人のうち、治療中患者は18,921人（91.8%）、治療成功患者は18,756

人（99.1％）であった。血友病薬害被害者（以下被害患者）は重複を含み622名が

現在拠点病院に何らかの形で通院加療中であることが明らかになった。

我が国においては、抗HIV療法に関しては高いレベルで均てん化が達成されていると

考えられた。今後はその結果として予後改善に伴う被害患者を含むHIV陽性者の高齢

化とそれに伴う長期療養問題への対応が重要になる。地域の疫学情報と医療機関の診

療情報をプライバシーに十分配慮しながら行政等と共有検討し、拠点病院制度発足時

の理念に沿い、地域の状況に応じた医療及び福祉体制整備をはかることが重要である。

研究要旨

HIV感染症の医療体制の整備に関する研究
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研究目的

血友病薬害被害者を始めとするHIV感染者及びエ

イズ患者（以下HIV陽性者）の医療体制の構築およ

び新規HIV感染者及び患者数減少を目的とした施策

の立案には継続的に収集された疫学情報が必要であ

る。また、これまで本研究班で継続して取り組んで

来た抗HIV療養に関する診療レベルの均てん化の達

成度の評価は、一部の医療機関で行われ個別に学会

で報告されてきた。

平成 27 年度の本研究では、2014 年末時点で約

20,000人のHIV陽性者がエイズ診療拠点病院（以下

拠点病院）に定期受診していることを明らかにし

た。

平成28年度は、定期受診中のHIV陽性者数に加

え、抗HIV療法の実施状況や治療成績について全拠

点病院から情報提供を受け、HIV感染症診療の均て

ん化の達成度評価を行う。また、血友病薬害被害者

に対し個々の病状や生活状況及び地域の医療・福祉

事情に応じた医療・福祉を提供可能とするため、受

診状況や居住状況を調べ、将来の医療体制整備計画

の策定のための課題抽出を行った。

研究方法

全拠点病院に対し自治体を介して調査票を郵送し

以下の項目について回答を得た。調査項目を以下に

示す。

① 定期受診者数（2015年）

② 抗HIV療法の実施状況（2015年）

a) 抗HIV 剤の処方が開始、再開された人数、b) 抗

HIV剤が処方されている総数または抗HIV剤が

処方されていない人数、c) 明らかに治療失敗し

ていると判断される人数

③ 死亡者数

a) 2011年〜2015年の年次死亡者数、b) a)のうち血

友病薬害被害者数

④ 透析患者数

a) 透析中の患者数、b) a) のうち血友病の患者数

定期通院者は2015年1月1日から12月31日まで

の間に 3 ヶ月に一度以上の頻度で通院があった

HIV陽性者とした。また、治療失敗の定義は、

治療継続中に2回連続して200 copies/mL以上の

ウイルス量を検出した場合とした。

⑥ 各ブロックの拠点病院の診療状況と課題

拠点病院の診療状況、HIV/AIDS診療の現況、血

友病薬害被害者の現況、ブロック内拠点病院、地域

の医療・福祉施設および行政との連携の現状と課題

及び診療の中核となる医療機関における診療体制継

続のための人材育成と維持について、各ブロックで

検討する。

⑦ HIV感染症のチーム医療に関わる職種及び歯科、

透析領域の課題

a) 医師「“Aging”への対応するための医療・福祉

のあり方」



b) 看護師「拠点病院・非拠点病院の外来担当看護

師の育成の課題」

c) 薬剤師「我が国の抗HIV療法の現況と治療薬の

コスト」

d) MSW「血友病薬害被害者の救済医療実践に対す

るMSWの役割と課題」

e) カウンセラー「症例検討から抽出された被害者

を始めとするHIV陽性者の療養時に生じる心的

課題」

f) 透析「HIV感染者/AIDS患者の腎代替療法の課題

（+HIVの課題、+血友病の課題）」

g) 歯科「HIV 感染者/AIDS 患者の歯科診療の課題

（+HIVの課題、+血友病の課題）」

⑧ エイズ診療基幹病院（ACC）における研修と課題

ACCにおける研修の実施状況およびその効果に

ついて検討する。

（倫理面への配慮）

本研究班の研究活動においても患者個人のプライ

バシーの保護、人権擁護に関しては最優先される。

本研究班における臨床研究によっては、ヒトゲノ

ム・遺伝子解析研究に関する倫理審査、疫学研究に

関する倫理審査、臨床研究に関する倫理審査を当該

施設において適宜受けてこれを実施する。

研究結果

47都道府県の担当者を介して全383施設に調査票

を送付し、377施設から返答を得た。

HIV陽性者の診療状況（図1、図2）

377施設中356施設で定期通院者数の回答があっ

た。定期通院者数0人の86施設を除く270施設の定
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a） 回答のあった全医療機関 （N=270） b） 治療導入状況の組入医療機関 （N=254）

図2　拠点病院におけるHIV感染症/エイズの診療状況
254施設の定期受診者20,615人、治療中患者18,921人（91.8%）、治療成功患者18,756人（99.1％）。我が国ではHIV感染者/エイズ
患者はHIV感染判明後に医療機関を受診すれば良好な治療効果を得ることができる。現時点で診断後医療機関を受診し現在も国内に在
住しているHIV感染者/エイズ患者数の推計には累計総死亡者数、在留外国籍HIV感染者/エイズ患者数及び受診中断者数の把握が必要
である。拠点病院以外の医療機関受診中のHIV感染者/エイズ患者数についても同様の検討が必要である。

図1　HIV陽性者の診療状況（ブロック別定期通院者数）
調査票が返送された377施設中定期通院者数の回答があった356施設から、定期通院者が0人の施設を除く270施設について、ブロッ
ク別の定期通院者数を示す(a)。また、270施設のうち、定期通院者数に加え治療継続者数及び治療成功者数を併せて回答があった254
施設についてブロック別の定期通院者数を示す(b)。一人以上の定期受診者数の報告があった270施設と調査組入施設の定期受診者数を
ブロック別に示す。(a)、(b)を比較すると定期受診者の地域差の傾向に違いはない。
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期通院者数の合計は21,228人で、治療中患者数の回

答があった254施設の合計は20,615人。定期通院者

数200人以上は17施設であった。

抗HIV療法の実施状況（図3、図4）

254施設の定期受診者20,615人のうち、治療中患

者は18,921人（91.8％）、治療成功患者は18,756人

（99.1％）であった。抗HIV療法に関して、定期通

院 者 の 90%以 上 が 治 療 中 の 施 設 は 198 施 設

（78.0％）、治療継続者に占める治療成功者が90％

以上の施設は250施設（98.4％）であった。また、

全国の8ブロック間で比較しても、治療導入率、治

療成功率に有意な差はなく、抗HIV療法に関しては

診療レベルの均てん化の達成が示された。

我が国のHIV感染症/エイズ診療の現況

全拠点病院における2015年１年間の死亡者数は

144人で、2015年末時点での過去の累計死亡者数は

1,923人で、そのうち血友病薬害被害者は308人、そ

の他は1,615名であった。調査時点で把握されてい

る血友病薬害被害者の死亡者数は706名であり、把

握できた全累計死亡者数は2,321名となる。エイズ

動向委員会の報告によると、2015年末時点の報告件

数（血友病薬害被害者を含む）は27,434件で、今回

検討した254施設に定期通院中患者20,615人との差

は6,819人であった。そこで6,819人の内訳を検討す

ると、死亡2,321人、帰国したと推測される外国人

2,273人、今回の調査で定期受診者数のみの記載が

あった16医療施設の定期通院者613人および治療中

断等による消息不詳1,612人となった。

HIV感染症の医療体制の整備に関する研究
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図3　治療導入率及び治療成功率とそれぞれの達成施設数
254施設を対象に、治療導入率及び治療成功率ごとに達成施設数と割合。定期通院者に占める治療患者の割合および治療患者に占める
治療成功者の割合を各施設ごとに算出し、達成率毎に達成施設数と割合を円グラフに示した。(a)定期通院者に占める治療中のHIV感染
者/エイズ患者の割合が90%以上の施設は198施設（78.0%）、(b)治療成功者の割合が90%以上の施設は250施設（98.4%）であった。
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図4　ブロック間およびブロック毎の治療中患者と治療成功者の割合
(a)一人以上の定期通院者があり、かつ、定期通院者数、治療中患者数及び治療成功者数全ての回答があり治療導入率及び治療成功率の
検討に組み入れた施設数。(b)254施設計20,615人の定期通院者について、ブロックごとに人数と全定期通院者に占める割合を示す。
(c)各ブロックの定期通院者数、治療中患者数及び治療成功者数と定期通院者数に対する治療導入率及び治療継続者に対する治療成功率
を併せて示す。全国8ブロックの拠点病院で定期通院継続者に対し高い割合で抗HIV療法が導入され極めて良好な治療効果が得られて
いる。
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血友病薬害被害者の現況把握

拠点病院を定期受診中の血友病薬害被害者の総数

は622名で、約100名が拠点病院で病状が把握され

ていないと推測された。はばたき福祉事業団から

「血液凝固因子製剤による HIV 感染被害者の長期

療養体制の整備に関する患者参加型研究」班で得ら

れた事例等の提供を受け、血友病薬害被害者の救済

医療体制整備に必要なことを検討しすると、中核拠

点病院でのコーディネータナース配置、MSWの介

入による地域療養環境整備、臨床心理士の積極的介

入による心的支援、歯科と医科との連携強化、透析

導入時の他科他施設連携等の課題が抽出された。

各ブロックの拠点病院の診療状況と課題（図5）

2014年末、2015年末時点の全国の二次医療圏別

の定期通院者数を示す。人数はそれぞれの二次医療

圏に居住するHIV陽性者数ではなく、二次医療圏に

位置する拠点病院に通院するHIV陽性者の総数であ

る。白の二次医療圏は拠点病院がない、もしくは拠

点病院はあるがそこに定期通院するHIV陽性者がい

ないことを示す。

2014年と2015年の図を比較すると、定期通院者

数の増加と診療経験が多い拠点病院への定期通院者

の集積が進んでいる傾向が認められる。また、東

京、名古屋、大阪の3大都市圏には1,000人以上の

HIV陽性者が通院中の医療圏が存在する。ブロック

拠点病院や診療経験が豊富な拠点病院がある都道府

県や地域においては特に通院者数が集積する傾向が

見られる。一方、定期通院中のHIV陽性者が少ない

自治体であっても、域内の二次医療圏のほぼ全ての

拠点病院で定期通院者がいるところもある。

各ブロックの拠点病院の診療状況と課題について

は、分担研究者が別項で述べる。

HIV感染症のチーム医療に関わる職種及び歯科、

透析領域の課題

諸外国においてもHIV陽性者の高齢化と非感染性

合併症への対応、ポリファーマシーの問題が提起さ

れており、我が国においても救済医療実践の観点か

らしても対応を検討することが課題であり、対応の

一つとして後期研修の医師への診療従事機会の提供

などが有効な可能性あることが示された（本田）。

また、地域での長期療養環境整備に際しては、地域

医療・福祉従事者とのコーディネートを行う職種と

して救済医療やHIV感染症診療に理解のある看護師

が中核拠点等に配置され、啓発等も担うことが必要

であることも提起された（池田）。長期療養環境整

備にはMSWの介入が必須であるが、ブロック拠点

病院であっても有期雇用や非常勤、研究費により雇

用されているMSWが多いこと、また、診療報酬改

定に伴う病棟業務負担の増加から、外来診療でHIV

陽性者支援に従事することが困難な状況にあること

もが明らかとなった（葛田）。生命予後が改善され

た故に様々なライフイベントが生じる可能性がある

が、臨床心理士によって被害患者による積極的なイ

ンタビューが行われた結果、薬害の経緯を理解した

上での心的支援が今後一層必要になることが示され

た（小島）。

抗HIV療法の進歩とチーム医療の実践により劇的

な予後の改善は得られたが、現在、拠点病院に定期

通院中で治療中のHIV陽性者18,921人の抗HIV療法

に要する抗HIV剤のコストは年間450億円以上と推

計され、他疾患合併予防がポリファーマシーの問題

のみならず医療費の抑制の観点からも重要であるこ

とも示された。（吉野）。

腎代替療法を行っているHIV陽性者は現在約100

人で被害患者も含まれること、今後、透析を始めと

する腎代替療法が必要になるHIV陽性者は増加する

と予想されること、また、薬害患者の透析について

は血友病及びHIV感染症診療担当医との連携により

現在は安全に実施されていることが報告された（安

藤）。

歯科についてはネットワークの構築を試みられて

いるが、大学歯学部での普及教育の必要性なども提

起された（宇佐美）。

各分担研究者の研究課題に対する報告は、分担研

究者が別項で行う。

エイズ診療基幹病院（ACC）における研修と課題

平成27年度、28年度と医療体制班によるHIV感

染症診療従事者の育成の取り組みとして、ACC等で

行われる研修派遣支援を行った。各県の担当者を通

じて派遣支援依頼を受け、2 年間で 93 名（医師 44

名、看護師16名、薬剤師4名、MSW5名、臨床心理

士21名、理学療法士3名）がACCでの研修等に参

加した。研修参加後効果の検証として、各所属施設

での従事状況などについて事後調査を今後実施する

予定である。
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考察

今回、全国のエイズ診療拠点病院の定期通院者

数、抗HIV療養を受けている患者数およびウイルス

学的治療成功者数が明らかになったことにより、我

が国のHIV感染症における「ケアカスケード」作成

に資する疫学情報が得られたと考える。

消息不詳1,612人の内訳の解析は、診断後の医療

機関受診継続の割合を検討するために重要である。

今回、定期受診者等の調査対象は拠点病院のみであ

ったことから、受診者数の多い東京都内の非拠点病

院３施設への聞き取りを行なったところ、約1,500

名のHIV陽性者が定期受診中とのことであった。こ

のことから、我が国のHIV陽性者のほとんどはエイ

ズ診療拠点病院に定期通院中で受診中断者の割合は

高くないと推測される。今後、正確な疫学情報の把

握のためには、定期通院中断者数の調査や今回明ら

かになった諸指標の重複の有無の検討を行う必要が

ある。

外国籍のHIV陽性者の動向の把握を調査に加える

ことは、我が国のHIV陽性者の動向調査に重要と考

える。また、死亡者数に加え、死因に関する検討を

加えることは、長期療養に対する課題の抽出に有用

と思われる。

これらの情報は、HIV感染症/エイズに関係する

行政、学術及び教育関係者等にとって有用な情報で

あり、活用可能なデータとして適切な公開方法を検

討することが必要である。

また、約100名の血友病薬害被害者が拠点病院以

外の医療機関に通院している可能性が示された。従

前の診療体制に加え、肝臓内科専門医等、関連する

診療科や多職種の協力を得て適切に医療・福祉支援

が提供されるよう全員の状況把握と支援実現につと

める必要がある。

HIV感染症診療体制整備に関しては、地域や施設

の定期受診者数の不均衡を考えると、現在、指定さ

れている拠点病院についても、機能分担を明確に

し、地域全体で全般的なHIV感染症診療体制を構築

する必要がある。

例えば、HIV感染症診療従事者数及び職種、定期

通院者数、病院の規模や役割及び地域の医療・福祉

資源を総合的に考え、各自治体の拠点病院を、①

HIV感染症/エイズに関して高次専門医療を行うセン

ター型、②診療ガイドラインにしたがって抗HIV療

法の継続を担う標準診療型及び③地域医療・福祉機

関との連携のもと後方病院としての機能等を担うネ

ットワーク型に分類し、担える機能で相互に補完し

ながら非拠点病院とも連携してHIV陽性者診療を担

うような構想も検討する必要がある。患者数や地勢

を考慮した時、場合によっては自治体の境を超えた

連携体制の構築も視野に入れるべきである。

今後も、被害患者に対する適切な救済医療、HIV

陽性者全般に必要とされる抗HIV療法を中心とした

総合的な全身管理、要支援・要介護者の療養環境整

備等の検討等に重要となる医療機関発の疫学情報を

継続的に収集分析して、時代に沿ったHIV感染症診

療体制の構築を試みることが重要である。

結論

全国の拠点病院の調査により、我が国では行政、

医療機関及びHIV陽性者の努力により、抗HIV療法

に関しては国際的にも極めて優れた治療成果を上げ

ていることを示した。今後、これらの事実を社会に

正しく伝え、広く国民にHIV感染症/エイズを自身

の健康問題として認識させ、積極的な受検を促すこ

とにより未診断者を減じる試みを開始することが重

要である。また、全ての血友病薬害被害者と抗HIV

療法に関し優れた医療を展開している拠点病院との

間に連絡が保たれるよう働きかけを行う必要がある。

今後も適切なHIV感染症診療体制構築のため、発

生届等による情報を補完する医療機関発の疫学情報

を継続的に収集分析することが必要である。また、

それは、新規HIV感染者発生を抑制するための公衆

衛生学的介入の検討にも重要である

健康危険情報

なし
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平成27-28年度　厚生労働科学研究費補助金エイズ対策研究事業（エイズ対策政策研究事業）・厚生労働行政推進調査事業費補助金（エイズ対策政策研究事業）

研究結果

1．拠点病院の診療状況

北海道にはブロック拠点病院が3施設、中核拠点

病院が1施設、拠点病院が15施設あるが、道内の定

期通院者総数448人中、ブロック拠点病院に340人

(75.9％)が通院していた。特に、中核となる北海道

大学病院に 262 人（58.5％）が通院していた。一

方、現在通院患者がいない拠点病院が4施設、これ

まで1人もHIV感染患者の診療経験がない拠点病院

が1施設あった。HIV感染患者の居住地は道内全域

に渡っているが、拠点病院がない地域もあり、定期

通院に航空機を利用している患者もいた。

2．HIV/AIDS診療の状況

北海道ブロックにおけるHIV/AIDSの新規患者数

の年次推移を図1に示した。平成27年（2015年）の

新規HIV感染症患者総数は過去最多であった。平成

28年（2016年）の新規のHIV感染者は23名、AIDS

発症者は19名、計42名であり、AIDS発症者は過去

最多であった。平成28年12月末までの累積患者数

は 471 名で、内訳は HIV 感染者 294 名(62.4％)、

AIDS発症患者177名(37.6％)であった。北海道の保

健所等における HIV 抗体検査件数は、平成 20 年

（2008年）をピークに減少し、以後低迷が続いてい

た（図2）。北海道のHIV感染者の治療状況の調査

の結果、患者総数448名中411名(91.7%)が治療を受

けていた。また治療中の患者のうちHIVのコントロ

ールができていない症例は4名のみであり、407名

(99.0％)が良好にコントロールされていた。

3. 血友病薬害被害者の現状

北海道ブロックには、現在32名の薬害被害者が

通院している。薬害被害者の中には多剤耐性のHIV

を保有している患者も多いが、HIVのコントロール

が不良な症例はアドヒアランスに問題がある1名の

みであり、他の患者のHIV-RNAは測定感度以下を

達成していた。薬害被害者のほぼ全例がHCVの重

複感染者であるが、近年のDAAの導入によりSVR

を達成した症例が増えてきている。未だ治療に至っ

ていない症例は、患者希望による治療の延期、

genotype 3型、4型で保険適応内での治療が困難な

症例が主となっている。Genotype 3型、4型の症例

で肝硬変が進行した患者に関しては、エイズ治療薬

研究班（福武班）から治療薬を入手し、本年度は2

名の患者に導入した。また、平成 28 年(2016 年)に

は、肝硬変/肝細胞癌合併患者に対して、脳死肝移

植を施行し、良好な経過をたどっている。

4.  ブロック内拠点病院、地域の医療・福祉施設

および行政との連携の現状

北海道ブロックでは、3つのブロック拠点病院と

1つの中核拠点病院の4施設で研修会等を担当する

体制としている（道央・道南地区は札幌医科大学病

院、道北・オホーツク地区は旭川医科大学病院、道

東地区は釧路ろうさい病院、北海道全体の総括は北

海道大学病院）。

北海道大学病院では、北海道ブロック全体を対象

とした｢北海道HIV/AIDS医療者研修会｣を年1回開

催している。本研修会は職種を問わず参加可能な研

修会で、平成27年、平成28年はそれぞれ、124名、

133名の参加があった。平成23年度から行っている

出張研修は、道内の医療施設・介護福祉施設・居宅

サービス事業所・保健所等を対象としたもので、医

療機関におけるHIV感染者の早期発見への啓発と、

HIV感染者の受け入れ施設の拡大を主な目的として

いるが、この2年間では図3に示す53施設で研修を

行い、参加人数は2792人であった。研修前後での

アンケート結果の一部を図4に示すが、｢あなた自

身 HIV 診療・ケアをできるか｣という質問に対し

て、研修前には｢できる｣｢たぶんできる｣と回答した

北海道ブロックのHIV医療体制整備

研究分担者     豊嶋 崇徳
北海道大学大学院　医学研究科・血液内科学分野　教授
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のは21.5%で、｢たぶんできない｣｢できない｣と回答

したのは41.4%だったのに対し、研修後の同様に質

問に対しては｢できる｣｢たぶんできる｣と回答したの

は66.8％で、｢たぶんできない｣｢できない｣と回答し

たのは4.1％となっており、患者の受け入れに対す

る意識に大きな変化がみられた。また、早期発見と

いう点では、これまで出張研修後に15施設から28

名のHIV陽性者が発見された。また、13施設におい

て出張研修後に実際のHIV感染者の受け入れが成立

した。

HIV感染症患者は、様々な合併症で他の医療機関

を受診することが増えてきているが、拠点病院以外

の施設では診療を断られることも多かったことか

ら、北海道では、HIV患者の診療を拒否しない施設

をあらかじめ登録する｢HIV診療ネットワーク｣を取

り入れている。平成21年度に｢北海道HIV歯科医療

ネットワーク｣、平成25年度に「北海道HIV透析ネ

ットワーク」を設立した。また、近年HIV感染者の

高齢化に伴い、医療施設のみならず、様々な福祉サ

ービスを必要とする患者が増加していることから、

平成26年度に｢北海道HIV福祉サービスネットワー

ク｣を設立した。平成28年12月現在の登録施設は、

北海道HIV歯科医療ネットワークが41施設、北海

道HIV透析ネットワークが37施設（図5）、北海道

HIV福祉サービスネットワークが407施設（表1）

となっている。

図1　北海道におけるHIV・AIDSの新規患者数

図2　北海道の保健所等におけるHIV抗体検査件数

図3　平成27-28年度　北海道大学病院　出張研修

図4　出張研修前後のアンケート調査

図5　北海道HIV透析ネットワーク
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行政との連携に関しては、札幌市と連携して毎週

土曜日に無料匿名HIV検査・相談室の｢サークルさ

っぽろ｣を運営しており、これまで25名の陽性者が

判明している。また、前述した各種ネットワークの

登録依頼を行政（北海道）に依頼したところ、短期

間で登録施設の大幅な増加が得られた。

5. 人材育成と維持について

北海道大学病院におけるHIV診療は、血液内科医

師（全18名）でおこなっている。専門外来を設け

ず、すべての血液内科医師が診療に当たることによ

り、当院では、HIV診療経験がない血液内科医はお

らず、結果的に幅広く人材育成をおこなっているこ

とになっている。当院には、リサーチレジデントの

医師が2名おり、院内外の講演会の講師や、各種調

査などを分担しておこなっている。看護師は、専任

の看護師が1名、外来副師長との兼任が1名、リサ

ーチレジデントが1名の3人体制で活動している。

その他に、エイズ予防財団出向職員の情報担当（専

従）が1名、北海道からの受託研究費での雇用によ

りソーシャルワーカー（専従）とカウンセラー（専

従）がそれぞれ1名従事している。また、院内の各

部署の連携を図るために、平成28年7月に｢HIV診

療支援センター｣を設置した。

考察

拠点病院の診療状況をみると、以前はHIV感染患

者の診療経験が全くない拠点病院が複数みられた

が、現在は1施設まで減少していた。現在北海道で

は、HIV感染症の診断時やAIDS発症時の対応はブ

ロック拠点病院で行い、落ち着いたところでできる

だけ患者居住地の拠点病院に逆紹介するという体制

をとるようにしていることから、少しずつ診療経験

のない施設が減ってきていると考えられる。しかし

ながら、北海道の胆振・日高支庁の地域（面積にす

ると広島県にほぼ匹敵）には、患者が少なからず居

住しているものの、拠点病院が1施設もないため、

結果として遠方からの受診を余儀なくされている。

北海道という広大な地域においては、拠点病院に限

らず各地域にHIV感染患者の診療施設を確保するこ

とが重要であると考えられる。今後も出張研修など

を通してHIV感染症の診療施設の拡大を図っていき

たい。

HIV/AIDSの診療状況をみると、患者への治療導

入率や治療成功率は極めて高く、世界的に目標とさ

れている90-90-90の後半の90-90はすでに達成され

ていた。しかしながら、北海道のAIDS発症率はい

まだ低下傾向を示していないことや、検査件数が低

迷していることからは、90-90-90の最初90の達成は

ほど遠いと考えられる。今後はHIV感染者の早期発

見のため、一般病院へのHIV検査啓発や行政との協

働による自発検査の啓発活動などが必要と考えられ

る。これまで出張研修をおこなった施設から多くの

HIV陽性者が発見されていることから、出張研修は

感染者の早期発見に対しても大きな役割を果たして

いると考えられた。

血友病薬害被害者の現状としては、HIV感染症に

関してはほぼ問題ないが、HCV genotype 3型、4型

の症例に対する今後の治療をいかにして行うかが大

きな課題である。それらのgenotypeに関しては、保

険診療内では治療が困難なことから、それらの患者

に対する薬剤の供給ルートの確保が必要である。

地域医療機関との連携については、｢北海道HIV

歯科医療ネットワーク｣｢北海道HIV透析ネットワー

ク｣｢北海道福祉サービスネットワーク｣を通じて

徐々に連携が深まってきており、実際にこのネット

ワークを通じて患者の受け入れに至った例も出てき

ている。今後は行政とも協働し、さらにこのネット

ワークを拡大してく予定である。また、出張研修を

受けた施設では、HIV感染者の受け入れに関して意

識が大きく変化していることから、今後も継続して

出張研修をおこなっていく予定である。

ブロック拠点病院院（北海道大学病院）の診療体

制に関しては、患者数の増加に伴い年々業務量が増

えてきていることから、現在のスタッフ数（特に専

従看護師数）は十分とは言えない。しかしながら、

表1　北海道HIV福祉サービスネットワーク紹介可能施設内訳
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単独疾患に対して専従のスタッフを配置することは

大学病院としては困難な現状である。また、HIV専

従スタッフの確保としてリサーチレジデントの制度

を活用しているが、最大3年間という期限があり継

続雇用ができないという問題点がある。現在おこな

っている出張研修などの対外的な活動を一定のレベ

ルで継続するためには、専従スタッフの確保が吃緊

の課題である。

本年度は「HIV感染症診断・治療・看護マニュア

ル　第10版」を刊行した。本マニュアルは、HIV感

染症の診断・治療から合併症や針刺し汚染時の対応

まで網羅的に記載されており、北海道内のHIV感染

症/AIDS診療の一助となるものと考えている。

結論

北海道ブロックにおける HIV 診療水準向上のた

め、出張研修を含めた各種研修会や刊行物の発行を

通じて、大きな成果が得られたと考えられるが、薬

害被害者に対するHCV治療やブロック拠点病院に

おけるスタッフ確保などの課題も残されている。今

後も現在の活動を継続していくとともに、道内各施

設でのHIV診療の均てん化や、各種ネットワークの

拡大などを図ってきたい。
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豊嶋崇徳: 抗HIV療法でコントロールされている
HIV感染症患者のTリンパ球サブセットと免疫
マーカー発現の検討　第29回日本エイズ学会学
術集会・総会、東京、2015年11月29日-12月1
日

8)   小林洋平、原田幸子、遠藤知之、笠師久美子、
深井敏隆、山田武宏、井関健:ドルテグラビル
（ DTG） 登 場 前 後 で の 初 回 Anti-Retroviral
Therapy（ART）導入患者のバックボーンの使用
調査　第29回日本エイズ学会学術集会・総会、
東京、2015年11月29日-12月1日

9)   富田健一、白坂るみ、遠藤知之、渡部恵子、武
内阿味、坂本玲子、センテノ田村恵子、石田陽
子、豊嶋崇徳: 北海道におけるHIV陽性者への福
祉サービスネットワーク構築　第29回日本エイ
ズ学会学術集会・総会、東京、2015年11月29日-
12月1日

10) 後藤秀樹、遠藤知之、藤本勝也、近藤 健、加畑
馨、橋本大吾、小野澤真弘、杉田純一、松川敏
大、笠原耕平、宮下直洋、橋野 聡、佐藤典宏、
豊嶋崇徳: 初回ART導入におけるRaltegravirと
Dolutegravirの血液毒性への関与　第29回日本エ
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イズ学会学術集会・総会、東京、2015年11月29
日-12月1日

11) 遠藤知之:｢当院におけるHIV/HCV重複感染症治
療の現状と困難症例｣　第4回Japan HIV-hepatitis
Study Group講演会、東京、2016年7月3日

12) 遠藤知之: ｢HIV感染症の基礎と最近の話題｣　第
7 回中国四国地方 HIV 陽性者の歯科診療体制構
築のための研究会議、岡山、2016年11月6日

13) 遠藤知之、宮下直洋、笠原耕平、小杉瑞葉、岡
田耕平、白鳥聡一、後藤秀樹、杉田純一、小野
澤真弘、橋本大吾、加畑馨、藤本勝也、近藤
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者に対するMRIによる脳スクリーニングの意義
第 30 回日本エイズ学会学術集会・総会、鹿児
島、2016年11月24日-26日

知的財産権の出願・登録状況（予定を含む）

1. 特許取得

なし

2．実用新案登録

なし

3．その他

なし
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研究結果

1．診療実態調査

平成28年9月時点で東北ブロックにおけるHIV感

染者の累計は578人で平成26年9月から2年間で57

人の新規報告があった。この間のいきなりAIDS例

は新規報告の42.1％であった（図1、2）。平成28

年10月に行われた拠点病院対象のアンケート調査

（表1）では全拠点病院42施設のうち現在実際に患

者を診療している施設は平成27年同様26施設（残

りの16施設は患者0人）であり、現在診療が行われ

ている患者の85％は大学病院もしくは中核拠点病院

で加療されていた。その内、薬害被害者（血友病）

は47例中31例は中核拠点病院、それ以外は以前か

ら血友病診療にかかわってきた施設で診療されてい

た。施設現状報告によれば、症例不足や経験不足か

らくる対応不安、関心低下や付随する啓蒙活動の低

下、そして人材の不足、専従(専任)看護師の不在、

職種間ネットワークが形成できない（すなわちチー

ム医療加算がとれない）などの問題が生じているこ

と、比較的患者診療が行なわれている施設からは次

世代診療医師の育成問題、患者高齢化を意識した合
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東北ブロックのHIV医療体制整備

研究分担者     伊藤 俊広
(独)国立病院機構仙台医療センター
HIV/AIDS包括医療センター　室長
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図2　東北エイズ/HIV患者累積数推移（H28.9月）

図1　東北県別エイズ/HIV感染者累積数推移（非血友病）総計578人（H28.9月）



併症管理や介護・福祉関連問題が指摘されている。

診療体制の構築を進める上では感染不安を解消す

ることが重要であり、そのためにもHIV暴露時の対

処マニュアルの整備・実施が行なわれてきた。平成

27年度行政を対象にその実態を調査した（表2）。

すべての自治体でマニュアルは整備されているもの

の①周知の確認が行なわれていない、②予防薬の供

給・配置に地域差がある、③予防薬投与基準に地域

差がある、④対象は医科が中心であり、歯科・介護

福祉施設・一般まで及んでいないなどの問題を有し

ていた。

2．H27年度、28年度に本研究に関連し実施・参加

された会議・研修会・内容を以下に記す

東北エイズ/HIV看護研修（H27.10.30、H28.9.30:

仙 台 ） 、 東 北 HIV 歯 科 拠 点 病 院 等 連 絡 協 議 会

（H28.2.12、H29.2.18:仙台、予定）、東北ブロッ

ク・エイズ拠点病院等連絡会議（H27.6.23: 秋田、

H28.6.21: 盛岡）、東北エイズ/HIV薬剤師連絡会議

（H27.10.24、H28.10.22: 仙台）、東北エイズ臨床カ

ンファレンス（H28.2.6、H29.2.11:仙台、予定）、

東北HIVネットワーク会議（H28.2.6、H29.2.11: 仙

台、予定）、仙台医療センター健康まつりHIVパネ

ル展（H27.10.24、H28.11.5: 仙台）、東北ブロッ

ク ・ エ イ ズ 拠 点 病 院 等 連 絡 会 議 （ H28.1.12、

H29.1.11: 仙台）、HIV/AIDS包括医療センター出張

研修①青森県立中央病院（H27.5.15）、②岩手県立

中央病院（H27.7.31）、③南相馬市立総合病院

（H27.11.6）、④秋田大学病院（H28.5.20: 秋田）、

⑤国立病院機構弘前病院（H28.7.22: 青森県弘前

市）⑥寿泉堂病院（H28.10.28: 郡山）

HIV関連講義依頼（平成28年度）：宮城県精神医

療センター、仙台市立仙台工業高等学校保健講和、

仙台医療センター看護・助産学校講義、国立病院機

構山形病院付属看護学校講義、エイズ予防財団委託

事業：HIVと性感染症講演会（歯科医師会）。

行政連携：仙台市エイズ性感染症対策推進協議

会、仙台市HIV即日検査会、同性愛者等のHIVに関

する相談・支援事業協議会（エイズ予防財団）。

薬害関連：薬害エイズ裁判和解 20 周年記念集

会、長期療養とリハビリ検診会（はばたき事業

団）、HIV/AIDS重複感染者患者に対する肝移植に

関する公開シンポジウム、etc.

HIV感染症の医療体制の整備に関する研究
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表1　東北エイズ拠点病院診療状況 平成28年10月現在
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表2　東北6県曝露時HIV予防薬配備状況等と拠点病院連携状況（H27年度　H28.1現在）



考察

東北ブロックにおいては2年間の新規HIV感染者

は57人で新規感染者の増加傾向は観察されていな

い。いきなりAIDS発症率は平成26年9月から平成

28年9月までの2年間で42.1%（24/57）であり、依

然高い数値を維持している。hard to reach 層をHIV

受検に導く方法を今後も模索する必要がある。診療

経験の少なさからくる諸問題の解決は症例検討を通

した疑似体験や研修会を繰り返し行っていくしかな

い。前年度（平成 27 年度)より始まった HIV/AIDS

包括医療センター出張研修は2年目（平成28年度）

も3施設で行うことができた。秋田大学病院への研

修では職員・学生を含め300人の参加者を募ること

ができ、特に学生に対しては特別講義の形で教育の

一環として関与できた意義が大きい。教職員全体の

HIV感染症に対する関心の高さも実感できた。HIV

感染者の高齢化への対策として、種々の合併症に対

処するためのHIV情報を、一般診療所のレベルから

ケアを中心的に担う介護施設などの福祉関連機関へ

と波及させ、研修会・講演会を始めとした地方自治

体および中核拠点病院における積極的な活動を継続

して行なっていくことが必要である。歯科領域では

中核拠点病院歯科連絡会議を通して診療ネットワー

クが構築されつつあるが、歯科クリニックや在宅歯

科との連携はこれからの課題である。拠点病院間

（ブロック拠点、中核拠点、拠点）だけでなく、一

般クリニックや介護・福祉施設をまきこんだ研究活

動を行っていく必要がある。診療体制構築する上で

感染不安の除去は重要であり、今後も暴露時の体制

を整え、周知させていくことが今後も必要である。

結論

東北においては新規HIV感染者の増加は観察され

ていない。しかし、平成 28 年 9 月までの 2 年間で

AIDS発症率（いきなりAIDS率）は42.1%であり、

依然としてが高い数値が続いている。HIV検査受検

数を増やす努力を今後も継続していく必要がある。

感染者の絶対数が少ないことはHIV感染症に対する

関心度を下げ、診療体制の整備を進めていく上での

ハンディとなりうるが、研修・会議を繰り返し実施

していくことで今後も医療・行政・教育・NGOな

ど種々の職種間との連携を深め、体制整備を進めて

いく必要がある。
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研究結果

図1にH28年末までの診療実績を示す。

登録患者数は、H27年末に4000名を超えた。年次

患者数は、この4年間200名を下回っているが、数

字としては足踏み状態である。

最近の感染経路は、80％近くが男性同性愛者

（MSM）であり、診断時AIDS発症者が25〜30％と

ほぼ同じ傾向である。

治療効果に関しては、H27年度、H28年度の未治

療患者も含んだ通院患者のうちウイルス量が20コピ

ー以下の比率は、それぞれ93.1％、93.6％であった。

H27年度およびH28年度の出張研修の実施日に関

しては、下記の通りである。

研修内容は、姫路医療センターでは基礎コースの

研修を行ったが、それ以外は首都圏外も含めすべて

上級編で実施した。香川医大では、基礎編も一部加

えた。
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 図1　登録患者数と年次推移



ACCで開催する研修は、下記のコースで行った。

この2年間のACCで行った研修の受講者数は、以

下の通りであり、全国のHIV診療の均霑化の一助に

なったと思われる。

考察

新患患者数を見ると、例年とほぼ同じ傾向で、よ

り検査に届かない集団へのアプローチの必要性が再

認識された。

ACCで実施の研修に関しては、毎年内容の更新

を行い、基本コースである1週間コースを受講すれ

ば、その年の新しい情報はもれなく聞くことができ

るようになっている。このコースの希望者は多く、

年4回の開催であるが、希望しても受講できないと

いうクレームも少なくない。また、2日間の医師向

け短期コースを1週間コースに併設し、横幕班から

のサポートにより受講できるようにした。これによ

り、今後もより多くの医師がACC研修に参加でき

るのではないかと期待している。首都圏外への出張

研修の場合には、病院によりHIV診療のレベルが異

なり、新しい情報より、基礎的な内容を希望する施

設もあることから、基礎コースを作成している。

HIV診療の均霑化という意味では、最低限の情報を

理解してもらうことも重要であろう。

結論

この2年間も、研修に関しては例年通り活動する

ことができた。今後研修の評価システムをどうして

いくかが検討課題である。
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 ・聖路加国際病院

● 板橋区
 ・地方独立行政法人
 　東京都健康長寿医療センター
 ・帝京大学医学部附属病院
 ・公益財団法人東京都保健医療公社
 　豊島病院
 ・日本大学医学部附属板橋病院

● 豊島区
 ・都立大塚病院

青梅市立総合病院

公益財団法人東京都保健医療公社
多摩北部医療センター

公立昭和病院

独立行政法人国立病院機構東京病院

武蔵野赤十字病院

杏林大学病院

東京医科大学
八王子医療センター

国家公務員共済組合連合会
立川病院

東京都立
多摩総合医療センター

町田市民病院

公益財団法人東京都保健医療公社
多摩南部地域病院

日本医科大学多摩永山病院

● 文京区
　 がん・感染症センター都立駒込病院
 ・順天堂大学医学部附属順天堂医院
 ・東京大学医学部附属病院
 ・東京医科歯科大学医学部附属病院
 ・日本医科大学付属病院

中

● 葛飾区
 ・東京慈恵会医科大学葛飾医療センター
 ・公益財団法人東京都保険医療公社
　 東部地域病院

● 江戸川区
 ・日本私立学校振興・共済事業団
　 東京臨海病院

● 目黒区
 ・独立行政法人国立病院機構
 　東京医療センター

● 新宿区
 ・東京医科大学病院
 ・公益財団法人東京都保健医療公社
　 大久保病院
 　慶應義塾大学病院
 ・国立国際医療研究センター病院
 ・東京女子医科大学病院
 ・独立行政法人地域医療機能推進機構
　 東京山手メディカルセンター

● 渋谷区
 ・日本赤十字社医療センター
 ・都立広尾病院

● 杉並区
 ・医療法人財団荻窪病院

中

人数 0 1－5 6－10 11－25 26－50 51－75 76－100 100－ 251－ 501－ 1000－250 500 1000

HIV診療の現況報告�東京都（首都圏）ブロック
研究分担者　内藤 俊夫（順天堂大学 医学部 総合診療科、感染制御科学）
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青梅市立総合病院

公益財団法人東京都保健医療公社
多摩北部医療センター

公立昭和病院

独立行政法人国立病院機構東京病院

武蔵野赤十字病院

杏林大学医学部附属病院

東京医科大学
八王子医療センター

国家公務員共済組合連合会
立川病院

東京都立
多摩総合医療センター

町田市民病院

公益財団法人東京都保健医療公社
多摩南部地域病院

日本医科大学多摩永山病院

● 文京区
　 がん・感染症センター都立駒込病院
 ・順天堂大学医学部附属順天堂医院
 ・東京大学医学部附属病院
 ・東京医科歯科大学医学部附属病院
 ・日本医科大学付属病院

中

● 葛飾区
 ・東京慈恵会医科大学葛飾医療センター
 ・公益財団法人東京都保健医療公社
　 東部地域病院

● 江戸川区
 ・日本私立学校振興・共済事業団
　 東京臨海病院

● 目黒区
 ・独立行政法人国立病院機構
 　東京医療センター

● 新宿区
 ・東京医科大学病院
 ・公益財団法人東京都保健医療公社
　 大久保病院
 　慶應義塾大学病院
 ・国立国際医療研究センター病院
 ・東京女子医科大学病院
 ・独立行政法人地域医療機能推進機構
　 東京山手メディカルセンター

● 渋谷区
 ・日本赤十字社医療センター
 ・都立広尾病院

● 杉並区
 ・医療法人財団荻窪病院

中 ● 墨田区
 ・東京都立墨東病院

● 大田区
 ・東邦大学医療センター大森病院　 　
 ・公益財団法人東京都保健医療公社
　 荏原病院

● 品川区
 ・昭和大学病院

● 港区
 　東京慈恵会医科大学附属病院
 ・東京大学医科学研究所附属病院
 ・独立行政法人地域機能推進機構
　 東京高輪病院

中

● 千代田区
 ・日本大学病院

● 中央区
 ・聖路加国際病院

● 板橋区
 ・地方独立行政法人
 　東京都健康長寿医療センター
 ・帝京大学医学部附属病院
 ・公益財団法人東京都保健医療公社
 　豊島病院
 ・日本大学医学部附属板橋病院

● 豊島区
 ・都立大塚病院

人数 0 1－5 6－10 11－25 26－50 51－75 76－100 100－ 251－ 501－ 1000－250 500 1000
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拠点病院の診療状況

（ブロックのHIV/AIDSの診療体制）

患者数が多いが交通・立地面からも通院を希望さ

れるケースも多く、特に土曜診療へのニーズが高

い。土曜診療を行っていることを理由に当院への通

院を希望される例は少なくない。通院患者200名の

うちほとんどがいわゆる働き盛りの年代かつ、職業

的責任・社会的地位も高い population が占めてい

る。受診の際のプライバシーへの配慮、多忙を理由

に受診スケジュールの変更や長期処方を求められる

ことが多い。また、社会的位置づけから、出張・転

勤(国内外)の相談をされる機会が極めて多く、特に

地方への長期転勤では紹介先に苦慮する例や、紹介

先で同様の対応を受けられないといった問題があ

る。加えて、日本在住ではあるものの、一年の過半

数を海外（複数地域）に滞在するようなケースもあ

る。患者層のほとんどはMSMであるが、保健所や

東新宿検査相談室、イベント等で能動的にHIV検査

を行うことで診断される例はむしろ少なく、他疾患

で受診や手術の際に偶発的にHIV感染が発見される

ケースが多い。これは、多くの患者層のpopulation

が影響しており、職業的責任・社会的地位が高い傾

向にあることから、むしろ能動的なHIV検査を希望

しにくい結果になっているのかもしれない。

HIV/AIDS診療の現況

当院についてはHIV/AIDS症例が診療拒否にあう

こともなく、通常と同様の診療が享受されている。

問題点として長期処方が困難であり、極めて安定し

ている症例であっても頻回の受診を余儀なくされる

点がある。また、厚生医療を含め書類作成が頻回に

あることが多数のHIV患者を診療する上での妨げと

なっており、そもそも一生涯抗ウイルス薬を内服し

なければならないHIV診療の実際と、毎年の書類作

成は一部で矛盾しており、書類の簡素化や毎年更新

の業務についての見直しが必要である。

血友病薬害被害者の現況

血友病患者は現段階で通院されていない。

血友病HIV患者の転医希望が1例あり、前医での

トラブルに起因するものであり、HIVは当院、血友

病は他の大学での診療を希望されての紹介受診だっ

た。ところが、血友病を診療する施設は同様にエイ

ズ診療拠点病院であった。この点を血友病を診療す

る施設にお伝えしたところ、院内でエイズ診療拠点

病院であるという周知がされていないことが判明し

た。（他施設の血液内科担当医自身が自らの施設が

拠点病院ということを知らなかったそうです。）

ブロック内拠点病院、地域の医療・福祉施設およ

び行政との連携の現状と課題

行政と密接な連携を行い、適切な医療・差別のな

い社会生活/就労を目指しているものの、多職種で

の連携には至っておらず、院内のシステムの問題と

してエキスパートナースや専門薬剤師を育成できる

状況にない。これらのシステムは診療の一部でもあ

り、充実が期待される。院内の診療においては、総

合診療科とそれぞれの専門診療科が協力しHIV患者

の外来・入院診療・外科手術等が行われている。少

なくとも医師の中では通常と同様の診療が行われて

いる。

ブロック内に目を向けると、施設ごとの診療体制

（患者数）に大きな解離があるのがわかる。地域的

な患者数の限界や施設のもつ特殊性もあるにせよ、

いわゆる一桁代の患者数（数年間1名で患者数増加

のない）の施設もあり、HIV診療が有名無実化して

いる施設も含まれているかもしれない。むしろこれ

らの施設ではアップデートされた治療や適切なマネ

ージメントが行われていない可能性がある。以下5.

平成27-28年度　厚生労働科学研究費補助金エイズ対策研究事業（エイズ対策政策研究事業）・厚生労働行政推進調査事業費補助金（エイズ対策政策研究事業）
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の問題ともリンクするが、診療を行う施設は患者数

増加を目指しての何らかの企業努力を行う必要があ

ると考える。その一つとして同一地域・近隣地域で

患者数の多い施設より、安定している患者について

は紹介受診を受け入れる等、高血圧やDMなどと同

様のHIV診療における地域連携をさらに進めること

もひとつのアイデアである。

診療の中核となる医療機関における診療　体制継続

のための人材育成と維持について

HIV診療において人材や情報リソースの豊富さは

施設によって大きく異なり、担当医間の情報共有や

知識のアップデートが充分に行われていなければ、

推奨されない治療レジメンが漫然と継続されている

可能性もある。このように HIV 診療を行う施設で

は、定期的なアップデートの機会（学会参加や、診

療患者数の少ない施設を対象とした出前型の研修な

ど）が必要である。

また、医師以外の職種については実際の多職種が

関与した診療を評価し、末端の医師や看護師、薬剤

師、ソーシャルワーカー等のモチベーションだけで

なく、施設としての必要性を病院運営側に理解さ

せ、実行させられる客観的評価と指導は必要かもし

れない。

その他

拠点病院においてはその施設の全職員に、自施設

が拠点病院（意義も含め）であることを周知徹底す

ることが必要である。

研究発表

論文発表

欧文
1)   Raltegravir and Abacavir/Lamivudine in Japanese

Treatment-Naïve and Treatment-Experienced Patients
with HIV Infection: a 48-Week Retrospective Pilot
Analysis. Suzuki A, Uehara Y, Saita M, Inui A,
Isonuma H, Naito T. Jpn J Infect Dis. 2016;69
(1):33-8.

2)   Prevalence of intestinal parasitic infections among
school children in capital areas of the Democratic
Republic of São Tomé and Príncipe, West Africa.
Liao CW, Fu CJ, Kao CY, Lee YL, Chen PC,
Chuang TW, Naito T, Chou CM, Huang YC,

Bonfim I, Fan CK. Afr Health Sci. 2016;16(3):690-
697.

3)   Bacteraemia predictive factors among general med-
ical inpatients: a retrospective cross-sectional survey
in a Japanese university hospital. Fukui S, Uehara
Y, Fujibayashi K, Takahashi O, Hisaoka T, Naito T.
BMJ Open. 2016;6(7):e010527. 

4)   Should Inflammatory Markers Be Used in the
Diagnosis of a Fever of Unknown Origin? Naito T.
Intern Med. 2016;55(10):1407.

5)   Clinical Approach to Febrile Patients. Naito T.
Juntendo Medical Journal. 2016;3:224-227.

和文
1)   HIV感染症の早期発見. 内藤俊夫. 日本医事新報.

2016;4836:1.

2．学会発表
1)   Prevalence of chronic disease comorbidities and

treatments in Japanese HIV infected adults between
2010 and 2016- a cross sectional study. Ruzicka D,
Imai K, Takahashi K, Naito T. The 30th Annual
Meeting of the Japanese Society for AIDS Research.
2016年11月27日

2)   「高齢化社会においてHIV患者の医療費に影響
を及ぼす因子の解析」. 福島真一、乾啓洋、堀
賢、内藤俊夫. 第13回日本病院総合診療医学会
学術総会　2016年9月16日

3)   総合診療科で診断された 急性期 HIV、EBV、
CMV、デングウイルス感染症の検査値比較. 福
井早矢人、上原由紀、福井由希子、内藤俊夫. 第
13回日本病院総合診療医学会学術総会　2016年
9月17日

知的財産権の出願・登録状況（予定を含む）

1. 特許取得

なし

2．実用新案登録

なし

3．その他

なし
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独立行政法人国立病院機構
西新潟中央病院

長岡赤十字病院

新潟県立中央病院

　 新潟県立新発田病院ブ

　　  新潟大学医歯学総合病院ブ

　 新潟市民病院ブ

中

独立行政法人国立病院機構
信州上田医療センター

長野県厚生農業協同組合連合会
佐久総合病院

飯田市立病院

諏訪赤十字病院

長野赤十字病院

信州大学医学部附属病院
独立行政法人国立病院機構
まつもと医療センター 松本病院

　 長野県立須坂病院中

大月市立中央病院

都留市立病院
国民健康保険 富士吉田市立病院

山梨赤十字病院

韮崎市立病院

山梨大学医学部附属病院

　 地方独立行政法人
　 山梨県立病院機構 山梨県立中央病院
市立甲府病院
独立行政法人国立病院機構甲府病院

中

独立行政法人国立病院機構
西群馬病院

独立行政法人国立病院機構
高崎総合医療センター

　 群馬大学医学部附属病院
前橋赤十字病院
中

芳賀赤十字病院
那須赤十字病院

　 社会福祉法人恩賜財団済生会
　 支部栃木県済生会宇都宮病院
栃木県立がんセンター
独立行政法人国立病院機構
栃木医療センター
栃木県立岡本台病院
独立行政法人国立病院機構
宇都宮病院

中

　 獨協医科大学病院中

　 自治医科大学
    附属病院
中

独立行政法人国立病院機構
茨城東病院

独立行政法人国立病院機構
水戸医療センター

東京医科大学 茨城医療センター
茨城西南医療センター病院

水戸赤十字病院

総合病院土浦協同病院
独立行政法人国立病院機構
霞ヶ浦医療センター

茨城県立中央病院

　 筑波大学附属病院中

(株)日立製作所 ひたちなか総合病院

独立行政法人国立病院機構
相模原病院
北里大学病院
相模原赤十字病院

秦野赤十字病院

厚木市立病院

地方独立行政法人
神奈川県立病院機構
神奈川県立足柄上病院

聖マリアンナ医科大学病院
川崎市立川崎病院
川崎市立井田病院

　 横浜市立大学附属病院
横浜市立みなと赤十字病院
神奈川県立こども医療センター
横浜市立大学附属
市民総合医療センター
神奈川県立汐見台病院

中

独立行政法人国立病院機構 埼玉病院

自治医科大学附属
さいたま医療センター

埼玉医科大学病院

独立行政法人国立病院機構
西埼玉中央病院
防衛医科大学校病院

　 独立行政法人国立病院機構
　 東埼玉病院
中

国保直営総合病院君津中央病院

鉄蕉会亀田総合病院

　 千葉大学医学部附属病院
独立行政法人国立病院機構 千葉医療センター
独立行政法人国立病院機構 千葉東病院

中

順天堂大学医学部 附属浦安病院

総合病院国保 旭中央病院

成田赤十字病院
東京勤労者医療会 東葛病院

足利赤十字病院

東海大学医学部付属病院

横浜市立市民病院
独立行政法人国立病院機構
横浜医療センター

HIV診療の現況報告�関東甲信越ブロック（北関東地域を中心に）�
研究分担者　田邊 嘉也（新潟大学医歯学総合病院 感染管理部）

人数 0 1－5 6－10 11－25 26－50 51－75 76－100 100－ 251－ 501－ 1000－250 500 1000
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独立行政法人国立病院機構
相模原病院
北里大学病院
相模原赤十字病院

秦野赤十字病院

厚木市立病院

地方独立行政法人
神奈川県立病院機構
神奈川県立足柄上病院

聖マリアンナ医科大学病院
川崎市立川崎病院
川崎市立井田病院

　 横浜市立大学附属病院
横浜市立みなと赤十字病院
神奈川県立こども医療センター
横浜市立大学附属
市民総合医療センター
神奈川県立汐見台病院

中

東海大学医学部付属病院

横浜市立市民病院
独立行政法人国立病院機構
横浜医療センター

国保直営総合病院君津中央病院

鉄蕉会亀田総合病院

　 千葉大学医学部附属病院
独立行政法人国立病院機構 千葉医療センター
独立行政法人国立病院機構 千葉東病院

中

順天堂大学医学部 附属浦安病院

総合病院国保 旭中央病院

成田赤十字病院
東京勤労者医療会 東葛病院

独立行政法人国立病院機構
西群馬病院

独立行政法人国立病院機構
高崎総合医療センター

　 群馬大学医学部附属病院
前橋赤十字病院
中

独立行政法人国立病院機構 埼玉病院

自治医科大学附属
さいたま医療センター

埼玉医科大学病院

独立行政法人国立病院機構
西埼玉中央病院
防衛医科大学校病院

　 独立行政法人国立病院機構
　 東埼玉病院
中 独立行政法人国立病院機構

茨城東病院

独立行政法人国立病院機構
水戸医療センター

東京医科大学 茨城医療センター
茨城西南医療センター病院

水戸赤十字病院

総合病院土浦協同病院
独立行政法人国立病院機構
霞ヶ浦医療センター

茨城県立中央病院

　 筑波大学附属病院中

(株)日立製作所 ひたちなか総合病院

芳賀赤十字病院
那須赤十字病院

　 社会福祉法人恩賜財団済生会
　 支部栃木県済生会宇都宮病院
栃木県立がんセンター
独立行政法人国立病院機構
栃木医療センター
栃木県立岡本台病院
独立行政法人国立病院機構
宇都宮病院

中

　 獨協医科大学病院中

　 自治医科大学
    附属病院
中

足利赤十字病院

独立行政法人国立病院機構
信州上田医療センター

長野県厚生農業協同組合連合会
佐久総合病院

飯田市立病院

諏訪赤十字病院

長野赤十字病院

信州大学医学部附属病院
独立行政法人国立病院機構
まつもと医療センター 松本病院

　 長野県立須坂病院中

大月市立中央病院

都留市立病院
国民健康保険 富士吉田市立病院

山梨赤十字病院

韮崎市立病院

山梨大学医学部附属病院

　 地方独立行政法人
　 山梨県立病院機構 山梨県立中央病院
市立甲府病院
独立行政法人国立病院機構甲府病院

中

独立行政法人国立病院機構
西新潟中央病院

長岡赤十字病院

新潟県立中央病院

　 新潟県立新発田病院ブ

　　  新潟大学医歯学総合病院ブ

　 新潟市民病院ブ

中
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研究結果と考察

1．拠点病院の診療状況

    （ブロックのHIV/AIDSの診療体制）

毎年実施している患者数調査の結果をみると集中

した施設と患者ゼロの施設があるなど不均等な状況

は持続しているが首都圏と北関東ではかなり集中の

ニュアンスがことなる。そもそも首都圏、とくに東

京、神奈川については患者数が多く、施設へのアク

セスが容易であるため患者に選ばれる施設とそうで

ない施設としての差が出やすい。一方で患者ゼロの

拠点病院が目立つ地域として山梨県があげられるが、

山梨は通院患者の数が基本的に少ないことや首都圏

で診療をうける患者も相当数存在することそして人

口の少なさによるプライバシーの漏洩を考慮してい

る可能性があげられている。しかし、山梨県は県立

中央病院に感染症科が新たに新設され若い医師が赴

任したことで診療のマンパワーが補充されたことも

あり円滑な診療が行えている。その他の県では少な

いながらも各県のそれぞれの拠点病院が診療を継続

している状況がある。

平成27-28年度　厚生労働科学研究費補助金エイズ対策研究事業（エイズ対策政策研究事業）・厚生労働行政推進調査事業費補助金（エイズ対策政策研究事業）
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2．HIV/AIDS診療の現況

WHOの提唱する90-90-90の概念については治療

導入率、ウイルス抑制率については北関東の各中核

拠点病院では達成されている（首都圏施設について

は確認なし）。当院のデータを添付すると2015年

の時点で通院患者の90％以上にARTを開始し、そ

の内の90％以上でHIV RNAが検出限界以下であっ

た。今年度2016年末の再集計時点ではART施行患

者全例でHIV RNAが検出限界以下であった。（図

1, 2）

3．血友病薬害被害者の現況

こちらも毎年の通院者数調査からの把握が主体で

あるが回答率からすると9割近くの患者の把握がで

きている。抗HIV療法の成績についても多剤耐性で

治療困難な症例についての話題はなかった。ただ、

平成28年度において血友病患者手帳の交付にあた

り診療費の負担に関するトラブルが見られたことか

ら厚労省の担当部門とも協議しブロック内の研修会

において複数会の説明の機会を提供した他、関東甲

信越拠点病院連携会議においても担当者への通知を

行った。

HCV治療の現状については新潟大学医歯学総合

病院においては血友病症例4例中3例は導入済み。1

例は ACC との連携で今後導入予定（本人希望に

て）である。さらに以下の各施設の中核拠点病院に

調査依頼した。

結果(2016年12月時点)

● 自治医科大学病院：血友病 HCV 合併患者数 5

名、HCV治療導入症例数4名

HCVRNA陽性症例数2名、

● 群馬大学病院：血友病 HCV 抗体陽性患者：29

名、HCV-RNA陰性例(無治療 or インターフェロ

ン治療後)17 名、残りの 12 名は HCV-RNA 陽性

で、その内8名は現在までにDAAを導入し、7名

がSVR、残りの4名は治療導入なし。

● 長野県立須坂病院：血友病患者5名、全例治療導

入済み。

上記からまだ全例ではないもののおおむねDAA

の導入が進んでいると判断できる。この点について

は今後も強調していく。

4．ブロック内拠点病院、地域の医療・福祉施設

    および行政との連携の現状と課題

中核拠点病院連携会議での意見交換では各中核拠

点病院は自治体に働きかけ研修会を企画しており、

同時に予防啓発、検査についても合わせておこなっ

ており、北関東それぞれの自治体との連携はとれて

いる。しかし担当する中核拠点病院のマンパワーの

問題が常に挙げられる。また自治体によっては予算

配分の問題も指摘されることがある。当院で企画す

る北関東甲信越地区エイズ治療拠点病院ソーシャル

ワーカー連絡会議で、就労および長期療養に関して

情報共有をおこなっている。さらに症例検討会で成

功事例を共有することにより方法論をさぐり、自施

設の症例に対応することもおこなっている。平成28

年度の報告に記載したように関東甲信越全体で37施

設が紹介事例の経験をしてきていることを明らかに

した。ただ、44施設は紹介が必要な事例の経験がな

いと回答している。課題としては基本的に一例ずつ

受け入れ先に対して主治医からの働きかけと研修会

を事前に行う必要があり多大な労力を必要とするこ

とが挙げられる。症例がまだ少ないことにより紹介

される側にとってはじめての症例であることが多い

ことが一番の理由と考えられる。

5．診療の中核となる医療機関における診療体制継続

のための人材育成と維持について

新潟大学医歯学総合病院の場合、基本的に専従者

はコーディネーターナース（大学常勤）とカウンセ

ラー（予算措置による特任助教）、MSW（予算措

置による特任専門職員）が各1名づつである。そこ

にリサーチレジデント看護師、医師（血液内科、呼

吸器・感染症内科）が各1名で対応している。HIV

の担当医師（3名）はすべてそれぞれの診療科（感

染管理部、呼吸器・感染症内科）の入院あるいは外

来、学生教育、外勤といった業務をおこなってい

る。課題としては対外的業務量（研修会、検討会、

各種会議）と大学での診療・教育業務との間で調整

が必要なことが挙げられる。一方で中核拠点病院の

場合にはそれぞれの施設によって患者数とスタッフ

の数のバランスが異なるので一概には言えないが一

人で担当している医師、看護師の負担が大きいこと

が挙げられる。改善のためには一般HIV医療と救済

医療との棲み分けを行うのが現実的であるが、患者

の集中と相反する部分でもあり難しいのではない

か。

人材育成については、北関東・甲信越地域で全体

として医師不足が問題でありHIV専門医の養成は容

易ではない。また感染症科の標榜のない施設も依然

HIV感染症の医療体制の整備に関する研究
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として多く、従来の血液内科で対応している施設と

呼吸器内科で対応している施設においてはいずれも

その診療科でのマイナー領域として人材確保に困難

が生じやすい面がある。

看護師、カウンセラー、MSW、薬剤師について

は今後はHIVに特化した専従者を配置できる施設は

患者数の多い施設に限られると考えられるためチー

ム医療加算もとれない、患者数の少ない施設できめ

細かい診療を維持するのは容易ではない。

6．その他

透析医療について平成27年度に各中核拠点病院

に対して現状を調査した。

群馬県 透析導入 6名 透析予備郡症例　3名

栃木県 〃 2名 〃 3名

（自治医大、済生会宇都宮）

長野県 〃 1名 〃 ゼロ

山梨県 〃 ゼロ 〃 ゼロ

新潟県 〃 2名 〃 1名

上記のごとく現時点で各県ともに透析導入事例お

よび透析予備群の症例ともに少ないため基本的に症

例ベースで近隣の施設に依頼しているのが現状で、

受入前研修、曝露時のバックアップとのセットで対

応できている症例が多いことが共通していた。

結論

診療状況は経年的に大きな変化はないと言え、

ART導入率も治療成績も良好である。現時点では紹

介事例も少なく個別の対応ができているが、徐々に

患者の年齢層が高くなり他科診療が必要な症例、長

期療養が必要な症例が増えた場合の課題としてマン

パワーの確保の問題が浮き彫りなってきた。ブロッ

ク拠点病院が担当する部分以外で自治体との連携を

踏まえて中核拠点病院が対応する部分が多くなって

きているが、中核拠点病院のマンパワーの不足は深

刻である。診療を維持し教育・啓蒙を継続しさらに

人材の育成を行っていくためにはHIV診療の一般化

と救済医療とのバランスを見つける必要があるので

はないか。
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研究結果

1．拠点病院の診療状況

ブロックのHIV/AIDSの診療体制

【石川県】ブロック・中核拠点病院である石川県

立中央病院に集中し、116名が定期通院中である。

3拠点病院にそれぞれ2名、1名、2名が定期通院し

ているが、8拠点病院のうち、4病院では、定期通

院患者はいない。

【富山県】中核拠点病院が34名、1つの拠点病院

が21名、HIV診療協力病院(協力病院)にて1名の診

療を行っている。

【福井県】中核拠点病院が28名、3つの拠点病院

がそれぞれ16名、1名、1名、1つの協力病院が5名

の診療を行っている。

2．HIV/AIDSの現状

北陸3県における平成27年1月から平成28年9月

末までの新規HIV感染報告数は21名、累積患者数

は280名で、現在227名の患者が北陸ブロックの病

院で入院・通院治療を受けている。各県の定期受診

者数の割合は、石川県120名(52.9%)、富山県56名

(24.7%)、福井県51名(22.5%)でそれぞれ主に県内の

患者の診療を行っている。223名(98.2%)の患者は県

庁所在地内の拠点または協力病院に通院しており、

今後の患者の高齢化等に伴い、県庁所在地以外(特

に患者居住地周辺)での診療体制の整備も必要と考

えられる。

3．血友病薬害被害者の現状

ブロック内では、計 14 名(石川県 7 名、富山県 6

名、福井県1名)の診療を行っている。石川県ではブ

ロック・中核拠点病院、富山県では拠点病院と協力

病院、福井県では協力病院にて診療を行っている。

全員抗HIV療法にてコントロール良好であるが、2名

がHCV感染症の治療が未導入の状態である。

4．ブロック内拠点病院、地域の医療・福祉施設

および行政との連携の現状と課題

エイズ拠点病院等連絡会議、およびカウンセリン

グ・ソーシャルワーク連絡会をそれぞれ年 1 回行

い、各都道府県の行政、中核拠点病院より現状と課

題の報告や、情報交換を行っている。

長期療養に関する課題に関しては、HIV感染者・

エイズ患者の在宅医療・介護の環境整備事業とし

て、在宅医療・介護の従事者を対象とした1週間の

研修を行っている。

5．診療の中核となる医療機関における診療体制

継続のための人材育成と維持について

北陸ブロック内の14拠点病院のうち、チーム医

療加算を算定しているのは、ブロック拠点病院の1

病院のみである。ブロック以外の拠点病院では、定

期通院患者数が多い病院でも30名程度であり、病

院側にとってもチーム医療加算の算定要件を満たす

メリットが少ない。医師や看護師等の医療スタッフ

も、HIV専従での勤務は難しく、他の診療領域を専

門とする医療スタッフが、業務の一つとしてHIV診

療を行っているのが現状である。ブロック内の拠点

病院・協力病院を対象とした診療の問題点・課題に

ついて行ったアンケートでは、経験不足、院内での

相談相手がいない、プライバシー確保の問題、担当

診療科が未定、等の回答が得られた。当ブロックで

は、これらの問題を少しでも解決すべく、ブロック

内の医療従事者を対象とした症例検討会、および北

陸HIV臨床談話会を開催し、意見交換や情報提供を

行っている。今後も活動の継続、顔の見える関係作

り、さらなる内容の充実を行い、ブロック内の人材

育成と維持に貢献して参りたい。
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北陸ブロックにおいては、他のブロックと同様

に、3つの中核拠点病院が機能し、各県内の患者を

中心に診療を行っている。北陸3県の中核拠点病院

はそれぞれの県庁所在地にあり、遠方の患者に対し

ては、それ以外の拠点病院やHIV診療協力病院が診

療を行っている。今後、患者の高齢化に伴い、ブロ

ックや中核拠点病院への通院が困難となる症例の出

現も予想され、より多くの拠点病院やHIV診療協力

病院での診療が望まれる。

北陸ブロック内の 1 施設当たりの患者数は少な

く、多くの診療医師は、自身の専門領域の業務を行

う一方で、HIV診療を行っているのが現状である。

多忙な日常業務への負担を軽減しつつ、望ましい医

療を提供していただけるよう、ブロック内での症例

検討会や情報提供、相談支援などを通じて、診療支

援を行うことがブロック拠点の役割と考えられる。

結論

各県の中核拠点病院を中心とした診療は可能とな

っているが、定期通院患者の受け入れが困難な拠点

病院等も存在する。今後予想される患者の高齢化に

向けて、より多くの医療機関で受け入れが可能とな

るよう、様々な活動を通し、医療者へのサポート、

人材育成と維持に努めて参りたい。
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中
磐田市立総合病院

独立行政法人国立病院機構
静岡医療センター

順天堂大学医学部附属
静岡病院

富士宮市立病院

富士市立中央病院

藤枝市立総合病院

市立湖西病院

焼津市立総合病院
市立島田市民病院

伊東市民病院

　 沼津市立病院中

　 浜松医療センター
浜松赤十字病院
JA静岡厚生連遠州病院
社会福祉法人聖隷福祉事業団
総合病院聖隷浜松病院
浜松医科大学医学部附属病院
社会福祉法人聖隷福祉事業団
総合病院聖隷三方原病院

中

　 静岡市立静岡病院
静岡県立総合病院
静岡赤十字病院
静岡済生会総合病院
静岡市立清水病院

中
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研究結果

1．拠点病院の診療状況

（ブロックのHIV/AIDSの診療体制）

東海ブロックは、関東甲信越、近畿についで定期

通院者数が多い。2015年末時点における東海ブロッ

クの各県の拠点病院の把握できた定期受診者数は愛

知県1,468人、岐阜県129人、三重県122人及び静岡

県358人の計2,077人であった。各県の中核拠点病

院は、愛知県は名古屋医療センターと名古屋大学医

学部附属病院、岐阜県は岐阜大学医学部附属病院、

三重県は三重大学医学部附属病院、静岡県は西部が

浜松医療センター、中部が静岡市立市民病院、東部

が沼津市立病院である。各県に居住するHIV陽性者

及びエイズ患者（以下HIV陽性者）は概ねそれぞれ

の中核拠点病院を中心に県内の拠点病院に通院して

いる。しかしながら、名古屋医療センターについて

は診療圏が愛知県全域に加え、岐阜県中濃東濃地

域、三重県北勢地域に及ぶ。これは名古屋大学医学

部の関連病院の分布に一致するともに、地下鉄及び

JR私鉄各路線をあわせ自宅から名古屋医療センター

まで1時間で到着できる範囲が名古屋医療センター

診療圏となっている。それらの地域から名古屋医療

センターに約1,300人の定期通院者が集中している

結果として、名古屋市を除く愛知県内、岐阜県東濃

地区などに拠点病院はあっても定期通院者がいない

もしくは少数の二次医療圏が多く存在する結果とな

っている。

2．HIV/AIDS診療の現況

2015年末時点で東海4県の全47拠点病院のうち、

一人以上の定期通院者があり、かつ、定期通院者

数、治療継続者数及び治療成功者数全ての回答があ

った31施設について検討した。それら施設の合計

の定期通院者は 2,007 人、そのうち治療継続中は

1,797人（89.5％）で、治療継続者に占める治療成功

者は1,783人（99.2％）で県及び各拠点病院単位で

の検討でも同等であった。すなわち、東海ブロック

では90-90-90の後半90-90がほぼ達成されており、

抗HIV療法に関しては高いレベルで均てん化が達成

されていることが明らかになった。

3．血友病薬害被害者の現況

医療体制班の枠組みでの調査によって把握できて

いる東海４県の拠点病院に定期通院中の血友病薬害

被害者（以下被害患者）は50人であった（重複含

む）。医療機関別では名古屋大学医学部附属病院の

定期通院者が最多であった。

抗HIV療法については、一部に現在は使用頻度が

極めて低い抗HIV剤が使用されている症例がある。

これらについては、長期投与により様々な副作用が

生じるエビデンスの集積が進んでおり、十分な説明

と同意のもとで、より有効で安全な抗HIV療法を行

うことができるよう、情報の収集と発信、中核拠

点、ブロック拠点及びACCへの受診勧奨などを行

う。

治療介入を要するHCV重複感染者に対しては、

従前より積極的にIFNを用いた治療が行われてきた

が、近年使用可能となった経口直接作用型抗ウイル

ス薬(direct-acting antiviral agent、以下DAA)による

治療も積極的に行われている。Genotype 3 HCV感

染症例や初期のDAAによる治療失敗症例に対して

は、エイズ治療薬研究班より治療薬の供給を受け治

療を行うことにより良好な結果を得た。

HIV感染症のコントロールが達成され、HCV感染

症が治癒する被害患者がほとんどとなり、長期予後

に影響する要因として血友病性関節症への対応の重

要度が増している。東海ブロクでは 2017 年 3 月 4

日、血液凝固因子製剤による HIV 感染被害者の. 長

期療養体制の整備に関する患者参加型研究班（木村

班）主催で名古屋医療センターにおいてリハビリ勉

強会が実施された。今後、検診会に発展させリハビ
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リの実施と効果検証が継続的に行われる方向であ

る。

東海ブロックには30代の被害患者を多く、結婚

挙児の相談も多い。カウンセリング等で夫婦の同意

を得たのち、パートナーにHIVを感染させることな

く子供をもつ夫婦も増えており、血友病に関する遺

伝カウンセリングの希望あり専門医により対応し

た。

4．ブロック内拠点病院、地域の医療・福祉施設

および行政との連携の現状と課題

岐阜県、三重県及び静岡県については、中核拠点

病院と行政が中心となって拠点病院や地域の医療・

福祉施設との連絡会議が積極的に行われている。愛

知県については、三河地区の拠点病院が機能してお

らず同地区内の内科クリニックが病状の安定した

HIV陽性者に対し抗HIV療法を行なっている状況が

継続している。この地区におけるエイズ発症者等重

症例は1時間以上かけて名古屋医療センター静岡県

の浜松医療センターに搬送されることがある。東海

ブロックでは年に二回、各県の中核拠点病院及び各

県と名古屋市の担当者が集まり、これらの課題の共

有と解決策の検討が行われているが未だ解決には至

っていない。

予防啓発と検査については、名古屋市と岐阜県が

行 政 主 催 で Men who have Sex with Men（ 以 下

MSM）向けの無料検査会が毎年行われている。名

古屋市の無料検査会は開始から16年を経過し、行

政及び医療者がHIV感染症や制定少数者に理解を深

める場としての重要性も増している。

東海ブロック内でも65歳以上の高齢者が100人以

上存在し、今後、拠点病院がないもしくは拠点病院

があっても定期通院者がいない二次医療圏で、そこ

に居住するHIV陽性者が要支援・要介護となった時

や、他の地域からいきなりHIV陽性者がその医療圏

に転居してきた場合、対応に苦慮する可能性があ

る。

東海ブロックでは、現在は一部の拠点病院に定期

通院者が集積しているが、非感染性合併症や非エイ

ズ関連悪性疾患に罹患時、罹患疾病に関しては専門

医療機関で非感染者と同等の

医療が受けられるよう、また、要支援・要介護

HIV陽性者の療養環境整備にあたって、拠点病院設

立時の理念に戻って啓発をすすめ、抗HIV療法以外

の部分については全ての医療機関で対応可能な地区

とするよう試みを継続する。

5．診療の中核となる医療機関における診療体制継

続のための人材育成と維持について

東海ブロックでは、チーム医療を担う看護師、薬

剤師、MSW及び臨床心理士については、専従者を

おくよりも各医療機関において各職種の組織的支援

を得る方向で診療体制整備を行なっていく予定であ

る。定期通院者数や医療機関の事情に応じて、派遣

制度なども活用して診療体制の維持が図られてい

る。それに対して、診療体制継続にあたっては、ブ

ロック拠点病院及び中核拠点病院の診療を担う医師

の育成は緊急に対応すべき課題である。

東海ブロックにおいてHIV感染症診療専従医をお

けるのは定期通院者数が1,000人を超える名古屋医

療センターのみである。しかしながら、全国に

1,000人以上の定期通院者の診療を行っている病院

は名古屋医療センターをはじめ5施設のみであるこ

とから、専従医のキャリアパスは描きにくいのが実

情である。やはり育成すべきはHIV感染症のマネジ

メントもできる医師である。

名古屋医療センターは全国でも数少ない、HIV感

染症診療の経験ができる医療機関であり、積極的に

医学生、他の医療機関の医療従事者、地域の福祉関

係者の実習を受け入れている。医療福祉制度の縛り

もあり抗HIV療法は拠点病院の責務として担う必要

があるが、HIV感染症のマネジメントができる医師

を始めとする医療者を数多く輩出することで、中核

拠点病院でHIV感染症診療を担う医師の負担を軽減

（＝抗HIV療法導入と継続へ特化）するとともに、

HIV陽性者が居住地域で安心して生活できるように

体制を整備していく方針である。

考察

東海ブロックの約2,000人の定期通院者のうち、

現時点で把握できている被害患者数が５０人であ

る。しかしながら、被害患者については、初期の抗

HIV薬の長期副作用やC型肝炎/肝硬変、高血圧症を

始めとする種々の非感染性合併症及び血友病と血友

病性関節症などの関連合併症への対応など、個別に

高度に専門的な医療の提供なしに、良好な長期予後

を実現させることは困難な状況にある。

被害患者の対応については、各県の行政、医療従

事者との連携により、拠点病院と連絡がない被害患

者の有無を検討するとともに、救済医療の枠組みに

ついて十分な啓発を行い、医療の提供が手遅れとな

り予後が損なわれないように対応を強化する必要性
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がある。

また、被害患者以外のHIV陽性者の療養環境の整

備のために、社会に対して最新で正確な疾病情報を

提供し関連する差別偏見の解消をはかることは、被

害患者の療養環境整備にとっても重要である

東海ブロックでは、中核拠点病院や主要拠点病院

の診療従事者、各県及び名古屋市の行政担当者との

連携が構築されており、多くの知見を共有すること

でどのHIV陽性者も非感染者と同等の医療福祉サー

ビスが得られる地域の構築をはかっていく。

結論

東海ブロックにおいても、抗HIV療法の診療レベ

ルは均てん化が達成された。今後は、長期療養対策

として合併症対策と療養環境整備が主な対応課題と

なる。地域の医療体制整備にあたっては、拠点病院

制度設立時の理念に立ち返り、拠点病院によるHIV

感染症のコントロールの下、どの医療・福祉機関で

もHIV感染者の診療マネジメントが可能になるよう

にする必要がある。これからは、正しい疾病理解を

はかるための啓発が重要になる。
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彦根市立病院

中

　 奈良県立医科大学附属病院中

市立奈良病院

りんくう総合医療センター

近畿大学医学部附属病院

大阪大学医学部附属病院

大阪医科大学附属病院

独立行政法人国立病院機構
大阪南医療センター

独立行政法人国立病院機構
刀根山病院

大阪府立呼吸器・
アレルギー医療センター

東大阪市立総合病院

関西医科大学附属枚方病院
星ヶ丘医療センター

　 堺市立総合医療センター

独立行政法人国立病院機構
近畿中央胸部疾患センター

中

　 独立行政法人
　 国立病院機構
　 大阪医療センター

ブ

大阪市立大学医学部附属病院

中　 大阪市立総合医療センター

中　 地方独立行政法人
　 大阪府立病院機構
　 大阪府立急性期・総合医療センター
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独立行政法人国立病院機構
南和歌山医療センター

　 和歌山県立医科大学附属病院中

　 奈良県立医科大学附属病院中

市立奈良病院

りんくう総合医療センター

近畿大学医学部附属病院

大阪大学医学部附属病院

大阪医科大学附属病院

独立行政法人国立病院機構
大阪南医療センター

独立行政法人国立病院機構
刀根山病院

大阪府立呼吸器・
アレルギー医療センター

地方独立行政法人
市立東大阪医療センター

関西医科大学附属病院
星ヶ丘医療センター

　 堺市立総合医療センター

独立行政法人国立病院機構
近畿中央胸部疾患センター

中

　 独立行政法人
　 国立病院機構
　 大阪医療センター

ブ

大阪市立大学医学部附属病院

中　 大阪市立総合医療センター

中　 地方独立行政法人
　 大阪府立病院機構
　 大阪府立急性期・総合医療センター

　 滋賀医科大学
　 医学部附属病院
大津赤十字病院

滋賀県立成人病センター

彦根市立病院

中

京都府立医科大学附属
北部医療センター

　 京都大学医学部附属病院
京都府立医科大学附属病院
京都市立病院
京都第一赤十字病院
医療法人清仁会洛西ニュータウン病院
独立行政法人国立病院機構
京都医療センター

京都山城総合医療センター

独立行政法人国立病院機構
舞鶴医療センター

公立南丹病院

中

神戸大学医学部附属病院
神戸市立医療センター
中央市民病院
独立行政法人国立病院機構
神戸医療センター
独立行政法人国立病院機構
兵庫中央病院

兵庫県立淡路医療センター

兵庫県立尼崎総合医療センター
独立行政法人労働者健康安全機構
関西労災病院

独立行政法人国立病院機構
姫路医療センター

公立豊岡病院組合立豊岡病院

兵庫県立加古川医療センター

　 兵庫医科大学病院中
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2017年度



研究結果

1．拠点病院の診療状況

    （ブロックのHIV/AIDSの診療体制）　

エイズ動向委員会の2015年の近畿ブロックの年

間報告数は関東、東京に並んで多い状況が続いてい

る。近畿ブロックのエイズ診療拠点病院45施設で

の定期通院数は2000人以上から0人で平均94名（中

央値8名）と幅があるが、定期通院患者なしは８施

設であった（別紙参照）。近畿ブロックは他のブロ

ックよりも地理的にコンパクトと言えるが、山岳部

や沿岸（湖岸）沿い、離島など交通網があまり発達

していない地域もあり拠点病院へのアクセスが困難

な地域がある。過疎地ではプライバシーの観点から

身体障害認定申請が出来ないなど近畿ブロックでも

課題は多い。交通の便の良い都市部では、院内•院

外で研修会が開催され、各自治体との連携もはから

れ、HIV曝露後感染予防対策の体制や歯科診療体制

の整備もはかられるなど課題の解決に向けて取り組

まれていたが、透析クリニック、一般診療施設の確

保など課題も依然として多く、マンパワー不足、専

従看護師の育成、歯科および長期療養者の受け入れ

施設の構築が共通の課題であった。

2．HIV/AIDS診療の現況

近畿ブロックのエイズ診療拠点病院45施設の中

で、care cascade 算出対象となった施設 30 施設で

は、定期通院者で必要な治療を受けているのは

94.2％、その中で治療成功例は99.7％であった。有

効な回答が得られなかった施設もあり、引き続き調

査が必要であるが、近畿ブロックでもHIV/AIDS診

療の90-90-90目標に対し、概ね達成できていると考

えられる。

3．血友病薬害被害者の現状

医療体制班の調査および「近畿ブロックのHIV患

者受診状況調査（平成28年10月大阪医療センター

実施）」の結果から、近畿ブロック拠点病院の血友

病薬害被害者の通院者数は76名であった（重複例

を含む）。

HCV感染症の治療については、全国共通の課題

であるが、非代償性肝硬変になると適応外と判断さ

れてしまうこと、腎機能障害がある場合の治療、ゲ

ノタイプ1型にはGrazoprevir＋Elbasvir併用療法が

可能であるが、逆にゲノタイプ1型以外ではIFNフ

リーのDAA治療がないことが課題として指摘され

ている。

大阪医療センターで治療を受けているHIV/HCV

重複感染症例には院内で抗HIV薬と同様に抗HCV

薬の服薬指導も行っている。HCV単独感染例につ

いては診察医からの依頼が無ければ薬剤師の服薬指

導は行えていないのが現状である。また、院外保険

薬局とは現在、定期的に抗HIV薬および服薬指導に

関する情報提供を行っていることから、抗HCV薬

についても同様に連携を進めていく。

4．ブロック内拠点病院、地域の医療・福祉施設

    および行政との連携の現状と課題

近畿ブロックでは年 2 回、ブロック内の自治体

HIV担当者およびエイズ診療中核拠点病院の医師・

看護師・薬剤師・臨床心理士・ソーシャルワーカー

等が参加する「近畿ブロック エイズ診療中核拠点

病院連携打ち合わせ会議」を開催している。各自治

体の現状、および、中核拠点病院とブロック拠点病

院の診療状況、行政の取り組み（予防啓発、検査状

況等）について報告し、課題（歯科や精神科疾患、

救急医療、透析医療、長期療養の診療体制の整備）

を共有化している。地域の医療・福祉施設の連携

は、地域の必要度に応じて濃淡はあるが、各地方行

政を調整役として進めており、職業曝露後の受診及

び予防薬での連携体制や歯科の診療ネットワークな

どが少しずつ構築されてきている。長期療養での福

平成27-28年度　厚生労働科学研究費補助金エイズ対策研究事業（エイズ対策政策研究事業）・厚生労働行政推進調査事業費補助金（エイズ対策政策研究事業）
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祉サービスについては、厚労科研補助金HIV感染症

及び合併症の課題を克服する研究班や地方自治体と

共同で訪問看護ステーションや福祉施設従事者向け

研修会等を開催し、必要性と対応可能である事の認

識を広めており、少しずつ効果が認められてきてい

る。具体的には、在宅サービス（訪問介護、訪問看

護）については引き受け先もあり以前よりは円滑な

導入が出来ている。介護保険施設（特別養護老人ホ

ーム（特養）、介護老人保健施設（老健））、療養

型の病院への受入については引き続き容易ではな

い。

5．診療の中核となる医療機関における診療体制継続

のための人材育成と維持について

平成 28 年 10 月に大阪医療センターで実施した

「近畿ブロックのHIV患者受診状況調査」の各拠点

病院の回答より、後継者不在、医師の不足、HIVの

カウンセラーがいない（医師・看護師がある程度代

行）、育った看護師が休職したり異動したりする、

通院患者数が少ないため「専従」の看護師やソーシ

ャルワーカー、カウンセラーといったHIV診療で包

括的で充実したケアを行うために望まれる人員の不

在、当院は呼吸器科専科病院なので全身感染病とし

てのHIV診療には困難があるなどの課題が寄せられ

た。

6．その他

職業曝露後のＨＩＶ感染予防対策における受診及

び予防薬の体制は、大阪府下11施設（大阪医療セ

ンターでは365日24時間対応）、滋賀県9施設、京

都府12施設、和歌山県7施設、兵庫県11施設、奈良

県2施設で対応可能である。いずれも府県のホーム

ページに掲載している。

考察

治療の進歩によりHIV感染症およびHIV/HCV重

複感染の予後は一般に大きく改善した。しかし、薬

害HIV血友病患者の多くはHIV/HCV重複感染であ

り、抗HIV薬の長期服用による腎障害や骨等の代謝

異常症や、進行した肝疾患の状況への対応に困難な

症例が少なからず存在している。わが国においては

欧米に比し、HIV感染者、AIDS患者の新規報告数

は少数に留まっていると言え、HIV感染症は未だに

稀な疾患と言えるだろう。社会には未だにHIVへの

無知と偏見が存在していると言わざるを得ない生活

環境を考えれば、薬害HIV感染者の病態が複雑で一

般化が困難であり、個別対応が出来る体制が求めら

れる。血液製剤由来HIV感染以外の感染者について

は、上記の理由から、診断からしばらくは経験豊富

な施設で対応し、安定すれば地域の拠点病院に通院

するという連携や、精神科、歯科、透析などの一般

医療機関の参加が強く求められる。福祉サービスの

提供は施設の理解と努力だけでは対応困難な事例も

あるので、一般国民のHIV感染症への正しい理解が

求められ、啓発の意義は大きいと考える。

結論

薬害HIV（/HCV）感染者は依然として厳しく余談

を許さない状況にあり、個別で適切な対応が求めら

れている。病状が安定した患者でも加齢および長期

療養に伴う心身・生活環境の変化に応じた医療・ケ

アの提供と地域支援体制の確立が急がれる。
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研究結果

1．中国四国地方での患者動向

中国四国地方の2016年9月末時点と2015年末に

おけるHIV/AIDS累積報告数を【表1】に示した。

2016年9月末時点のブロック内のHIV/AIDS累積報

告数は、感染者672人、患者384人、計1056人であ

り、日本全体の3.91％を占め、その割合は微増し続

けている。また過去2年間の県別新規HIV感染者と

エイズ患者の報告数の変化を【図1】に示す。

どの県も9ヶ月間で1人以上の新規感染者・患者

の報告があるが、前年より報告数は低い傾向にあ

る。昨年新規感染者・患者の報告が多く、人口10万

人対の報告数が全国でも上位となった香川県でも同

様である。しかし、徳島県がここまで感染者・患者

14人と、人口の多い広島、岡山、愛媛などを抑えて

ブロック内1位の報告数であった。いずれにしても

近年は、人口10万人対の報告数は中国地方より四

国が多くなっている。
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図1　2015年と2016年の感染者・患者報告数の変化



[2] 研修会・会議の参加について 

医師向け研修会は、2012年度まで卒後10年以内

の比較的若手の医師を対象としていたが、内容は初

心者向けを継続するものの、2013年度からは、卒後

年数にこだわらず「HIV診療に携わる又はその予定

のある医師」に対象を広げた。2015 年度は 8 人、

2016年度は7人の参加があった。ブロック内の医師

を対象にしたにも関わらず、2016年度は県外からの

申し込みは1人だけであり、かつ当日急な勤務とな

り不参加となった。しかし、参加者のアンケートで

は評価は高く、両年とも「よい」もしくは「非常に

よい」と回答した者が100％であり、「役に立つ」

「ぜひ他の者にも勧めたい」との声が多数であっ

た。 

看護師向け研修会（初心者コース）は、医師と違

い、対象は拠点病院又は中核拠点病院勤務看護師で

ある。また全県の中核拠点病院から参加が得られて

おり、参加人数も1回15人程度となっている。医師

向け研修と違い、研修内容に外来診察見学が入って

いたり、1泊2日で行ったりしているが、参加希望

者は非常に多かった。また今年は、スタッフの人的

確保が難しいこと、中心となるスタッフの諸事情よ

り、アドバンストコースと緩和ケア・訪問看護･施

設の看護師向けの研修会は、開催しなかった。

2010年から開始した四国地方のエイズ拠点病院の

診療スタッフのための研修会は、2014年度からは対

象をエイズ拠点病院にしぼらず、地域の開業医等に

も広く呼びかけることとし、名称も「四国地方の診

療医師及びスタッフのためのHIV講習会」とした。

2015年度は徳島市、2016年度は高知市で行った。

拠点病院のみならず地元の開業医や保健所の医師の

参加もあった。

心理職の研修会は例年通り年3回行った。2014年

度、2015年度には、福祉職・薬剤師合同の研修会を

1回、 “初級コース”及び“上級者コース”をそれ

ぞれ 1 回行った。また福祉職（MSW）向け研修会

は、前述の合同とは別に例年1日目が会議、2日目

が研修という 2 部構成で年 1 回行っている。2015,

2016 年度共に交通の便を考慮して、岡山市で開催

した。両年とも研修には拠点病院所属のMSWだけ

でなく、地域の一般病院や介護施設にも研修には参

加を呼びかけている。

薬剤師向け研修会は、前述の心理職・福祉職合同

で、広島市で開催した。また参加者の固定を懸念し

て、応募者のうち“服薬指導未経験者”を優先的に

参加させている。また対象者も拠点病院勤務薬剤師

だけでなく、門前薬局の薬剤師なども参加を認めて

いる。

その他、2016 年度には出前研修をより充実させ

た。具体的には、「謝礼・交通費不要」「講師は医

師のみ」「拠点病院以外」とし、より小規模施設に

利用しやすい研修とした。2016年度には非拠点病

院、診療所、就労支援施設から応募があり、講演を

行った。

また他に、保健師向けや歯科医師向け研修会や全

職種対象の研修会を行っているが、それぞれ広島県

や、広島県歯科医師会、広島県臨床心理士会などと

の共催のため、ここでは報告を省略する。
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表2　2015-2016年度に発行した小冊子等



[3] 情報提供発行・配布した小冊子について

2015〜2016年度に発行･増刷した小冊子等を【表

2】にまとめた。その中で、2014年度初版の「血友

病まね〜じめんと」は第2版、第3版とアップデー

トした。さらに2015年度に「これなら大丈夫、HIV

感染症プライマリケア診療ガイド」と「知らないま

までいいの？ケツユウビョウのあれこれ」を、それ

ぞれ第2版を作成した。また「よくわかる、エイズ

関連用語集」をver. 8として作成しており、2016年

度内に発行予定である。

小冊子ではないが、患者の「服薬援助」「受診中

断防止」「自立支援医療更新援助」の目的に、スマ

ートフォン・アプリケーションである「せるまね」

を開発した。2015年度内に試用版として作成後、10

数名程度の患者に使用していただいた後、改良点を

検討後、2017年1月に正式にリリースした。【図2】

考察

2016年９月末時点のブロック内のHIV/AIDS累積

報告数は1056人となり、この2年間で100人が新規

報告された。厚労省エイズ動向委員会の報告にもあ

るように、このブロックでも新規報告数は頭打ちの

状態になっている。2015年度広島では初めて患者の

報告が感染者の報告を上回ったが、2016年度はまた

例年通りの動きとなっている。詳細を検討すると、

2015年度には香川県、2016年度では徳島県で新規

報告数が増えている。理由として、まだ診断されて

いない感染者がいるから、とも考えられる。しか

し、違う理由も想像できる。四国地方では、毎年各

県持ち回りで地域の医師会会員も含めたエイズ講習

会を行っている。研修会開催県の翌年にその県の感

染者数が増えているのは、もしかするとその効果か

も知れない。すなわち地元で研修をすることで、

HIV感染症に対する知識と意識が深まり、HIV感染

を疑う症状を持つ患者に遭遇した際、「HIV感染症

かも知れない」と想起し、検査を勧めているのかも
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知れない。どの医療機関から報告されたかは、我々

では知ることができないが、個人的にはそのような

希望的観測を持っている。

しかし、それ以外は研修の効果が果たして実を結

んでいるのであろうか？アンケート調査等では内容

を評価する回答が多かったが、一時的な感想であ

り、その後HIV感染症の早期発見や、感染者・患者

のケアに役立っているかどうか測定するよい方法は

ない。看護師向け研修会においては、中核拠点病院

等看護担当者連絡会議（通称：HIV担当看護師ネッ

トワーク会議）を2016年度に立ち上げ、現在の看

護に役立っているかどうか尋ねているが、必ずしも

研修の効果が上がっているといった実感は持てなか

った。各施設内の移動や研修受講者が満足できる環

境が整えられていない現状があった。中核拠点病院

でさえこのような状況なので、拠点病院は言わずも

がなである。

移動の少ない薬剤師、心理士、ワーカーに関して

は、研修会で毎年顔を合わすことが多く、かつHIV

感染症患者に関わる年数が長くなるので、援助困難

な患者が出現しても、職種なりのアイディアやネッ

トワークを使えるようになり、適切なケアができて

いる。しかし、これらに関しても成果は質的なもの

であり、客観性に乏しい。今後は研修成果を何らか

の指標で評価する必要があると思われる。

情報発信において、ホームページは2015年度に

スマートフォンやpad端末に対応するものに改良し

た。小冊子は新たなものは作成・発行していない

が、既存の発行物は毎年ヴァージョンアップしてい

る。いずれもニーズが高いようで、今後も新しい情

報を取り入れて継続発行していきたい。さらに、今

年度正式リリースした「せるまね」についても、使

用の状況を解析し、受診中断率の低下や服薬アドヒ

アランス率の向上を見ていく必要がある。次年度の

研究の大きな柱となるであろう。

患者の延命に伴う高齢化に伴い、臨床現場でもか

かりつけ医への逆紹介や、介護施設へ入所が必要な

患者がでてきている。こういった非専門施設のスタ

ッフに対する教育の重要性はますます高まってい

る。この度出前研修を、非専門施設向けに改変した

が、施設側からの研修の要請は多くはない。理由と

しては、行政からのアナウンスがないためと思われ

る。県の担当課は疾病対策課であり、介護等の管轄

部署ではない。そのためエイズ拠点病院や受療協力

病院向けにはアナウンスしても、介護施設や就労施

設への周知が不十分と考えられる。次年度はその分

野を管轄する部署との連携を図り、出前研修の周知

を行っていきたい。

結論

ブロック内のエイズ拠点病院に対する研修は漫然

と同じ内容を繰り返さず、その効果を検証すること

が求められている。また「出前研修」を頻繁に行う

ことで、非専門施設、介護施設等にも理解を促して

いく必要がある。そのためには県担当課等との連携

を密にする必要がある。
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研究結果、考察

1．拠点病院の診療状況

    （ブロックのHIV/AIDSの診療体制）

九州ブロック内の拠点病院における定期受診HIV

患者数は、平成28年時点で把握できている範囲で

1619名である。通院者のほとんどは同一県内に居住

しているが、一部ブロック拠点病院や中核拠点病院

などに県境を越えて通院している患者もいる。九州

ブロックは他ブロックと違い、交通網が未発達なだ

けでなく、離島なども多く、場合によっては飛行機

を使わなければいけないなど、日常の通院にさえ大

きな障壁があることもまれではない。

また昨今東京、大阪などの大都市部を中心に新規

HIV感染報告に減少傾向がみられるが、平成27〜28

年の九州ブロックは感染報告数の増加にブレーキが

かかっていない。特にエイズ発症例の報告の増加は

顕著であり、ブロック拠点病院である九州医療セン

ターにおいても平成28年新規感染患者の約半数が

エイズ発症例である（図1）。重症例も多く、認知

機能などの障害が残り、当初より介護等が必要とな

る例も珍しくない。

このことは九州ブロックにおいては他のブロック

と違い、感染拡大が依然進んでいるだけでなく、発

症前に受検する感染者の減少を示唆しており、検査

促進のための予防啓発が不十分であることが原因と

して考えられる。自らの感染を知らない患者が増加

している可能性が大きく、今後さらなる感染拡大が

危惧されるだけでなく、拠点病院の機能圧迫の可能

性も考えられる。

また昨今の感染拡大の一因として感染者のTurism

がある。特に昨今外国よりの渡航者、そして外国へ

の日本人渡航者が増えたことによりアジア、特に中

国や東南アジアで感染したと考えられる日本人およ

び外国籍の患者も増加している。当院でも日本国内

のMSMで主に流行しているサブタイプB以外のサ

ブタイプ感染例が増加している（図2）。また十分

なコミュニケーションが難しい言語の外国籍の患者

の増加とそれに対する行政等のサポートの少なさも

拠点病院の機能を圧迫する可能性があるため、早急

な対処が必要である。
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2．HIV/AIDS診療の現況

1）UNAIDSによる目標１

     （HIV感染者の90%以上を検査する。）

上述したように九州ブロックではエイズ発症し

て初めて HIV の検査診断を受ける例が急増してお

り、他のブロックと違い、感染拡大が依然進んでい

るだけでなく、発症前に受検する感染者の減少を示

唆している。残念ながら九州ブロックではUNAIDS

によるHIV感染者の90％以上を検査するというひと

つめの目標到達は遠ざかっている可能性が大きい。

2）UNAIDSによる目標2（検査を受け診断がついた

HIV感染者の90%以上を治療する。）

少なくとも拠点病院を受診している患者の90％

以上（平成28年における九州ブロックのデータで

は96.2％）は治療を受けていると考えられるが、ひ

とつ問題点がある。それは郵送検査で陽性が判明し

た患者である。本邦における郵送検査の年間検査件

数は保健所での検査件数に迫る勢いであるとされて

おり、正確な比較はできないが陽性率も遜色がない

とされている。当然保健所検査で陽性判明した例数

と郵送検査で陽性判明した例数は大きな違いはない

はずであるが、実際には当院においては過去5年間

で保健所で陽性判明した患者の17分の1の数しか郵

送検査で陽性判明した患者が受診していない（図

1）。これは他の拠点病院でも同様の傾向であり、

郵送検査で陽性が判明した患者のかなり部分が医療

機関に結びついていない可能性が高い。このことを

考えると検査を受け診断がついたHIV感染者の90%

以上を治療するというUNAIDSによる目標2を本邦

が達成しているか疑問が残る。

3）UNAIDSによる目標３（治療を受けたHIV感染者

の90%以上で良好なウイルスコントロール）

これに関しては十分達成されていると考えられ

る。平成28年の九州ブロック拠点病院のデータで

は99.4%の達成率であった。

4）考察

九州ブロックでは他ブロックと違い、エイズ発

症まで検査を受けない患者が増加しており、さらに

郵送検査で陽性判明した患者の多くが拠点病院を受

診していない可能性を考えるとUNAIDSによる目標

達成はほど遠い状況であると考えられる。九州ブロ

ックにおける検査促進や郵送検査で陽性判明した患

者も含めた予防啓発活動を根本的に再考する必要が

あると思われる。

3．血友病薬害被害者の現況

平成28年における九州ブロック拠点病院アンケ

ート調査では薬害被害者79名が拠点病院を受診中

であり、3名プラスアルファの患者が拠点病院以外

の病院を受診中である。転居その他にて把握できて

いない患者もあると思われるが、93％がHIVコント

ロール良好である。しかしながら種々の理由がある

ものと思われるが、6％が治療中断や未治療な状況

である（図3）。その中には心理的な問題を抱える

患者も含まれると思われ、今後特に社会から孤立し

やすい地方に在住する患者の心理的な救済も必要と

考えられる。

図4に合併症として薬害被害者に大きな問題とな

っている肝臓の状態をまとめた。すでに76％の患者

が正常または肝炎がSVRの状況となっているが、

17%は ま だ 慢 性 肝 炎 の 状 態 で あ る 。 こ れ は

HCVgenotypeの問題や腎機能との兼ね合い等が原因

として考えられるが、近い将来パンジェノの発売も

期待されており、今後全例SVRを目標にHCV治療

を促進していく必要がある。その一方すでに肝硬変

に進行してしまった患者も少数存在するが、その中

にはD drugなどの使用に伴う門脈圧亢進症の合併例
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などもあり（図5）、近い将来肝移植などの適応と

なる可能性もあるため、肝移植グループとの連携も

重要となってくる。

腎機能に関してはCKDgrade3以上の腎機能障害患

者が12％存在し、うち一例はすでに透析に入ってい

る（図 6）。今後透析患者は増加するものと思わ

れ、早期の透析ネットワーク構築が必要である。血

友病の出血に関しては85％がコントロール良好であ

るが、約 1 割の患者はインヒビター等の存在もあ

り、コントロール不良である（図7）。その一方長

期作用型血液製剤等の開発により、より良いコント

ロールも期待されるため、今後血友病専門医やリハ

ビリ施設との連携のもと、関節機能保全も含めた血

友病コントロールを目指す必要がある。

ADLに関しては93％が自立できているが、要支

援、要介護の患者もすでに数例存在し、今後年齢を

重ねるにつれ、増加するものと思われる（図8）。

特に救済の意味を含めた老後の長期療養生活などな

んらかの対処が必要となってくるであろう。

4．ブロック内拠点病院、地域の医療・福祉施設

および行政との連携の現状と課題

1）ブロック内拠点病院、地域の医療・福祉施設

および行政との連携

以前より長期療養に伴う地域連携の必要性が指

摘され、地域の専門病院、二次病院、介護施設など

への各種研修が試みられてきたが、地域でのネット

ワーク構築は未だ不十分な部分が多い。そのため、

九州ブロックでは平成26年度より各種研修におけ

る効果を検討し、戦略的にネットワーク構築するこ

とを試みている。またこれらのノウハウを各拠点病

院、中核拠点病院へ広げ、ブロック全体として地域

連携を構築することを試みた。

(1) 施設長などを対象とした研修会

最も一般的であり、こういった研修会を中心にネ

ットワーク作りを行っている地域もある。研修後の

アンケートなどでは多くの理解を得ることができ、

その場でネットワーク構築できるメリットはある

が、施設長が理解を示しても職員の反対により結局

患者受け入れ拒否ということが多い。

(2) 対象となる施設の全職員を対象とした出前研修

やはり施設長だけでなく、全職員の理解を得るた

め、対象施設へと医療チームを派遣し、研修を行っ

た。しかしながら一部には知識として理解はできて

も感覚的に受け入れを拒否しているスタッフも存在

し、これが施設としての受け入れ拒否につながるこ

とが考えられた。
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(3) 実地研修

そこで特に出前研修後も知識として理解できても

感情的に受け入れが困難な職員を対象として、拠点

病院で実際の患者ケアの見学を含めた実地研修を行

い、拠点病院にても患者ケアは特別なことは必要な

いことを「実感」してもらう研修を行った。この研

修の効果については今後の解析が必要であるが、地

域におけるネットワーク構築は大きく前進しつつあ

る。

(4) ブロック内拠点病院と地域の医療・福祉施設との

連携

上述したごとくブロック拠点病院では戦略的に段

階を踏んで研修を行うことによって少しずつではあ

るが患者受け入れ施設を増やすことができている

が、これらの受け入れ施設のほとんどは当院周辺の

みであり、現状では他地域まで手を広げることは困

難である。もちろんブロック拠点病院周辺だけでな

く、ブロック内全域で同様の受け入れ促進が必要で

あることは論を待たない。そこでこれらの研修ノウ

ハウを各拠点病院、中核拠点病院へ広げ、ブロック

全体として地域連携を構築することを試みた。具体

的には各拠点病院にてHIV患者の地域連携促進目的

で行うHIV啓発教育研修（出前研修、実地研修）を

企画開催する九州ブロック内中核拠点病院のHIV担

当MSW、医師、看護師（連携業務担当者および啓

発研修担当者）を対象とし、九州医療センターで行

っている研修の実際を学んでもらうHIV啓発教育研

修指導者養成研修を行った。これに伴い九州ブロッ

ク内のいくつかの県では中核拠点病院を中心として

地域連携のための研修が始まっている。しかしなが

ら中核拠点病院ではこれらの研修に対する行政によ

る公的な予算措置が不十分であることが大きな問題

であり、このことが今後の一番の課題であろう

(5) 就労施設との連携

薬害被害者や若年性認知機能障害を合併した患者

などでは通常の就労復帰が困難なことも多く、九州

医療センターでは障害者就労支援施設などと連携の

もと、社会復帰に向けて支援しており、すでに数名

の患者が作業所等で職業訓練を受けている。

(6) 検査に関する行政との連携

福岡県では20年近くにおよびブロック拠点病院

および中核拠点病院が行政と連携し、保健所におけ

る検査促進、検査環境改善のための研修会を開催し

ている。さらに平成24年にはこの福岡県における

保健所研修をブロック内各県にても開催するべく、

各県の担当者および中核拠点病院を集めて研修会開

催のためのノウハウを伝授する研修会を開催した。

これにより九州ブロックではほとんどの県において

検査促進、検査環境改善のための保健所研修が各県

と中核拠点病院を中心として開催されるようにな

り、各中核拠点病院と行政、保健所の連携も促進さ

れている。

(7) 予防啓発

九州においてもコミュニティベースの当事者主体

型予防啓発が行われ、それなりの成果を上げてきた

が、ここ1〜2年大きな変化が起こっている。前述

したように感染拡大、発症前の受検者の減少など東

京や大阪などの大都市と比較して予防啓発の効果が

十分に行き届いていない状況に陥っている。今後な

んらかの対応を行わないと九州がHIV感染における

日本のホットスポットとなってしまう可能性も否定

できない。

5．診療の中核となる医療機関における診療体制継続

のための人材育成と維持について

HIV専門医：ブロック拠点病院および中核拠点病

院には最低限の専門医が配属されているが、その他

の拠点病院では専門医がいないところもある。また

ブロック拠点病院および中核拠点病院もぎりぎりの

充足のところも多く、今後の若手医師の育成も十分

とはいえない。専門医の育成にはマグネットホスピ

タル等によるレジデント育成および派遣などなんら

かの根本的な対処が必要かもしれない。

血友病専門医：血友病専門医についてはさらに厳

しい。特に九州ブロックにおいては近年、長年地方

において血友病患者のケアを行ってきた医師の退官

が続いているが、それを引き継ぐ医師の育成がほと

んどない。特に現在血友病も含めて救済医療に取り

組んでいる中核となる医師たちも退官となる近い将

来には成人の血友病患者の診療を行う医師自体不足

する可能性がある。今からなんらかの対処を考える

必要がある。

専門看護師：ブロックおよび各中核拠点病院には

HIV診療の中核となる専任看護師が配属されている

が、その一部は看護部の組織上専従することが困難

であったり、対外的な活動が難しいことなどがあ

る。各中核拠点病院においてより専任看護師が柔軟

な活動ができるよう支援していく必要がある。その

他の拠点病院においては専任看護師の確保は患者数

からも難しいが、担当看護師等の育成が進むよう支

援が必要である。

HIV感染症の医療体制の整備に関する研究

77



薬剤師：九州ブロック内には多くの専門薬剤師が

誕生しており、また処方箋薬局のなかにも積極的に

対応可能なところが増えてきている。

臨床心理士：中核拠点病院の臨床心理士の中には

派遣や臨時職員など雇用が不安定で、就業時間も制

限のあるところが多く、薬害を含め患者の心理的な

ケアが不十分なこともある。HIVカウンセリングそ

のものを診療のひとつと考え診療報酬を加えること

により、各医療機関における臨床心理士雇用を図る

必要があるのではないかと考える。

MSW：長期療養に伴う地域連携を図る上でMSW

は必要不可欠であるが、中核拠点病院のMSWの多

くは臨時雇用であり、数年ごとに配置換えなどがあ

り、特に専門的知識の必要なHIVソーシャルワーク

が十分でない中核拠点病院も存在する。

結論

九州ブロックにおいては他ブロックと比較して感

染拡大にブレーキがかからず、逆にエイズ発症例が

増加しており、90-90-90の目標達成には時間がかか

りそうである。拠点病院機能を圧迫させないために

も、九州における予防啓発活動に対する根本的な再

考が必要であろう。

長期療養時代を見据えた地域連携構築には戦略的

に段階を経た研修が有用ではあるが、特に九州ブロ

ックは拠点病院から離れた離島など地方で孤立する

患者も多く、そのような地方における地域連携構築

を行うには、時間的にも労力的にも地方拠点病院に

負担が大きく伸し掛かってくる。よりよい地域連携

構築には行政も含めたサポートが必要であろう。
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ズ学会学術集会・総会　2016/11/25　2016/11/
24-11/26 　鹿児島

23) CD4+T細胞の分化に対するHIV感染とmiR125b
の影響の検討　郭　悠、南　留美、小松真梨
子、髙濱宗一郎、髙濱 正吉、桑田 岳夫、山本

政弘、松下 修三　第30回日本エイズ学会学術集
会・総会　2016/11/25　2016/11/24-11/26 　鹿児島

24) UGT1A1遺伝子多型のドルテグラビル血中濃度
に及ぼす影響に関する研究　戸上 博昭、矢倉
裕輝、平野　淳、高橋 昌明、吉野 宗宏、阿部
憲介、神尾咲留未、大石 裕樹、竹松 茂樹、垣越
咲穂、山本 有紀、伊藤 俊広、山本 政弘、水守
康之、金井　修、内海　眞、渡邊　大、横幕
能行、白阪 琢磨　第30回日本エイズ学会学術集
会・総会　2016/11/26　2016/11/24-11/26  鹿児島

25) 福岡県内のHIV-1 の遺伝子解析　中村 麻子、濱
﨑 光宏、芦塚 由紀、世良 暢之、千々和勝己、
南 　留美、山本 政弘 第63回福岡県公衆衛生
学会　2016/5/19　 福岡

26) 「九州地方におけるHIV医療体制の構築に関す
る研究 」 〜平成27年度〜　山本政弘 厚生労
働科学研究（エイズ対策研究事業）「HIV感染
症の医療体制の整備に関する研究」　平成27年
度第2回班会議　2016/1/16　東京

27) 「九州地方におけるHIV医療体制の構築に関す
る研究」  〜平成28年度〜　山本 政弘 厚生労
働科学研究（エイズ対策政策研究事業）「HIV
感染症の医療体制の整備に関する研究」　平成
28年度第1回班会議  2016/7/2　東京都

知的財産権の出願・登録状況（予定を含む）

1. 特許取得

なし

2．実用新案登録

なし

3．その他

なし
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研究目的

従来から全国におけるHIV感染者の歯科医療の提

供体制の確立を目指してきた。すなわち、現実的対

応として、都道府県単位での歯科医療ネットワーク

の構築を進めることを目的としてきた。また、薬害

被害者の救済医療としての検証が必要であり、まず

は全国におけるHIV感染血友病患者の歯科治療の実

態を把握することを新たに目的に加えた。

研究方法

1）ブロック別の啓蒙、啓発活動

従前からのブロックごとの活動は基本的に継承し

ている。すなわち、ブロック拠点病院の歯科部門の

代表者（研究協力者）等が各ブロック内の都道府県

の歯科医療従事者を対象に講演会、研修会を企画

し、歯科医療ネットワーク構築のための会合を開催

した。

2）HIV歯科医療連絡協議会の実施

平成26年度から主にブロック単位で認識や情報
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医科との連携による適切な感染防止および
曝露時対応を含めた歯科診療体制の構築
（歯科の医療体制整備に関する研究）

研究分担者 宇佐美 雄司
（独）国立病院機構名古屋センター　歯科口腔外科　医長

歯科の医療体制整備に関する研究班の到達目標は、全国どこの歯科医院でもHIV感染者が差別

なく治療が受けられるようにすることであろう。しかしながら、全国の歯科医療従事者、特に

年齢層の高い歯科医師を啓蒙し、HIV感染者の歯科診療が受入れ可能にすることは至難である。

そこで現実的方策としてHIV感染者に適切に歯科医療を提供するために、各都道府県において

歯科医療ネットワークの構築を目指してきた。各ブロック拠点病院を軸とした講習会開催など

の啓発活動や主にブロック単位で実施したHIV歯科医療連絡協議会の実施などの活動をすると

ともに、「HIV感染者の歯科治療ガイドブック」を作成し啓発の一助とした。ちなみに平成

27、28年には奈良県、滋賀県において歯科医療ネットワークの構築がなされた。さらに都道

府県関係部署および都道府県歯科医師会を対象にHIV感染者の歯科医療の現況についてのアン

ケート調査を行った。そして、その結果のフィードバックを兼ねて、活動が風化しないように

構築を促した。また、歯科医療従事者の知識普及のために「HIV感染者の歯科治療ガイドブッ

ク」を歯科衛生士養成学校に配布した。今後、活用状況を追跡調査し、啓発効果を把握する必

要があると考えている。

救済医療の観点からは、まずは薬害被害者の歯科治療状況の把握が必要である。そのため、

全国の血友病治療を行っている医療機関を対象にアンケート調査を実施した。その結果、多く

のHIV感染血友病患者の歯科治療は、院内の歯科部門、もしくはブロック拠点病院の歯科口腔

外科などが対応していることが、あらためて明らかになった。しかしながら、状況が不明な地

域もあり、さらに精査、検討が必要と考えられた。

研究要旨



の共有のためにHIV歯科医療連絡協議会を実施して

いるが、平成27、28年度も実施した。協議会の構

成員は都道府県行政HIV医療担当部署、都道府県歯

科医師会、ブロック拠点および中核拠点病院歯科部

門の代表者とし、研究分担者から参加を依頼した。

3）歯科治療ガイドブックの作成と配布

HIV感染者の歯科治療に関するガイドブックを作

成した。また、講習会や講演会においても配布し、

啓発の継続をはかった。さらに教育現場からの啓発

を促すために、全国の歯科医療従事者養成機関への

配布を計画した。

4）都道府県ごとのHIV感染者の歯科医療の状況調査 

7年ぶりに都道府県行政および同歯科医師会を対

象としたHIV感染者の歯科医療に関するアンケート

調査を行った。そして、調査結果は資料として纏

め、フィードバックすることとした。

5）血友病患者の歯科診療に関する全国調査

平成27年度血液凝固異常症全国調査報告書を基

に、血友病の診療を行っている医療機関を対象とし

てアンケート調査を行った。質問事項としては血友

病患者の診療状況、HIV 感染血友病患者の診療状

況、歯科医療施設との連携の状況、HIV感染者の歯

科医療ネットワークに対する認識などについてであ

る。また、あわせて血友病薬害被害者手帳の周知状

況についても質問した。。

（倫理面への配慮）

本研究においては、アンケート調査を含め個人情

報に関わるものは無い。また、学会発表に際しても

匿名性を確保し倫理面での問題はない。

研究結果

1）ブロック別の啓蒙、啓発活動

各ブロックの講演会（都道府県単位以上のも

の）、研修会等は毎年恒例化して実施されていた。

開催状況は各年度の報告書に示した。当然ながら、

内容的にはHIV/AIDSに関する啓発および研修が大

部分であるが、平成27年度からは一部において血

友病を理解するための講演もあった。また、平成28

年度はブロック拠点病院のない県においても、都道

府県歯科医師会等の主催により講演会が開催されて

いた。

2）HIV歯科医療連絡協議会の実施

2年間に行ったHIV歯科医療連絡協議会の状況を

表1に示す。どこの協議会においても、HIV感染者

が少ない地域では、歯科医療体制構築の必要性はあ

まり意識されていなかった。首都圏を除くと、HIV

感染症の治療はブロック拠点病院への集中傾向が強

いため、HIV感染者の歯科医療については中核拠点

病院の関心さえ低いこともあった。本協議会によ

り、ようやく三者（行政、歯科医師会、中核拠点病

院歯科部門）に共通の理解がなされた印象がある。

3）歯科治療ガイドブックの作成と配布

「HIV感染者の歯科治療ガイドブック」を作成し

た。本ガイドブックは日本歯科医師会の協力を得

て、全国の開業歯科医師に配布した（6 万 6 千

部）。また、歯科衛生士養成学校（159校）に送付

し、教育現場においてHIV感染症について正しく理

解されるように要請した。なお、歯学部教育もしく

は歯科医師卒後研修の状況を鑑みると、新卒等の歯

科医師の啓発も必要と推測され、本ガイドブックを

全国の歯学部への配布も予定している。なお、本ガ

HIV感染症の医療体制の整備に関する研究
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表1 平成27-28年度に開催したHIV 歯科医療連絡協議会



イドブックはエイズ予防情報ネット（API-Net）に

もアップでされ、随時ダウンロードできるように手

配した。また、各地で行われる講習会の配布資料と

しても利用された。

4）都道府県ごとのHIV感染者の歯科医療の状況調査 

アンケート調査の結果によれば、33の自治体にエ

イズ対策推進協議会が行われていた。しかしなが

ら、同協議会に歯科医療関係者が参加している自治

体は22自治体（67％）のみであった。さらに、HIV

感染者の歯科医療体制について行政と歯科医師会が

協議したことがあるのは14自治体（30％）に過ぎ

なかった。

歯科医療ネットワーク構築の状況（図1）につい

ては行政と歯科医師会の回答に若干の乖離があるも

のの、当事者である歯科医師会の回答をから判断す

ると全国で12都道府県に構築されたことになる（た

だし現時点で、研究班が確認しているのは10都道

府県）。ちなみに平成20年の同様の調査では東京

都と神奈川県のみであったので、10都道府県が増え

たことになる。

本調査結果は都道府県行政と歯科医師会にはファ

イル添付で速報をしているが、冊子に纏め中核拠点

病院を含め配布の準備をしている。

5）血友病患者の歯科診療に関する全国調査

平成28年5月にアンケート用紙を515施設に送付

し、293施設から回収できたが、有効回答は286施

設からであった。3分の2の施設では血友病患者数

は5名以下であった（図1）。血友病患者数が51名

以上の施設では84.6％がHIV感染血友病患者の診療

も担っていた。また、血友病患者5名以下の施設で

も、6.3％の施設がHIV感染血友病患者の診療をし

ていた（図2A）。歯科治療については多くの施設

が依頼（連携）する歯科を有していた。特にHIV感

染者のいる施設では86％が依頼先を確保していたが

（図2B）、6割が院内の歯科部門であり、ブロック

もしくは中核拠点病院の歯科口腔外科に依頼もあっ

た。一般歯科医院への依頼があるとの回答は27％で

あった。歯科医療ネットワークについては、HIV感

染者の治療をしている施設では58％が利用経験あり

と回答していたが、31％の施設では周知されていな

いようであった（図2C）。

アンケート用紙の配布が平成27年５月であり、

手帳配布からの時間が経過していないため、血友病

薬害被害者手帳を周知しているのはHIV感染者の診

療をしている施設でも6割程度であった。

6）その他

平成27年に開催された第60回日本口腔外科学会

総会•学術大会において企画されたHIVの歯科医療

についてposter discussionを取り纏めた冊子（図3）

が、刊行され全国の口腔外科学会認定、准認定研修

施設（約500施設）に送付された。さらに、「HIV

感染者の歯科治療ガイドブック」がきっかけとな

り、日本歯科医師会が発行している「一般歯科診療

HIV感染予防対策」の改訂が久々に行われることに

なった。また、静岡県の中核拠点病院である浜松医

療センターと浜松市歯科医師会のHIV感染者の歯科

医療における連携活動が浜松市医療奨励賞を受賞

した。
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５名以下 ６～ 名 ～ 名 名以上
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図1　歯科医療ネットワークの構築状況

図2A 血友病患者の歯科診療に関する全国調査結果



考察

HIV感染者の歯科医療に関して、全国津々浦々の

歯科医師を啓蒙、啓発することは、時間とエネルギ

ーを考慮すれば甚だ困難と言わざるを得ない。そこ

で現実的方策として、受入れ可能な歯科医院と中核

拠点病院等が連携するシステム、すなわち歯科医療

ネットワークの構築を目標としてきた。もちろん、

ネットワークの構築は単に受入れ可能な歯科医師を

集めることが目的ではなく、HIV感染者に対して安

心安全な歯科医療を提供することにある。平成13年

に東京都に初めて、その後、神奈川県にネットワー

クが構築されたが、しばらくは進展があまりなかっ

た。啓発活動は結果に示したようにブロック拠点病

院の歯科部門が軸になり、毎年のごとく続けられて

きた。近年、ようやくネットワーク構築が、徐々に

具体化してきたようである。あるいは、ネットワー

クという形はできていなため図1には示されていな

いものの、ブロック拠点病院と連携している歯科医

院も増えてきている。まさにHIV感染症を診療して

いない医療機関で、HIV感染者の医療を最も多く担

っているのは一般の歯科医院であろう。しかしなが

ら、全国的には、まだまだ進捗状況や認識に温度差

があることが否めなく、特にブロック拠点病院のな

い府県では、HIV感染者の数が比較的少ないことも

あり、認識の浸透が不十分のようでもある。そもそ

もネットワーク構築には中核拠点病院の歯科部門、

歯科医師会の認識の共有に加え、経皮的曝露時の対

応などの観点から行政や拠点病院のHIV診療科など

の協力も必須である。そのため、「HIV歯科医療連

絡協議会」を通じて、情報の共有を図りHIV感染者

の歯科医療について行動していただくように働きか

けた。本協議会から状況を理解いただいた関係者も

あり、今後、さらに積極的な活動を期待したい。

全国、都道府県のアンケート調査結果も連絡協議

会の印象を裏付けるものであった。共有された認識

を風化させないことが重要であり、そのためにも調

査結果を冊子とし、各都道府県の行政も含め、歯科

医療関係者に継続的啓発を行う予定である。幸いな

ことに、口腔外科学会から冊子が発行され、平成28

年２月には日本歯科医師会からHIV感染者の診療に

関する方針が表明されている。また、同会発行の

「一般歯科診療HIV感染予防対策」の改訂、浜松市

の歯科医療における連携活動の評価など、少しずつ

ではあるが明らかにHIV感染者の歯科医療に対する

HIV感染症の医療体制の整備に関する研究
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図3

依頼する歯科あり
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その他

院内の歯科
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利用したことがある
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利用したことがある
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地域にない
知らない

図2B HIV感染血友病患者の歯科治療について

図2C 歯科診療ネットワークについて（複数回答あり）



雰囲気は好転してきたと思われる。しかしながら、

HIV感染症の長期療養時代を迎え、歯科医師の訪問

診療なども想定されるため、さらなる啓発の浸透が

必要であろう。具体的には、将来の歯科医療従事者

の正しい理解が重要と考えている。平成28年度は

歯科衛生士養成機関にもガイドブックを配布した

が、今後は養成過程を検証あるいは関与していくこ

とが課題である。あくまで歯科医療ネットワークは

過度的対応策であるということを認識し、本来、全

ての歯科医療従事者の理解が進み、HIV感染者に適

切な歯科医療が提供されるようにすることが目標で

ある。

さて、血友病薬害被害者救済医療の面からは、

HIV感染者の対応のみでは歯科医療においては不十

分と考えている。歴史的には血友病患者の歯科治療

を担っていた歯科医師が、HIV感染血友病患者の治

療を請け負っていた。実施したアンケート調査にお

ける連携している歯科医師とはこれらとほぼ同義と

推測される。また、歯科受診状況が不明な患者もわ

ずかながら存在することも明らかとなった。確かに

80年代とは血友病の治療法も進歩し、血友病患者の

歯科治療の制約も少なくなってきた。しかしなが

ら、観血的処置の多い歯科治療ゆえ、血友病に関す

る医学的知識の普及をはかることも必要であろう。

そして、血友病治療医療機関と連携する歯科医院の

ある程度の確保も必要と考えた。

結論

長年の啓発活動により、HIV感染者の歯科医療ネ

ットワーク構築は徐々に進みつつある。引続きHIV

歯科医療連絡協議会などを通じて関係者の認識、情

報の共有をはるべきであろう。また、将来のために

歯科医療従事者養成過程への介入も考慮すべきこと

と考えている
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研究目的

本研究では、HIV看護の均てん化を目指し、拠点

病院・非拠点病院の外来看護師の育成課題について

検討する。

研究方法

1．研修会の開催について

平成5年7月28日に当時の厚生省保健医療局長が

「エイズ治療の拠点病院の整備について」を各都道

府県知事に通知（健医発第825号）したのちに、こ

の時代の患者の診療状況を踏まえ、地方ブロック拠

点病院の整備（平成 9 年）や中核拠点病院の整備

（平成18年）の通知をもとに、我が国の医療体制

は整備されてきた。講習参加、勉強会・研修事業の

開催などを行うよう記載されている。この通知をも

とに拠点病院では多くの研修会を企画・運営してい

る。

エイズ治療・研究開発センターおよびブロック拠

点病院で開催された平成27年度、平成28年度の研

修を紹介する。

2．人材育成の課題について

本分担研究班では、エイズ診療拠点病院の実務担

当看護師を対象に調査（看護体制調査）を行った。

目的は、HIV/AIDS 看護体制の現状や課題を把握

し、HIV感染症看護師を支援することである、開始

は平成19年度でその後は偶数年度である20年、22

年、24年、26年の計5回実施した。平成28年度は開

催年度であるが、本報告書作成時は調査票回収時期

であるため、平成26年度までの看護体制調査の結

果に基づき、人材育成の課題を検討する。

研究結果

1．研修会の開催について

研修会について、その内容は、基礎から応用まで

幅広く、研修受講対象者は、拠点/非拠点病院の病

棟/外来勤務を問わず、多くの看護師に向け、開催

されていた。

開催先は、自施設もあれば他施設への出張もあ

る。また病院のみならず、個別に診療所や、介護/

福祉の施設もあった（表1, 2参照）。
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のために何らかの取り組みを行っていた。また、人手・経験不足により時間に追われ、ケアの

質に悩む施設も多かった。
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連絡調整員事業への参加を呼びかけを続けていく。



2．人材育成の課題について

看護体制調査によると平成22年度から自由記載

欄に「後継者育成・教育」が新たな課題として記載

された。平成24年度調査では、「ケア困難・ケア

実施上の課題」（複数回答）のトップに「スタッフ

の育成」が上がり、その対処として「研修会などで

知識の習得」や「文献などで自己学習」、「多職種

と連携する」などしていた。また「ブロック拠点病

院の看護基礎研修を知っているか」の設問に対し、

平成22年度は知っているが82.1％、平成24年度調

査では 93.4％で、「実際に参加したか」の設問で

は、平成22年度は64.8％、平成24年度は80.3％で

あった。

人材育成についての取り組みおよびその課題につ

いて、平成26年度調査で、実務担当看護師に回答

を求めた結果について、回答 166 施設中、64 施設

（38.6％）がなんらかの育成を行っていた（図1）。

具体的な取り組み内容は、「当該ブロック看護担

当者への相談」「プロジェクトや委員会活動」の順

に多かった（図2）。

看護師育成上の課題としては、「時間がない」が

最も多く、「症例がない」、「協力者がいない」の

順であった（図3）。

自由記載欄にあった人材育成などの課題は、以下

の内容であった（平成26年度調査）。

● 研修希望はあるが、マンパワー不足で業務が抜

けられない現状。

● 病院が拠点病院という認識が低い。

● 県外研修となるため、経時的負担や距離的問題

で参加が難しいことが多い。

● HIV看護専任で外来業務を行っている。資格取

得したいと思うが、研修に参加しにくい。

● 外来勤務なので休日であれば参加可能、平日は

休みを取ることで業務に支障が来るので現実で

は厳しい。

● 拠点病院だが、診察歴なし。専門医不在。HIV

患者が多くなればNsの育成も必要。

考察

研修会の開催について、ACC/ブロック拠点病院

では、全国の看護師（拠点・非拠点問わず）を対象

に幅広く柔軟に研修を開催していた。病気発見から

30年以上が経過し、HIV診療では改善された面も大

きいが、今だ根治に至らず、今後も慢性疾患として

医療継続が必要になる。さらに、患者の高齢化、療

養の長期化に伴い、専門医療と総合医療について院

内外の複数の診療科との連携が不可欠になる。自己

管理が難しい患者の療養生活支援のためには地域の

保健・福祉・介護との連携が増加し、その連携先は

非拠点病院となる場合が多い。非拠点病院は拠点病

院とは異なり、施設の理念や人材体制、情報不足な
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どの課題に対し、手厚い対策が必要である。また社

会の誤解/偏見も大きく、これだけ治療が進歩し患

者像が変化しても生きづらい患者は少なくない。患

者が安心して医療にかかり続け、社会参加を続ける

ための支援が必要である。

しかし人材育成の必要性を感じながら、現実に

は、時間がないことなどの課題が大きい。また自由

記載からHIV診療時に他疾患の外来業務を兼務して

いる状況や研修参加時に他のスタッフが交替でフォ

ローできる状況にないことも予測された。HIV診療

について病院や施設のHIV診療についての理念をも

とに、診療体制や看護師配置や業務、役割があてが

われ、研修などの育成が並行して開始されていく。

また外来看護体制は入院病棟よりも人数配置が少な

く、雇用形態も異なることも多い。元来、看護部門

の大きな方針として、同じ部署を継続するのではな

く、多様な部署を2－3年でローテーションしなが

ら、ジェネラリストとしてキャリアアップすること

が多かった。一方で、一部の医療機関ではHIVの外

来診療の場に認定看護師（感染管理）・専門看護師

（慢性看護、感染症看護）を起用している。HIV診

療は治療の劇的な進歩で入院せずに外来で医学管理

することになるため、今後の外来看護業務の見直し

としてクラークなどの採用により必要な看護業務を

行える環境整備が急務であるが、他疾患の外来看護

体制との調整が必要であろう。

看護体制調査について、これまですべての項目で

実務担当者が回答しているため、平成28年度は看

護管理者に育成の取り組みや課題の聴取を行ってい

る。今後、集計・分析を予定している。

結論

看護師向けのHIV研修は全国で実施されていた。

看護体制調査で回答した約半数の施設で何らかの

人材育成の取り組みを行っていた。課題として「時

間がない」ことが最も多く、育成の必要性があって

も実際の取り組みが難しいことが予測された。

HIV診療の外来看護師の育成について、療養経過

が変化し外来管理できる状態の疾患看護の体制整備

として、外来看護業務を見直し、他疾患の外来看護

体制と合わせて取り組む工夫が必要となった。
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大金美和、池田和子、潟永博之、菊池 嘉、岡 慎
一．「ACCに紹介された若年者のHIV感染判明
に至るまでの受検行動の現状」．第29回日本エ
イズ学会、2015年、東京

9)   阿部直美、大金美和、久地井寿哉、岩野友里、
柿沼章子、大平勝美、池田和子、潟永博之、菊
池　嘉、岡　慎一　HIV 感染血友病患者の就
労・非就労に関する問題の抽出と支援の検討、
第30回日本エイズ学会総会・学術集会　2016年
11月　鹿児島

10) 木下真里、谷口　紅、杉野祐子、大金美和、池
田和子、阿部直美、菊池　嘉、岡　慎一　外国
人HIV感染者療養支援・院外機関との連携につ
いて　第 30 回日本エイズ学会総会・学術集会
2016年11月　鹿児島

11) 渡邊愛祈、西島　健、高橋卓巳、木村総太、小
松賢亮、大金美和、池田和子、照屋勝治、塚田
訓久、加藤　温、関由賀子、今井公文、菊池
嘉、岡　慎一　cART 確立以降の定期通院 HIV
患者における精神科受診率とその特徴　第30回
日本エイズ学会総会・学術集会　2016 年 11 月
鹿児島

12) 佐藤恵美、中川裕美子、黒川　仁、丸岡　豊、
大金美和、池田和子、菊池　嘉、岡　慎一　当
院のHIV感染者における歯科治療と病診連携に
関する調査　第30回日本エイズ学会総会・学術
集会　2016年11月　鹿児島

示説

（海外）
1)   Fumiko Kagiura, Megumi Shimada, Teruhisa Fujii,

Seiji Saito,Yoshiko Ogawa, Tatsuro Sakata, Kazuko
Ikeda, Masayuki Kakehashi Factors for Japanese
HIV positive patients to continue medical care 19th

IUSTI Asia-Pacific Conference （第19回国際性感
染症学会アジア太平洋地域）Japan Dec 2016

（国内）
1)   石井祥子、宮村麻里、小宮山優佳、服部久恵、

池田和子、照屋勝治、菊池 嘉、岡 慎一．「国立
国際医療研究センター病院における性感染によ
るHIV陽性者の入院状況」．第29回日本エイズ
学会、2015年、東京

2)   藤田彩子、小山美紀、森下美紀、網谷レイチェ
ル、池田和子、大金美和、上別府圭子．「中年
期以降の男性HIV陽性者における介護場所につ
いての意向〜3つの要介護状態の場面を想定して
〜」.第29回日本エイズ学会、2015年、東京

3)   藤田彩子、小山美紀、森下美紀、網谷レイチェ
ル、池田和子、大金美和、上別府圭子．中年期

以降の男性HIV陽性者における介護者について
の移行とその関連要因．第22回日本家族看護学
会、2015年、神奈川

4)   杉野祐子、下司有加、城崎真弓、大野稔子、島
田　恵、池田和子 中核拠点病院連絡員養成事
業におけるHIV感染症看護師の臨床実習とその
評価　第10回日本慢性看護学会学術集会　2016
年7月　東京

5)   高野　操、岩橋恒太、荒木順子、佐久間久弘、
木南拓也、生島　嗣、佐藤郁夫、中山保世、小
日向弘雄、友成喜代美、土屋亮人、杉野祐子、
池田和子、小形幹子、田中和子、市川誠一、菊
池　嘉、岡　慎一　医療機関とNGOの連携によ
る郵送検査の手法を用いたHIV検査の取り組み
第30回日本エイズ学会総会・学術集会　2016年
11月　鹿児島

知的財産権の出願・登録状況（予定を含む）

1. 特許取得

なし

2．実用新案登録

なし

3．その他

なし
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研究目的

HIV感染症治療の成功には、高度な薬学的管理お

よびアドヒアランスの維持が不可欠であることは周

知の通りである。平成21年に発足したHIV感染症

専門薬剤師制度では、「HIV 感染症に対する薬物療

法を有効かつ安全に行うこと」を目的としており、

薬剤師の果たす役割は大きい。また医薬分業の進展

により、保険薬局の薬剤師にも今後積極的な関与が

期待されている。地域に密着した薬剤師には、保健

衛生管理や学校薬剤師としての教育・啓蒙活動な

ど、予防の観点からもその役割は増してくるものと

思われる。本研究では、2015年から2016年の2年間

において薬剤師間のネットワークの構築、研究、予

防啓発、情報発信を目的に研究を実施した。

研究方法

1）HIV感染症の医療体制の整備に関する研究

（班会議、HIV/AIDS ブロック・中核拠点病院

薬剤師連絡会の開催）

2）HIV/AIDSブロック・中核拠点病院における

抗HIV療法と薬剤の採用・在庫等に関する研究

3）全国規模の薬剤師学会への情報発信

（倫理面への配慮）

研究の実施にあたっては疫学研究に関する倫理指

針を遵守し、研究対象者に対する人権擁護上の配

慮、研究方法による研究対象者に対する不利益、危

険性の排除に留意した。
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血友病被害者、長期療養者および透析患者の合併症治療を含む
服薬状況の把握と安全性評価
（我が国の抗HIV療法の現況と治療薬のコストに関する研究）

研究分担者 吉野 宗宏
(独) 国立病院機構大阪南医療センター　薬剤科　副薬剤部長

本分担研究では、2015年から2016年の2年間において、薬剤師の立場からHIV感染症の医

療包括ケア体制の整備を実施するため、薬剤師間のネットワークの構築、各種研究、予防啓発、

情報発信を目的とした研究を立案した。HIV/AIDSブロック拠点病院薬剤師を中心とした会議

の開催により、薬剤師間におけるHIV医療体制の構築が可能となった。さらに、HIV/AIDSブ

ロック・中核拠点病院連絡会を開催し、中核拠点病院薬剤師へも裾野を広げることで、さらな

るHIV医療の均てん化に努めた。我が国の抗HIV療法の現況と治療薬のコストに関する研究で

は、HIV/AIDSブロック・中核拠点病院を対象に抗HIV療法と薬剤の採用・在庫等について調

査することで抗HIV薬に関する各施設の現状を把握でき、患者に必要かつ的確な薬剤情報提供

のあり方とより効果的な服薬支援について検討することができた。また、定期通院患者数、抗

HIV療法を導入している患者数、HIV-RNA量が検出限界以下の患者数の調査を行い、日本版ケ

アカスケードデータの収集及び抗HIV療法に関わる年間薬剤費の算出を行った。全国規模の薬

剤師学会への情報発信では、薬剤師の職種に沿ったシンポジウムを企画することで、日常診療

に則したHIV感染症の情報発信を行った。

研究要旨



研究結果

1）HIV感染症の医療体制の整備に関する研究

（班会議、HIV/AIDS ブロック・中核拠点病院

薬剤師連絡会の開催）

班会議を2回実施し、HIV/AIDSブロック・中核

拠点病院薬剤師連絡会、HIV/AIDS 中核拠点病院メ

ーリングリスト作成、連絡会の活動、連絡会の規

約、開催通知、HIV感染症の医療体制の整備に関す

る研究班年度報告、日本病院薬剤師会が認定する

HIV感染症領域の講習会について検討を行い、さら

なるHIV医療の均てん化に努めることを確認した。

また、HIV/AIDSブロック・中核拠点病院連絡会を

医療体制班事業として主催した。議題は、中核拠点

病院からの現状報告、保健薬局との連携について全

体討論を実施した。HIV/AIDS中核拠点病院薬剤師

へも裾野を広げることで、今後も薬剤師間における

HIV医療体制の構築を目指し、薬剤師がより患者に

役立つ体制の確立について検討した。

2）HIV/AIDSブロック・中核拠点病院における

抗HIV療法と薬剤の採用・在庫等に関する研究

目的

本研究は、国内で実施されている抗HIV療法の組

合せと薬剤供給、院外処方箋発行状況等の現状調査

を実施し、患者に必要かつ的確な薬剤情報提供のあ

り方と、より効果的な服薬支援について検討するこ

とを目的とする。

対象および方法

1）2015年5月1日〜5月31日までの期間（前期）及

び 2015 年10 月 1 日〜2015 年 12 月31 日までの期

間（後期）に受診し投薬が行われた抗HIV薬の

組合せと、採用・在庫状況、院外処方箋の発行

状況、HIV暴露予防薬等について、国立国際医

療研究センター病院、HIV/AIDSブロック拠点病

院、中核拠点病院にアンケート調査用紙を郵送

し調査を行った。また2014年4月1日〜2015年

12月31日までの間に新規にARTが開始された症

例の組合せと、同期間に処方変更された症例に

ついて、変更前と現在の組合せについて解析を

行った。

2）2015年10月1日〜2015年12月31日までの期間に

受診された定期通院患者数と抗HIV療法を導入

している患者数、そのうち、HIV-RNA量が検出

限界以下の患者数について調査を行った。

結果

1）アンケート用紙は 68 施設に配布し回収率は、

2015年前期91％、後期80％であった。

①  抗HIV薬の組合せ

● 2015年前期

抗HIV薬の組合せについて集計結果を示す（図

1）。総症例は4132例。1位はTVD, DTG、2位は

EZC,DTG、 3 位 は TVD, DRVN/r、 4 位 は TVD,

RAL、5位はSTBであった。
● 2015年後期

抗HIV薬の組合せについて集計結果を示す（図

2）。総症例は9272例。1位はTVD, DTG、2位

は TRI、 3 位 は TVD, DRVN/r、 4 位 は TVD,

RAL、5位はSTBであった。

②  抗HIV薬の採用・廃棄・在庫状況

● 2015年前期

各施設における抗HIV薬の薬剤部での採用率を

薬剤別に示す。各施設の在庫調査結果から、在

庫金額等を算出した。調査全施設の総在庫金額

は約3億9千万円、一施設あたりの在庫リスクは

約927万円であった。また2014年度中に期限切

れ等の理由から廃棄した抗HIV薬の総金額は約

312万円であった（図3）。
● 2015年後期

各施設における抗HIV薬の薬剤部での採用率を

薬剤別に示す。各施設の在庫調査結果から、在

庫金額等を算出した。調査全施設の総在庫金額

は約3億6千万円、一施設あたりの在庫リスクは

約997万円であった。また2015年度中に期限切

れ等の理由から廃棄した抗HIV薬の総金額は約

403万円であった（図3）。

③  抗HIV薬の院外処方

抗HIV薬の院外処方箋発行状況について調査し

たところ、2015年前期49％、後期44%が院外処

方を発行していた（図3）。発行できない主な理

由は、プライバシー、在庫の問題、保険薬局の

体制・連携を指摘する意見が多かった。一方、

一年以内に抗HIV薬の院外処方を開始した理由

について調査したところ、患者からの希望、医

薬品購入費減等の経済的理由、病院の方針、調

剤方法（一包化）などであった。現在、抗HIV

薬の院外処方箋を発行している施設からの問題

点は、プライバシーに対する患者の不安、保険

薬局の服薬指導、処方日数、在庫数、連携を問

題にあげていた。
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④  抗HIV薬の暴露予防薬

● 2015年前期

抗 HIV 薬の暴露予防薬について集計結果を示

す。組み合わせは、TVD, RAL、TVD, LPV/rが

上位であり、昨年と比べ TVD, RAL が上昇し

た。妊婦などの対応を考慮して数種類の組み合

わせを常備している施設も散見された。暴露予

防薬の購入状況について調査したところ、42施

設が自施設にて購入、21施設が行政から分譲ま

たは経費負担を受けていた（図4）。
● 2015年後期

抗 HIV 薬の暴露予防薬について集計結果を示

す。組み合わせは、TVD, RALが上位であり、標

準化した。妊婦などの対応を考慮して数種類の

組み合わせを常備している施設も散見された。

暴露予防薬の購入状況について調査したとこ

ろ、34施設が自施設にて購入、22施設が行政か

ら分譲または経費負担を受けていた（図5）。抗

HIV薬の暴露予防薬について、行政からの分譲

または経費負担がない施設では、自施設負担で

薬剤を購入しており、未使用のまま期限切れ廃

棄となることを問題とする意見が多く、抗HIV

薬の分譲を希望する、少量包装を希望するなど

の意見があった（図6）。

⑤  抗HIV薬の新規組み合わせ

● 2014年4月〜2015年3月

2014年4月〜2015年3月の間に新規にART を開

始した症例は 925 例であった。主な組み合わせ

は、TVF, DTGが31％、EZC, DTGが22％、STB

が15％、TVD, RALが9％、TVD, DRVN/rが4％

であった。TDF, FTCをバックボーンとした組合

せが全体の約67％をしめた。キードラック別で

は、DTGが61％、RALが16％、EVGが14％の

順であった（図7）。
● 2015年1月〜2015年12月

2015年1月〜2015年12月の間に新規にARTを開

始した症例は 914 例であった。主な組み合わせ

は、TVD, DTGが29％、TRIが27％、EZC, DTG

が 12％、STB が 9％、TVD, RAL が 8％であっ

た。TDF, FTCをバックボーンとした組合せが全

体の56％をしめた。キードラック別では、DTG

が74％、RALが11％、EVGが9％の順であった

（図8, 図9）。

⑤抗HIV薬変更後の組み合わせと変更理由

● 2014年4月〜2015年3月

処方変更前の処方は、TVD, RAL18％が最も多

く、次いでTVD, DRVN/r 12％、EZC, RAL 8％

であった。変更後の処方は、TVD,DTG 43％、

EZC, DTG 31％、STB 6％であり、STRへの変更

が多かった（図10）。変更した主な理由は、副

作用による変更が37％、アドヒアランス改善に

よる変更が36％であった。副作用による変更理

由では、腎機能障害 、脂質代謝異常 、消化器症

状の順に多かった（図11）。
● 2015年1月〜2015年12月

処方変更前の処方は、EZC, DTG 33％が最も多

く、次いで TVD, DRVN/r、TVD, RAL、TVD,

DTG が各 7％であった。変更後の処方は、TRI

48％、TVD, DTG 18％、STB、CMP、EZC, DTG

6％であり、TRIへの変更が多かった（図12）。

変更した主な理由は、アドヒアランス改善によ

る変更が51％、副作用による変更が28％であっ

た。副作用による変更理由では、精神神経系症

状、腎機能関連 、脂質代謝異常 、消化器症状の

順に多かった（図13）。

2）定期通院患者数と抗HIV療法を導入している患

者数（新規導入例除く）、そのうち、HIV-RNA

量が検出限界以下の患者数（ブリップ例は除

く）について回収率は71％であった。

定期通院患者数 7018人、内訳は抗HIV療法を導

入している患者 6576人（93.7％）、HIV-RNA量

検出限界以下患者数 6232 人（94.8％）であっ

た。

さらに、主要な6施設で抗HIV療法を受けている

6028人に使用されている抗HIV剤から算出した

費用をもとに、治療中のHIV陽性者の抗HIV療

法に関わる年間薬剤費を算出すると、145億9104

万2496円であり、一人あたりの薬剤費は、242

万545円であった（図14）。

3）全国規模の薬剤師学会への情報発信

全国規模の各薬剤師学会へ参加する薬剤師の職種

に応じた HIV 感染症に関するシンポジウムを企画

し、HIV感染症における情報発信を実施した。

①第25回日本医療薬学会年会

「Generalistとしての薬剤師の役割」〜HIV診療

を通して〜

日時：平成27年11月21日（土）

会場：パシフィコ横浜

②第26回日本医療薬学会年会

「慢性疾患としてのHIV感染症〜チームで行う長
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期服薬マネジメント」

日時：平成28年9月19日（月）

会場：国立京都国際会館

考察
● 班会議及びHIV/AIDS ブロック・中核拠点病院

薬剤師連絡会の開催により、薬剤師間における

HIV医療体制の一元化が可能となった。また中

核拠点病院薬剤師へも裾野を広げることで、ブ

ロックと中核拠点病院間の連携が強化されたと

考える。今後も検討を重ね、薬剤師がHIV診療

において、より役立つ体制の確立を目指してい

る。
● HIV/AIDS ブロック・中核拠点病院における抗

HIV療法と薬剤の採用・在庫等に関する研究に

おいては、HIV 薬の組合せと、採用・在庫状

況、院外処方箋の発行状況、HIV暴露予防薬等

についてアンケート調査を実施し、患者に必要

かつ的確な薬剤情報提供のあり方と、より効果

的な服薬支援について検討することができた。

調査から、一施設あたりの在庫リスク、抗HIV

薬の廃棄金額の上昇は、今後の病院経営に及ぼ

す影響が大きいと考えられた。2 年間を比較し

て、抗HIV薬の廃棄金額、一施設あたりの在庫

リスクは増加する傾向であった。その対策とし

て、抗HIV薬の院外処方箋発行推進が考えられ

るが院外処方箋の発行率は低下傾向であった。

一年以内に抗HIV薬の院外処方を開始した施設

の理由は、医薬品購入費減等の経済的理由、病

院の方針などからであり、今後も院外処方への

移行を推進する必要があると思われる。一方、

院外処方箋の発行推進には、プライバシー、在

庫の問題を指摘する意見も多く、保険薬局の服

薬指導、在庫管理、調剤対応など課題も多い。

対策には、病院と保険薬局とのさらなる連携

（薬薬連携）が重要であると考える。

抗HIV薬の暴露予防薬については、行政から分

譲または経費負担を受ける施設は少なく、多く

が自施設にて購入していた。行政からの分譲ま

たは経費負担がない施設では、自施設負担で薬

剤を購入しており、未使用のまま期限切れ廃棄

となることを問題とする意見が多かった。対象

により、数種類の組み合わせを常備している施

設も散見され、抗HIV薬の分譲、最小包装単位

見直しなどの検討が今後必要であると思われ

た。抗HIV薬の分譲には、薬事法上、薬剤師、

薬局開設者、医薬品の製造販売業者、製造業者

若しくは販売業者、医師、歯科医師若しくは獣

医師又は病院、診療所若しくは飼育動物診療施

設の開設者に対して、その身分に関する公務所

の証明書の提示による対面販売が可能である。

各都道府県薬剤師会と相談の上、保険薬局から

の分譲も対策の一つであると考える。
● 抗 HIV 薬の組み合わせに関する研究において

は、TVD, DTG、EZC, DTG、TVD, DRVN/r、

TVD, RAL、STBの順に使用頻度が高く、TRIの

発売により、EZC, DTGからの切り替えも含め使

用頻度が増加した。新規の組み合わせに関して

も同様な傾向であり、約70％以上がDTGを含む

処方であった。
● 変更処方については、STR変更によるアドヒア

ランス改善・軽減を期待するためTRIへの変更

が多く、副作用による変更では、精神神経系症

状、腎機能関連、脂質代謝異常、消化器症状な

どの理由が主であった。精神神経系症状につい

てはインテグラーゼ阻害薬による影響が多いと

思われた。
● 今回、定期通院患者数、抗HIV療法を導入して

いる患者数、HIV-RNA量が検出限界以下の患者

数を調査することで日本版ケアカスケードデー

タの収集を行った。定期通院患者数7018人中、

抗 HIV 療法を導入している患者 93.7％、HIV-

RNA量検出限界以下患者数94.8％であり、国内

における治療効果の高さが確認された。

報告では、254 施設の定期受診者 20,615 人のう

ち、治療中患者18,921人（91.8％）であること

から、今回、主要な6施設で抗HIV療法を受けて

いる6,028人に使用されている抗HIV薬から算出

した費用（145億9104万2496円）をもとに、全

国で治療中のHIV陽性者の抗HIV療法に関わる

年間薬剤費を算出すると、457億9912万3270円で

あった（図15）。Annual report (2Q2016)より、米国

1年間の抗HIV薬の年間薬剤売上金額から一人あた

りの薬剤費を算出したところ、213万644円であ

り、国内一人あたりの薬剤費とほぼ同等であった

（図16）。
● 全国規模の薬剤師学会への情報発信では、対象

を職種（病院・保険薬局・大学等）に応じた

HIV感染症に関するテーマを企画し、情報発信

を行った。今後も継続予定である。
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結論

本研究では、二年間を通じて薬剤師間のネットワ

ークの構築、研究、予防啓発、情報発信を目的に研

究を実施することができた。
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図14　主要６施設の抗HIV薬の処方状況と年間及び一人あたりのコスト
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図12　2015年1月-2015年12月 変更前後の組み合わせ 図13　変更理由と副作用内訳
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図16　海外コスト比較



研究目的

抗HIV治療薬開発の著しい進歩により、HIVと共

に生きる人々の予後は劇的に改善した。その一方

で、HIV感染者の高齢化が進行し、非HIV感染者と

同様の、もしくはHIV感染者に特異的な、医学的・

社会的・倫理的問題が顕在化してきた。本研究で

は、HIV感染者の加齢に伴う変化と問題点に関する

文献検討を行い、今後の日本におけるHIV感染者の

高齢化および長期療養に係る課題を明らかにするこ

とを目的とした。さらに、脆弱な高齢者とりわけ血

友病性関節症を有するHIV感染者へのケア提供に当

たり、必要な臨床看護技術開発も本研究の目的と。

研究方法

米国国立医学図書館・国立生物科学情報センター

の学術文献検索サービスを用い、過去10年間に発

表された、老年医学におけるHIV感染症に関する文

献を検索し、その内容を老年医学の観点から分類、

検討を行なった。また、脆弱高齢者を対象とした日

常的なケアの実施に際して必要な基本技術の開発に

関する予備調査を行なった。

（倫理面への配慮）

研 究 分 担 者 は 研 究 倫 理 教 育 プ ロ グ ラ ム (CITI

Japan)を修了した。本研究は文献検討を主たる内容

とし、直接人を対象としたものではない。

研究結果と考察

1）老年症候群とHIV感染症

老年医学において、いわゆる「老年症候群」と定

義される状態は、転倒・失禁・身体機能低下・複数

の疾患の合併・感覚機能低下・うつ・認知機能低

下・脆弱性・多剤服用が惹起する望まない効果等が

挙げられる。いずれも、患者の日常生活動作(ADL)

や手段的日常生活動作(IADL)の変化に影響を及ぼ

し、本人の生活の質の低下に直結する。

米国 Greene らの調査 1)では、高齢 HIV 感染者の

53.6％が 2 つ以上の老年症候群の要素を有してお

り、前脆弱状態にある者は56.1％を占めた。

認知機能の低下は全体の46.5％に認められた。さ

らに転倒は25.8％の高齢患者が経験しており、転倒

による骨折が寝たきりの契機となる可能性が高いこ

とから転倒予防対策の重要性が示唆される。また失

禁は高齢HIV感染者の25.2％が日常的に経験してい

た。

日常生活動作(ADL)および手段的日常生活動作

(IADL)に1つ以上の困難が生じている高齢HIV感染

者は25.2％(ADL)、46.5％(IADL) にのぼり、生活の

質の確保の点からも適切な援助の導入の必要性が示
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認知症を含む高齢HIV陽性者の長期療養に関する課題抽出
（HIV感染症患者の高齢化と長期療養に係る課題）

研究分担者     本田 美和子
(独)国立病院機構東京医療センター　総合内科

抗HIV治療薬開発の著しい進歩により、HIVと共に生きる人々の予後は劇的に改善した。その

一方HIV感染者の高齢化が進行し、非HIV感染者と同様の、もしくはHIV感染者に特異的な、

医学的・社会的・倫理的問題が顕在化してきた。本研究ではHIV感染者の高齢化の中で質の高

いケアを適切に提供するための体制およびケア技術開発について検討を行なった。さらに過去

10年間に発表された高齢のHIV感染者に関する臨床研究および総説の文献検討を行って今後の

日本におけるHIV感染者の高齢化および長期療養に係る課題を明らかにし、更に次年度以降に

行なう、長期療養施設を対象とした調査研究のプロトコールを作成した。

研究要旨



唆される。免疫能の視点からは、経過中のCD4の最

低値(nadir)が低い高齢HIV感染者は、より重篤な老

年症候群を呈することが示されている。

HIVに感染していない高齢者との比較では、脆弱

な状態はより若い年齢でHIV感染者に出現しており
2,3,4) 、またうつ、認知機能低下、転倒も高い頻度で

発生している。

2）高齢HIV感染者の心理社会的問題

HIV感染症に関連する問題として感染者の社会的

孤立は重要な課題である。老年医学においても、こ

の社会的孤立は喫緊の課題のひとつとして挙げられ

ており、高齢HIV感染者はその双方の要素を有する

社会的弱者となる高リスク群である5)。

若年HIV感染者と同様に、高齢HIV感染者におい

ても、いわゆる社会的つながりは弱く、狭く、周囲

からの援助を受けがたい状況にある6)。周囲に疾患

について打ち明けられないことも社会的支援を受け

にくい理由となる。

HIV感染者の多くが抗HIV治療薬の長期服用によ

り地域社会での生活を可能としてきた一方で、脆弱

な状況になった場合に適切な援助を提供するための

スクリーニングの重要性が示唆される。

3）多剤服用に関する問題

多剤服用、いわゆるpolypharmacyは現在老年医学

における重要な論点の1つである。一般には4種類

以上の薬物が処方されている場合に多剤服用と定義

されることが多い。

多剤服用が引き起こす問題は、服薬アドヒアラン

スの低下、副作用の増強、薬物相互作用による副作

用リスク、不要な薬物の処方、転倒、低血圧、意識

障害、認知機能低下、入院、老年症候群発症のきっ

かけ、死亡率の上昇など様々である。

とりわけHIV感染者は抗HIV治療薬を生涯にわた

り服用し続けており、さらにHIV関連の脂質代謝異

常、心血管系異常、腎機能低下、認知機能低下な

ど、多剤服用による問題を増強させる因子を複数有

している。

Gimeno-Graciaらは、非HIV感染者とHIV感染者

の多剤服用に関する比較調査を行なった 7)。HIV感

染者は非HIV感染者と比べ多剤服用率が高く(8.9％

vs 4.4％, p=0.01)、とりわけ、鎮痛剤、消化器治療

薬、呼吸器治療薬、中枢神経作動薬に関しては、よ

り高率に服用し、また服用期間も有意に長期にわた

っていた。

多剤服用は、前述の老年症候群との密接な関連が

あり、医学的、医療経済的、社会的にHIV感染者本

人、家族、社会に大きな影響を与える。かかりつけ

の薬剤師、訪問看護師、主治医など、多職種の適切

な連携と情報交換および介入が必須となる。

4）人生の最終段階における課題

HIV感染者の半数は、自己の人生の最終段階にな

ったときに自分が望むことを主治医と相談したこと

がない 5)。HIVに感染していない人と同様に、高齢

HIV感染者は自己の人生に関する事前指示を作成し

ておくことが望ましい。とくに緩和ケアに関して

は、早期の導入が生活の質改善に直結することか

ら、多職種による事前指示に関する介入機会を複数

持つことは重要である。

脆弱な状況に陥り、他者からの援助を必要とする

ようになったとき、長期療養の場をどこに求めるか

については、本人の希望をもとに決定する。地域社

会の中で、できるだけ生活を維持するための援助

は、地域包括ケアの枠組みを利用し、自治体や専門

職との連携を維持しながら継続することが望まし

い。さらに、自宅での生活が困難になった場合に

は、長期療養施設への入所が必要となる。

現在の日本における長期療養の場としては、グル

ープホーム、サービス付き高齢者住宅、老人保健施

設、特別養護老人ホームなどがあるが、いずれも入

居に関しての事前審査において、HIV感染症の有無

は議論の対象となり、受け入れ施設は非常に限られ

ている。

本研究班では、HIV感染者を受け入れた長期療養

施設で、受け入れ時に検討された論点を明らかに

し、受け入れ後に生じた問題を抽出することを目的

とした研究を計画している（研究課題名：HIV感染

者の長期療養体制整備のための療養施設受け入れ実

態調査）。この研究を通じて、高齢HIV感染者が質

の高いケアの提供を受け、高い生活の質を保持しな

がら人生の最終段階を迎えることができるシステム

作りを目指す。研究計画についてはすでに倫理審査

を終了しており、平成29年度に研究調査を開始す

る。

5）適切な看護・介護技術の開発

身体的・精神的・社会的に脆弱な状況にある高齢

HIV感染者への日常的なケアの実施に必要な基本技

術の開発に関する予備調査を行なった。血友病性関

節症は関節機能の低下を招き、また拘縮を伴うため

HIV感染症の医療体制の整備に関する研究
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ケア提供の際に痛みを伴うことも多く、確実な技術

を用いたケアの実施が必須である。今回は保清に着

目し、安定したシャワー入浴が可能となる器材の選

定および具体的なコミュニケーション技術・移動技

術を国立病院機構東京医療センター総合内科病棟・

精神科病棟・退院支援室の看護師とともに検討を行

なった。

結論

高齢HIV感染者は、身体的・社会的に高いリスク

群であるHIV感染者および高齢者双方の要素を有す

る脆弱な状況にある。

その要素に適切な介入を行なうことが必要であ

り、ケア技術の開発およびケアを長期療養の場を確

実に確保できる制度設計が強く望まれる。
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研究目的

平成27年度は、自立支援医療利用支援の課題を

抽出することを目的とした。自立支援医療制度は

HIV陽性者が高額な薬剤や医療費の負担を軽減し、

安定して治療を継続するために不可欠な制度であ

る。本研究班の全国の陽性者治療の良好な実績の背

景には、身体障害者手帳取得により提供される自立

支援医療制度の適切な周知と利用がある。しかし増

加する陽性者の申請・更新に対応する拠点病院の事

務的業務の増加は、受診者の多い機関ほど顕著とな

っている。MSWは制度紹介や利用支援を担ってい

るため、代理申請や郵送手続きの支援を行うことが

少なくない。従って手続き業務の増加はMSWの業

務全体に影響を及ぼすため、組織毎にその効率化に

取り組んでいることが推察された。そこでブロック

等拠点病院のMSWを対象に、自立支援医療利用支

援の実態を調査し、課題を抽出することが必要とな

った。

平成28年度は、薬害HIV訴訟和解20年の節目で

あり、血友病薬害被害者（以下被害者とする）の現

状と課題を周知するとともに、拠点病院の被害者支

援の実態を明らかにしMSWの役割および課題につ

いて検討することを目的とした。被害者は、長期に

わたる治療の合併症、高齢化による要介護状態や生

活習慣病の発症などがみられ、専門医療に加え症状

に合わせた一般医療、生活支援が必要となってい

る。平成28年3月、被害者と厚生労働省が協議して

作成した「血友病薬害被害者手帳」は、被害者が利

用できる公的サービスをまとめ、関係機関が適切に

対応するよう理解と協力を求める、とした。また、

はばたき福祉事業団からは「これまでは本人と家族

の努力で治療と生活を継続してきたが、親の高齢化

や要介護状態などのため、社会福祉的支援や公的サ

ービス利用の推進・調整が求められる」と、MSW

への支援呼びかけが聞かれた。MSWは医療機関に

おいて、当事者（被害者や家族）の意向を確認しな

がら、必要とされるサービスを調整・開拓し、安定

した地域生活を営めるよう相談支援している。その

ため一般医療機関のMSWに対しても被害者の現状

平成27-28年度　厚生労働科学研究費補助金エイズ対策研究事業（エイズ対策政策研究事業）・厚生労働行政推進調査事業費補助金（エイズ対策政策研究事業）

108

要支援・介護HIV陽性者に対する地域包括ケアシステム適用の検討
（拠点病院MSWネットワークを活用した自立支援医療利用支援および
血友病薬害被害者の救済医療実践におけるMSWの役割と課題に関する研究）

研究分担者     葛田 衣重

千葉大学医学部附属病院　地域医療連携部　技術専門職員

HIV拠点病院はすべてが急性期病院であり、地域医療の中核を担い、大学病院においては人材

育成と研究も重要な役割である。配置されているMSWは利用者の人権擁護と自立支援基盤価値

として、組織方針に従って対象の社会心理的側面に介入し業務を展開している。

陽性者の安定した治療継続を支える自立支援医療利用支援において、拠点病院MSWは行政との

連携、医事課職員との協働、電子媒体の多様な活用により増加する事務業務に対応していた。

電子媒体の普及を利用した陽性者自身が手続きしやすい仕組みの検討が求められる。

血友病薬害被害者は、長期治療による合併症と本人や家族の高齢化による生活課題が明らかと

なり、専門医療に加え地域での生活支援が必要となっている。しかしブロック拠点病院等MSW

が支援している被害者数は、地域によりばらつきがあり、HIV相談窓口に繋がっていない被害

者も少なくない。被害者とMSWが繋がるために、相談窓口の周知、拠点病院MSWの適切なア

ウトリーチ、被害者を支援する団体や専門職との連携が課題である。

研究要旨



と課題を周知し、拠点病院MSWの被害者支援の実

態を明らかにしその役割および課題について検討す

る必要がある。

研究方法

平成27年度

自立支援医療適用の範囲、更新手続き、手続き簡

便化の意見などを8拠点病院（ブロック、中核、一

般）のMSW（北海道大学病院、東京医科大学病

院、新潟大学医歯学総合病院、石川県立中央病院、

名古屋医療センター、九州医療センター、琉球大学

病院）に質問紙への回答と聞き取りを行った。

平成28年度

（1）被害者の現状と課題の周知

血友病薬害被害者手帳（以下手帳とする）コピー

の配布と講演を行った。配布は、公益社団法人日本

医療社会福祉協会（医療、保健分野に所属するソー

シャルワーカーの全国組織。資格は社会福祉士）会

員約5,000人に郵送した。講演は、厚生労働省担当

者、はばたき福祉事業団事務局長による手帳作成の

経緯、記載内容の説明、被害者の現状と課題につい

て。会場により講師は二人、またはいずれか一人で

の講義となった。

● 2/28　中核拠点病院ソーシャルワーカー会議

（’48名）

● 6/11　福島県医療ソーシャルワーカー協会研修

（30名）

● 6/12　東海ブロック多職種合同HIV研修

（118名）

● 10/7　平成28年度九州ブロック拠点病院研修会

（105名）

● 10/8　平成28年度北関東・甲信越エイズ治療拠点

病院ソーシャルワーカー連絡会議（15名）

● 10/19　近畿ブロックHIVソーシャルワーク研修会

（9名）

● 11/6　第2回千葉県HIV医療連携セミナー

（93名）

（2）被害者へのMSW支援の実態の聞き取り

8ブロック拠点病院（北海道大学病院、仙台医療

センター、新潟大学医歯学総合病院、名古屋医療セ

ンター、石川県立中央病院、大坂医療センター、広

島大学病院、九州医療センター）、中核（京都大学

病院、琉球大学病院、千葉大学病院）および一般拠

点病院（東京医科大学病院）の計12病院のMSWか

ら対象者数、支援の実際と課題などについて聞き取

りを行った。

（倫理面への配慮）

研究分担者は研究倫理教育プログラム(CITI

Japan)を修了した。本研究は文献検討を主たる内容

とし、直接人を対象としたものではない。

研究結果

平成27年度

自立支援医療の適用範囲は、ほぼ総て「抗HIV

薬、AIDS指標疾患およびHIV関連疾患の診断、治

療、検査」であり、加えて他科受診などの適用は主

治医判断であった。これに対し行政から適用範囲外

という回答があった、という報告もみられた。

自立支援医療更新手続きは、札幌市を除き更新を

継続していた。札幌市は重度心身障害者医療費助成

制度の優先により、自立支援医療の申請が不要とみ

なされていた。更新案内は、市町村から有効期限前

3〜1か月に必要な書類が本人に、自宅郵送禁の場合

は、通院先に郵送されていた。これに対して拠点病

院では更新手続きを漏れなく効率よく行う取り組み

がみられ、行政との連携、医事課や医療クラークと

の協働、電子媒体の多様な活用を組み合わせ、本

人、主治医、MSW、事務職員、行政の負担を軽減

していた。手続き簡素化への提案は、書式を電子媒

体で受け取れる仕組み（市町村のホームぺージから

ダウンロードできる）、書式の全国統一、更新時の

医師意見書省略可の進展などが挙がった。

平成28年度

（1）周知、講演後の状況

被害者から診療費の請求、手帳の利用方法につい

て被害者が居住するブロック拠点病院に相談があ

り、厚労省担当者に説明を依頼した。その背景には

一般病院医事課職員、MSWが手帳を知らないとい

う状況があった。日本医療社会福祉協会からの問い

合わせは無かった。

（2）被害者の実態と課題

①支援者数

北海道大学病院約35人、仙台医療センター21

人、新潟大学医歯学総合病院5人、石川県立中央病

HIV感染症の医療体制の整備に関する研究
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院4人、名古屋医療センター約15名、広島大学病院

12名、九州医療センター30名弱、東京医科大学病

院約80名（全体の10％）、琉球大学病院8名。京都

大学病院および千葉大学病院は支援経験無し。

血友病の治療は、信頼している専門医療機関で受

けている可能性が高く、それが拠点病院であっても

HIV陽性者の相談窓口に来所する被害者が多いとは

言えない。長年親の保護のもと支えあって生活して

きており、外部への相談や外部サービスの利用経験

は乏しいことが察せられた。

②相談支援の内容

いずれも個別に支援を行っていた。遺伝性疾患特

有の課題に加えHIV陽性、合併症などに起因した支

援困難性が明らかとなった。具体的には、精神面に

不安があるが精神科への拒否感があり受診に繋げな

い、療養と就労の両立が難しくなっている、親の扶

養で長く引きこもり就労経験がない、などだった。

考察

自立支援医療の更新手続きの増加に対し、拠点病

院ではMSWが中心となって主治医、行政と連携

し、事務業務の負担を軽減していた。拠点病院側だ

けでなく、自立支援医療を利用する陽性者が、より

取り組みやすくなるよう書類の入手しやすい仕組み

や書式の統一化などが望まれる。

被害者の生活実態は、はばたき福祉事業団の聞き

取り調査により、治療的側面と社会心理的側面への

適切な支援の必要性が明らかとなっている。一方拠

点病院のHIV相談窓口への被害者の来所にはばらつ

きがあり、全国的にみて地域での取り組みはこれか

らである。そのためまず拠点病院のMSWに繋がる

ことが一歩と考える。個別支援を原則とし、原告団

を支援する団体や受診している専門医、支援者との

連携が喫緊の課題である。拠点病院のMSWは、被

害者個別の歴史、家族関係や価値があることを十分

に理解しつつ意思決定を支援し、これまでのHIV陽

性者支援で培ってきた地域ネットワークや社会資源

を活用して被害者の生きづらさを緩和することがで

きる。

結論

ブロック等拠点病院のMSWへの聞き取りや業務

の実態報告から、それぞれのMSWが所属機関から

求められる役割を果たし、昨今の診療報酬の獲得や

地域医療構想の展開など地域における所属組織の機

能明確化に伴う業務の変化や拡大にも取り組んでい

ることが明らかとなった。HIV陽性者に対する地域

支援力は、地域連携や組織間連携、院内連携を担う

MSW等がどれだけ陽性者支援に関われるかがポイ

ントであり、拠点病院MSWネットワークの強化や

ネットワークを利用したメゾレベルの活動が、その

支援力を高めるものとして必要と考えられる。

知的財産権の出願・登録状況（予定を含む）

1. 特許取得

なし

2．実用新案登録

なし

3．その他

なし
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研究1
HIVカウンセラー従事者状況の把握と永続的
な情報更新システムの構築

研究目的

現在、ブロック拠点病院・中核拠点病院・拠点病

院のスタッフ、および自治体等の派遣として配置さ

れているHIVカウンセラーの状況と稼働実態を把握

するとともに、これらの情報を管理し、専門家に対

して安定的に提供できるシステム構築について検討

した。

研究方法

初年度に各中核拠点病院のカウンセラーに対し

て、県下の派遣制度と拠点病院へのHIV カウンセ

ラーの配置状況について報告依頼し(可能な場合は氏

名や連絡先も含め)、回答を求め、名寄せを行った。

次にそれを元に、本年度のカウンセラーの異動、

診療拠点病院におけるカウンセラーの配置状況、連

絡先、各自治体の派遣カウンセラー制度の有無と依

頼先、カウンセラーの稼働状況等の各項目につい

て、ブロック拠点病院カウンセラーに調査票を送付

した。得られた情報を整理した上、研修事業を行っ

ている、エイズ予防財団の研修対象者リストと照合

し、次年度以降の更新の効率的な方法について予防

財団と検討した。

研究結果

平成28年12月の時点で配置が推定される者は、

ブロック拠点病院で活動する者27名、中核拠点病

院84名、派遣カウンセラー155名、新たに調査した

一番の拠点病院で、111名となった。実数では名寄

せを行なった結果、ブロック－中核拠点病院兼任が

6名、派遣カウンセラーのうち52名が兼任している

ことが分かった。氏名不詳者、非公開者を含め、約

316名が従事している。一年間でブロックで1名、

中核で2名が増えたことになる。

なお28年度においては、周知の問題もあり、従

来の大阪医療センターの案内に平成27年度の結果

を反映させた派遣カウンセラー制度の表を更新し

た。

研究考察

一般の拠点病院へのHIVカウンセラーの配置は十

分とは言えず、それを派遣で補っている実態が、一

般への調査拡大によって判明した。今後、HIV カ

ウンセリングの拡散と浸透を図る意味でもカウンセ

ラーに対する研修を充実させていく必要がある。た

だ、こうした研修を案内する元なる、これらのリス
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死亡症例の検討による心理的課題抽出と心理職の介入手法の検討
（HIVカウンセリングの普及、および充実化に関する研究

－死亡を含む困難事例の検討、及び多職種との連携強化の研究－）

研究分担者     小島 賢一
医療法人財団　荻窪病院血液科　臨床心理士

HIV感染者においては予後が大きく改善された反面、様々な問題－生活習慣病、気分障害、物

質依存、認知障害、介護や療養施設入所等－が注目されるようになり、感染者支援としてのカ

ウンセリングが欠かせないものになっている。本研究では、チーム医療の一員として主に心理

支援を担うHIVカウンセラーが、困難事例や薬害感染者への対応経験と知見を共有し、技能向

上を果たすこと、多職種及び他地域の心理職と協働できるHIVカウンセラーを育成することを

目的に、調査と研修を行い、これまでの研究成果を利用して評価、検討をした。
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トの更新・管理作業は、継続作業であり、本来、研

究班で行うには不向きである。また特定施設に任せ

ると問い合わせ対応、事務処理と情報保護、そして

異動など、そこでの負担が大きくなる。更新・管理

する側のメリットも含めて検討した結果、エイズ予

防財団の事務支援の形で行うことが適当と思われ

た。これは既にMSWのネットワークで行われてい

るやり方である。カウンセラー側は異動を把握した

データを基幹施設に送り、リスト化してエイズ予防

財団に送る。財団においてはリストを中核拠点病院

カウンセラーなどへの研修案内送付先、情報提供先

として利用し、万一、情報に遺漏があった場合は訂

正する。またカウンセリング希望者についての医療

者からの問い合わせに対応するといったシステムを

採用した。

研究結論

本分担研究班が終了までに最新リストの作成を続

けた後、予防財団研修担当者に委ねる。財団に研修

案内の送付リストとして利用してもらう形により、

カウンセラーの研修機会が増えるほか、異動を把握

しやすくなる。また事前に域内の異動を把握できた

ブロックカウンセラーが予防財団に報告すること

で、リストが更新されるメリットもある。今後はこ

のシステムが所定の予想通り機能するか、検証して

いく必要がある。

研究2
カウンセリング研究の動向の把握

研究目的

HIV/AIDSカウンセリングに関する近年の研究発

表について整理し、心理職の参考に資するとともに

他職種に対して心理職について理解を促進する。

研究方法

主に2000年以降のエイズ学会誌、心理学系学会

誌、研究班報告書、著作などを調査し、カウンセリ

ングに関する研究動向をまとめ、公表する。

研究結果

80余論文を抽出した。HIV感染者の精神疾患の有

病率は、HIV感染症が致死疾患でなくなった現在に

おいても、一般人口と比較して高い傾向があると推

察された。特に、抑うつ・気分障害、適応障害、薬

物乱用・依存、トラウマ・PTSD、HAND・認知機

能障害といった精神疾患はHIV感染症との関連で論

じられることが多く、様々な研究で指摘されてい

た。

また、HIV感染者は精神障害に罹患していなくと

も、メンタルヘルスの不調を引き起こしうるHIV感

染症がもたらす心理社会的問題（スティグマ、喪失

体験、セクシャリティ、医療不信など）を抱えて生

活しており、それらは服薬アドヒアランスなどHIV

治療においても影響を与えるため、それらへの心理

的支援の必要性が示された。

考察

この領域では兒玉憲一が「わが国のHIV/AIDSカ

ウンセリングに関する研究上の課題」(日本エイズ

学会誌3:155-158.2001)以後、文献や研究動向をまと

めたものがない。研究を開始するあたり、近年、問

題とされる、物質依存、うつ、HAND等についての

課題に対して心理的な問題がどのように研究されて

いるかを調査し、同時に、新たに参加するカウンセ

ラーや福祉職、看護職などの研究の基点として公表

した。

結論

昨年度末で「小松賢亮,小島賢一: HIV感染者のメ

ンタルヘルス―近年の研究動向と心理的支援のエッ

センス―．日本エイズ学会誌 第18巻3号:183-195,

2016」として公表した。困難事例の特集と共に、日

本エイズ学会非会員に対して、参考資料、研修資料

としてブロック拠点病院のカウンセラーを通して配

布する。

研究3
困難症例の検討

研究目的

HIVカウンセラーの技能向上と同時に他職種スタ

ッフが心理職の考え方や専門性を理解し、相互協力

体制を促進する。

研究方法

事例は薬害被害者4例、物質依存2例、治療中断

HIV感染症の医療体制の整備に関する研究
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例、うつ、リンパ腫併発事例、無防備な性行為の反

復例などを、主に心理職が発表し、参加者で検討し

た。また同時に心理だけでなく、精神科医、他領域

のベテラン心理士、薬剤師などをコメンテーターと

して招聘し、事例への助言と協議を行った。

研究結果

4 研修会で 10 事例を計 15 時間かけて検討した。

「同性間感染の感染者を扱う機会が多い中、薬害エ

イズを取り扱った貴重な学習機会であった」、「糖

尿病や抗HIV薬の基本知識などの心理職が弱い部分

を学ぶ研修会になった」といった反応が心理職から

アンケートで得られたほか、他職種からは心理職の

考え方やかかわり方が分かったとの反応が散見され

た。

なお今回の個別事例の詳細を今回の成果として記

載することは、個人情報保護の観点から行わず、研

究 2 の困難事例の発表をもって、報告の代りとす

る。

考察

1980年代に起きた薬害エイズ問題は、同性間接触

での感染者の増加と歴史の中に埋もれようとしてい

る。今回、薬害感染者のカウンセリングを改めて取

り上げ、これらは過去の問題ではなく、治療の進歩

した現在も進行中の問題であり、薬害感染者が心の

中に多くの課題を抱え、カウンセラーから積極的に

手をさし伸べるべきクライアントであることが確認

できた。しかし、HIVに加え、血友病の知識や生活

障害の実態、医療への両価的な気持ちを知らずに関

わることは難しく、その意味で今回の一連の事例検

討会が、新たに面接を開始する契機の役割を果たし

た。

提言

薬害事例に関わるカウンセラーも増加し、分担研

究者へのカウンセラーからの問い合わせも増えてい

る。しかし、こうした意欲や熱意は実際の患者との

かかわりで保持できる部分があり、血友病専門医と

一緒に働く心理職でない限り、現実にはなかなか出

会わないカウンセラーも多く、関心や意欲を維持す

るためには定期的にこうした事例を扱った研修会を

開催することが重要である。またe-learningなどの

ツールを利用して、血友病や薬害などについてカウ

ンセラーが手軽に学習する機会も検討していく必要

がある。

研究4
チームアプローチに対する評価研究

研究目的

チーム医療への意識を調査するアンケートをブロ

ック、中核、派遣先病院の心理士に送付し、医療体

制班が開催するチーム医療向上のための研修会への

参加前後で量的・質的変化の比較分析を行う。

研究方法

平成26度HIV感染症課題克服班が作成した「多

職種チームとチームアプローチに対する評価尺度」

を用い、ACC、ブロック拠点病院、中核拠点病院所

属の臨床心理士、全国自治体のHIV派遣カウンセラ

ーを対象に、2回の研修を実施し、その前後でのチ

ーム医療への意識について、SPSSによる多変量解

析等を用いて比較すると同時に、研究協力者間で自

由記述に関して回答を分析した。

研究結果

昨年度（平成27年度）と今年度（平成28年度）

の研修前後におけるチーム医療に関するアンケート

結果を用いて量的分析を行った結果、次の可能性に

ついて示唆された:

①「HIV領域での活動経験年数」が長期のカウン

セラーは短期のカウンセラーに比べ、「多職種チー

ムに対するあなた自身の関わり方」尺度より抽出し

た意見尊重因子(F(2,75)=4.06,p<0.05)、役割意識因

子 (F(2,75)=5.39,p<0.01)、 チ ー ム 機 能 性 因 子

(F(2,75)=4.59,p<0.05)に関係する項目の得点が高い

傾向があった。よって、HIV領域での活動経験年数

が長期のカウンセラーであるほど、よりチーム医療

を意識した活動を行っている可能性が高い。

②「HIV領域以外での臨床経験年数」と3つの下

位尺度（「多職種チームに対するあなた自身の関わ

り方」尺度、「あなたが所属する多職種チームの状

況」尺度、「多職種チームとチームアプローチに対

する評価」尺度）との相関は示されなかった。この

ことから、HIV領域は他領域に比べチーム医療を重
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要視した活動がなされていると考えられる。

③「多職種チームに対するあなた自身の関わり

方」尺度と「あなたが所属する多職種チームの状

況」尺度の間に相関は示されなかった。この結果に

関して、調査対象であるカウンセラー78名のうち

49名の雇用形態が非常勤であるため、カウンセラー

がチーム医療を意識した取り組みを行っているとし

ても、チームへの影響力が弱化している可能性が考

えられる。

④平成27年度実施の「多職種と“話せる”カウ

ンセラーになるための研修会」及び「多職種に“使

える”カウンセラーをみせるための研修会」の前後

にて「多職種チームとチームアプローチに対する評

価尺度」を用いHIV領域で活動するカウンセラーの

チーム医療に対する意識調査を行ったが、研修会実

施前と実施後の得点に相関はみられなかった。

考察と提言

①「経験年数による違い」については、自由記述

においても同様の可能性が伺えた。本人のカウンセ

ラーとしての経験値（HIV臨床経験年数、カウンセ

ラーとしての経験年数）、カウンセラーとしての専

門的スキルの高さ、またカウンセラーの専門性をい

かに他職種に打ち出していくかについてよく理解し

ていることが、チーム内の動きや成熟度を適切にア

セスメントすることに繋がることが考えられた。必

ずしも常勤でなければ、HIV専任でなければ機能的

に働けない訳では決してないと言える。

しかし、③「雇用形態による違い」の側面から眺

めると、そのカウンセラーが所属しているチームの

実情や雇用形態（常勤か非常勤か）に応じて、自由

記述回答の内容が質的に異なると考えられた。HIV

診療チームが構成されている機関に所属しているカ

ウンセラーの場合、チームの他職種メンバーへのサ

ポートを行うことや、チーム全体のバランスの調整

やマネジメント、またチームメンバーがそれぞれに

専門性を発揮した上で隙間を埋める様な対応を心掛

けていきたいという意見が目立った。また、カウン

セラーが複数所属している場合はカウンセラー同士

でのケース検討、カウンセラー同士のサポートを重

視する意見もあった。一方、所属先でHIV診療チー

ムが構成されていない、あるいはチームに心理士が

積極的にアクセス出来ないといった事情がある場合

は、チームにアクセスする機会を先ず得ること（例

: カンファレンスへの参加）や、限られた条件の中

でチームの中で心理士の立場を効果的に伝えること

が、課題として言及されていた。両者の立場の違い

は研修参加の目的においても表れており、チームが

十分機能していると思われる所属機関のカウンセラ

ーの場合は、自己研鑽を目的とした研修参加動機で

あり、カウンセラーとしての仕事に専念出来ている

環境があることが回答から伺えた。一方、そうでは

ない場合も自己研鑽目的ではあるが、それに加えて

「モチベーション維持の為」という意見もあった。

その背景には非常勤（派遣を含む）、HIV専任ある

いは兼任といった雇用条件の違いにより、HIV診療

に携わる機会そのものが限られている事情があると

考えられた。以上より、常勤カウンセラーの場合で

あっても所属機関におけるHIV診療体制や経験年数

等の影響や個々のばらつきがあるので一概には言え

ないが、少なくとも非常勤カウンセラーの場合はチ

ームで機能的に働くことに物理的な難しさが生じる

可能性が高いと言える。

尚、④「研修参加前と参加後の変化」についての

結果であるが、自由記述においては、「研修参加後

の変化」に対して、「研修前後の変化が特になかっ

た」、「自己研鑽の為に研修会に参加した」、「チ

ーム内での意見交換をより積極的に行うようになっ

た」、また、「チーム介入が有効であったケースを

経験出来た」等、実践から学べる機会を直後に得ら

れたという回答が散見された。但し、これらの回答

について解釈する際は、今回2回の研修（片方ある

いは両方）に参加出来たこと自体が、そのカウンセ

ラーがHIV領域における心理支援を担っていくこと

に対して所属先から一定の理解が得られている、あ

るいはその働きを期待されている状況がある、とい

う実情を表しているという前提を考慮に入れなけれ

ばならない。つまり、この設問への回答が、全国の

HIVカウンセラーの母集団全体を必ずしも反映して

いる訳ではないということである。

しかしそれでも、研修前後の変化が「特になかっ

た」ということは、今後の研修の中身について吟味

が必要かもしれないということでもある。例えば、

月一回勤務の人が多い病院、精神科だけしか経験が

ないと、いざ全科対応となった場合の動き方がわか

らない。実際のチームで動く為のスキルを学べる機

会として、研修が活用出来ると良いだろう。多職種

対象の研修を「心理士が多職種からのニーズを知

り、コメントや評価を共有する場」として活用して

いくことも検討していくべきである。例えば、中四

国ブロックが長年行っている様な、「一つの事例に
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ついて多職種から発表する」といった事例検討形式

は、多職種と心理士が相互の立場を理解していく上

で非常に有効である。具体的には、多職種からの心

理士へのニーズについて心理士側が把握するのに有

効であり、かつ参加した他院チームにとっても事例

が一つのモデルケースとして映り、所属先の多職種

に心理士の働きを示すことが出来る貴重な機会とも

なり得る。よって、研修を他職種にもアナウンスし

て参加を呼び掛けることも今後は積極的に行ってい

くと良い。また、心理士の発表に多職種も関わって

もらえると、発表内容の吟味や発表に際する打ち合

わせの際に、多職種が心理士の働きをより深く知る

きっかけとなりやすいものと思われる。その他、心

理士がファシリテーターとなって複数職種に参加し

てもらってロールプレイを行う形式の研修も過去に

あった。今後は、研修を「心理士の働きを多職種に

効果的にアピールしていく」という視点を持って活

用していくことが重要である。

研修前後の変化が見られなかった理由としては、

研修頻度、他の研修との兼ね合い等、様々な限界が

あると言える。しかし、少なくとも今回の調査で、

常勤・非常勤、新人・中堅ベテラン、といった、母

集団の違いによって立場もニーズも異なる可能性が

あるということが示唆された為、今後は研修の対象

者を明確に分けて調査を進めることが重要である。

「モチベーション維持の為」という参加動機が見

受けられたということは、その分普段の臨床現場で

HIV 臨床へのモチベーションを保つことが難しい

（研修で学んだ内容を即活かせる場がない）という

現状があるということに等しい。全国的にもHIVを

専門領域として活動するカウンセラー自体が限られ

ているが、HIV 医療の均てん化という視点から見

て、多くのカウンセラーが、HIV領域でのカウンセ

ラーの働き方について情報を得る機会としての研修

は、今後も継続して行っていく意味が大きいと考え

られる。その為には、HIVと深い関連があって尚且

つ他領域カウンセラーにとっても重要なテーマであ

る内容を、今後の研修テーマに盛り込んでいくこと

が必要と考えられる。この度の研修会は、他の領域

でも使える「チーム連携」を研修テーマとした。非

常勤勤務の参加者が多かった（全体の47%）のは、

その影響もあるかもしれない。例えば、スクールカ

ウンセラーは非常勤の勤務形態でありながら、関連

機関内外の連携を積極的に行っていく力が求められ

る等、他領域でありながら「チーム連携」というテ

ーマが重要であるという点ではHIVカウンセラーと

共通していると考えられる。また、平成27年度2月

の「糖尿病」というテーマは医療機関で働く心理士

として共通であり、平成28年度9月の「セクシュア

リティの多様性」については思春期の性的発達が重

要なトピックとなり得る教育・福祉機関等、医療保

健領域以外の機関で働く心理士にとっても有用な示

唆が得られる機会であった。平成28年度12月「薬

害エイズ」のテーマでは、被害者の心の傷と、生涯

にわたる支援について、関わるスタッフ一人一人が

様々な角度から取り組み、かつ患者さんを中心とし

た医療チームで共通の目標に向けて取り組むことの

大切さを学ぶ貴重な機会となったはずである。今後

も、貴重な事例を含むこの度の様な研修を、なるべ

く多くのカウンセラーに、なるべく多くの多職種に

向けて、継続的に実施し参加を募っていくことで、

HIV医療の均てん化とHIVカウンセラーのより一層

の活躍を促していくことが重要である。

②の「HIV領域以外での臨床経験年数」とアンケ

ートの各尺度との相関がみられなかったという結果

と、①の「HIV臨床経験が長いほどチーム医療を意

識した活動を行っている可能性がある」という結果

から、HIV領域がとりわけ、カウンセラーを含む医

療従事者に“チームで機能的に働く力”を要求する

という特性を表しているとも考えられる。その中で

効果的に働くことが出来るカウンセラーを養成す

る、スキルアップしていく上で、今後のHIV医療体

制における課題は、以下の4つの側面から解決して

いくことが重要である。

「誰であっても質の高いケアを」: カウンセラー

として個々人がスキルアップを図る、カウンセラー

の視点をどの様にチームに伝えると効果的なのかを

知っておく、事例発表などを通してカウンセラーの

存在を他職種にアピールする、医療職としての共通

知識と説明力を持って他職種との共通理解を図る。

「どこに行っても質の高いケアを」: 全国ブロッ

ク・各自治体においてスムーズな連携と活発な情報

共有を図る、メーリングリストや研修機会を積極的

に活用する。

「カウンセラーの学びをバックアップする取り組

みを」: チーム医療をテーマとした若手・非常勤カ

ウンセラー向けの研修会を継続的に開催する、若

手・経験の少ないカウンセラーに対して助言・指導

等が出来るリーダーを育成する。

「カウンセラーの働きをバックアップする体制・

社会づくりを」: HIV医療均てん化の問題、社会的

な差別・偏見の問題、カウンセラーの雇用の問題の
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解決の為の取り組みを行う。

つまり、個々人がカウンセラーとしての専門スキ

ルや他職種・他機関との連携をより上手に取れる為

のスキルを向上させることのみならず、非常勤や兼

任といった立場のカウンセラーがHIV診療チームと

の関係をより強化していく為に何が必要かを明確に

していくことが一つ重要なポイントとなり得る。そ

して、それぞれのカウンセラーの実情（雇用形態、

地域の医療均てん化問題、等）を反映した上でより

効果的に介入していく為の方法や、より機能的なチ

ーム医療を促進する為のエッセンスを学べる機会と

して、参加者のニーズに即した研修を継続的に展開

していくことが今後必要である。

研究5
薬害被害者に対する長期療養についての
聞き取り調査

研究目的

薬害被害者が長期的な療養生活について、どのよ

うな態度を示しているのかを調べ、長期的展望を阻

害する要因について調べる。

研究方法

信頼関係が構築されている薬害被害者に対して、

長期療養対策を考える上での聞き取りをさせてほし

い旨を口頭で同意を得、高齢化後の生活、難しい場

合は10-20年後の生活について、非構造化面接によ

り聞き取りを行った。

結果

平成27年度及び平成28年度の報告書の通りであ

る。

総合的考察

二年間50名の聞き取りを行った結果をまとめる

と、薬害被害にあった血友病患者において、3つの

特徴がよくみられた。

①　自己受容の困難性

そもそも多くが遺伝性疾患として発現する血友病

は母親の罪障感を促進しやすい傾向があり、母親が

児の成長過程で児に対して申し訳ないと口にする場

面も少なくない。親として当然、理解できる心理で

あるが、児にとっては自分の中に「親が申し訳ない

と表現するようなもの」が存在していることにな

る。特に薬害騒ぎの時期には、非感染であっても血

友病を公表すると差別や迫害の対象にされる時期で

あった。親からは血友病のことを人に言ってはいけ

ないと厳しく言われた体験を持つ。まして感染して

いた場合には、人に害を与える悪しきものが体内に

あると感じやすい。つまり人に受けいれてもらえな

い存在を内包して成長し、過ごしたことになる。こ

の状況の中で自己を肯定し、受容する気持ちを育

み、自分が他者や社会に受け入れられるという自信

を持つことは極めて難しい。聞き取りの中で、悲観

や回避といった感情状態が多く見られたのはこうし

た生育体験が背景になっているものと思われる。た

だ、この劣悪な条件の下でも比較的社会適応がよい

者が多いのは、大半が母親から庇護され、愛された

生育環境があり、最低限の受容体験を積むことがで

きたことが大きな要因であると考えられる。また母

親がストレスに負けてうつや育児回避の傾向を見せ

た許で育った者は社会参加に消極的になりやすい傾

向がうかがわれた。

②　不遇感と不信感

「よいことが起きた後には悪いことが起きる」体

験を、歴史的に繰り返した薬害被害の血友病患者は

楽観的な気持ちを持ちにくい。聞き取りにおいて楽

観的と分類された者が14名いるが、その内6名は長

期的な展望についての自分の考えはなく、何とかな

る、してもらえると考えた者である。ある意味、直

面することを回避しているのに近く、楽観が無条件

にポジティブな姿勢とは言いにくい。

過去、輸血からAHG、AHF、濃縮製剤になり、

自己負担が全国一律に軽減され、家庭補充療法も認

められ、希望にあふれた直後に薬害エイズ問題が生

じた。加熱処理した凝固因子製剤が発売され安心し

たと思えばC型肝炎問題が取りざたされた。HIVに

有効なPIが出て死亡率が減っても、厳しい服薬と副

作用が待っていた。C型肝炎の特効薬と半減期延長

製剤(EHL)が発売される一方で、SVRを達成しても

なお、肝がんの高リスクを知り、国内凝固因子製剤

メーカーの不祥事隠蔽が露呈して不安が煽られた。

このような経過の中では、「良い薬ができました、

予後もよくなります」と言われても、にわかには鵜

呑みにできない心理状態になるのも理解できる。未

だに地域の連携病院や受診可能な歯科クリニックを

探すのに各拠点病院は苦労しているのが現実でもあ
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る。またそれは恒久的医療が保証された和解者で

も、信じ切れずに8%の者が医療費支援制度維持に

不安を語っていることにも表れている。

また幼少期より母親と一緒に血友病の治療に当た

ってくれた医師の注射によって感染したという心的

外傷を残している者も少なくない。それでも差別・

偏見のある中で診療が継続され、共に苦労した経験

がある場合には、不信感の表明は少なくなる。逆

に、その医師が転勤や開業などでいなくなったり、

診療を止めたりした場合は、逃げられた、避けられ

たという不信感は強く残っている。

③　予後への不安

国民の平均余命近くまで生きられるほど、治療は

進歩したが、それは新たな不安も生んでいる。たと

えば親の介護である。両親の介護をするのは普通で

も負担の大きい作業であるが、肘や膝の関節を悪く

している血友病患者にとって、大人一人を車椅子か

らベッドへ移動したり、体位を変えたりすることは

難事業である。まして一人っ子で、独身であった場

合はそれを単独で負うことになる。現実として親が

長子の血友病をみて、それ以上の挙児を断念してい

る例、本人が遺伝疾患や感染を理由に妻帯を断念し

ている事例は珍しくない。

また、人工関節に置換しても、凝固因子製剤が進

歩しても、一度悪くなった関節をよい状態に戻すこ

とは難しい。高齢化に伴う関節状態の悪化は人より

早く進行すると予期し、独居生活や寝たきりになる

ことへの不安を訴えた者は多い。施設入所を考える

にしても、高額な凝固因子製剤を注射し、同じく高

額で管理が難しい抗HIV薬を使用させてもらえる施

設があるか、さらに糖尿病管理や透析なども必要と

なった時には、どこにも入所できないのではないか

と予測する者は多い。

提言

全般に「長期療養について、調査し研究してくれ

ることは、ぜひ続けてほしい。ただ今の自分は具体

的に考えられない気持ちである」という姿勢が6割

の薬害血友病患者にみられた。しかし長期療養にま

つわる問題は、個人によってまちまちであり、一般

的な対策だけでは不十分であり、個々に考えてもら

わねばならない。今回の聞き取り調査から見えた阻

害要因の影響を少なくするために以下のことを提言

したい。

①　自己受容感の高進

薬害被害を受けた者は薬に対して慎重あるいは拒

否的になると考えたが、今回、聞き取りからはむし

ろ積極的な姿勢が見受けられた。今回の血友病患者

の中にも積極的に治験に参加していた者9名、他に

も新しい凝固因子製剤にすぐに切り替えた者も複数

いる。そうした者が口をそろえて言うのは、「自分

だけではなく、他の患者さんのためになりたい」と

いう動機である。自分を受けていれてくれる人間が

いる、自分が役に立っているという実感は自己受容

感を促進させる力となる。その意味で社会に参加す

ることは重要になるため、就労支援を重視したい。

それらが直接に収入につながらなくても、自分を受

け入れてくれる集団が存在し、社会に貢献・参加し

ているという想いが持てることは自信につながる。

また心理的な支援としては、たとえばパートナー

を得ること、理解者を得ることややりたいことを無

理だと、はじめから断念している者などに、認知の

再構築を促したり、動機付けを高めたりするアプロ

ーチをしたい。

近年、停止していた各地の血友病患者会が再興し

ている。この動きに合わせて、血友病の専門的な話

をしてくれる医療者を地方に紹介し、そこに薬害被

害者としてではなく、血友病の体験を語る者として

参加を促す。また、出血減少が期待できるEHLへの

切り替え時に、就労への動機付けや、新たな活動の

興味喚起を行う等、生育上のトラウマを軽減するよ

うな様々な働きかけが必要である。

②　不信感・不遇感からの回復

医療との心理的な関係修復が行われていない場合

は、それが優先となる。薬害の影響で、血友病治療

に関して製剤を近医で受け取るだけに止まっている

者は未だにおり、輸注量の不足や補充方法の不備な

どで、関節症を悪化させている例は後を絶たない。

遠隔であっても少なくとも年に一回は血友病の専門

医を受診して、現在の治療の適否や改善法について

知ることは、身体能力の保持だけでなく、信頼回復

のスタートとなる。

逆に居住地域で併診可能な病院やクリニックを確

保することも重要である。以前に比較して抗HIV薬

は忍容性が向上し、副作用も少なく、効果は高くな

っている。血友病においても定期補充療法の浸透に

より、重篤な事態になることは激減した。普段は一

般病院やクリニックの受診でも可能と思われる。　

またHIVや血友病の専門的な診察でなくても、普

段の風邪や糖尿病の検査、家庭での穿刺に失敗した
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ときに注射を代行してくれる医療機関が地元に確保

されることだけでも不信感、不安感の低減につなが

る。とは言っても一般病院での受け入れは心理的な

ハードルが未だに高い。そのためには医療者に対し

て血友病関連の研修を行い、知らないから近づきに

くいといった状況を払拭していきたい。例えば「血

友病薬害患者から個室料を徴収しないこと」の背景

を知らないと、「難病は数多くあるのに差別的であ

る」といった印象も生じさせかねない。そこに至っ

た経緯について医療者に啓発していくことが不可欠

である。

③　将来に向けてテーラーメイドの支援

今回の結果から、医療体制の維持について不安を

抱く血友病薬害感染者が他にも潜在化していること

が推測される。施設入所への準備も含めた今後の薬

害血友病患者への支援も保証する旨の公的な情報提

供することは安心につながると考えられる。その上

で、個人にあった支援を考えなくてはならない。は

じめは関節状態のチェックである。現状の可動域や

血友病性関節症の状態、そこから導きだされる将来

予測から適切な治療を考えていく。具体的には新し

い製剤を含めた治療方法のチェックである。生活様

式や体重が変わっても旧来の治療を継続した場合に

症状を悪化させている例もある。また、抗HIV薬の

影響や加齢で生じた高血圧、糖尿病などの対応を考

えなくてはいけないが、一般的な運動のやり方では

血友病患者は出血が増加してしまう。これらの知識

を有する理学療法士との綿密な協働が必要となる。

介護やヘルパーとの調整や研修も必要になるし、

患者の身体状況を理解して、本人だけでなく、その

親の介護施設や特別養護老人ホーム入所を円滑に手

続きしてくれるケアマネジャーも必要になる。今後

はこれら全体を包括的に掌握する役割を持つ、血友

病 を 知 る 医 療 者 （ コ ー デ ィ ネ ー タ ー ナ ー ス ・

MSW・カウンセラー）を育て、配置していくこと

が必要である。
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研究目的

透析を受けているHIV陽性患者の全国的な実数、

地域分布の把握を目的とした。また、血友病薬害被

害HIV患者の実数とその透析を受けている患者の透

析状況の詳細についても調査した。

研究方法

「拠点病院診療案内2016-2017年度　掲載項目お

問い合わせ票」中の「診療の現況-５）透析患者

数」に記載のデータに基づき、2014年と2015年の

データを集計した。

研究結果

調査の対象は、全国382拠点病院であり、拠点病

院定期受診者総数は2014年度20,448人（回答施設

数375）、2015年度21,184人（回答施設362施設）

であった。

① 全国拠点病院で登録された透析中のHIV患者数に

ついて

2014 年度は、92 人（52 施設）：北海道・東北

10、関東（東京）55（34）、中部（名古屋）13

（7）、近畿（大阪）9（5）、中国・四国3、九州・

沖縄2。

2015 年度は、103 人（52 施設）：北海道・東北

7、関東（東京）59（38）、中部（名古屋）23

（12）、近畿（大阪）10（6）、中国・四国2、九

州・沖縄2。

これらは、拠点病院に定期通院している約20,000

人のHIV感染患者のうち約100人（約0.5％）が透析

治療を受けていることを示す。患者数は東京（関

東）、名古屋（中部）、大阪（近畿）の大都市に集

中しており、透析患者実数は、年間に11人増加し

た。この一年間に新規に透析患者が登録された施設

は8施設あった。

② 全国拠点病院で登録されている血友病薬害被害

HIV感染患者数および透析療法を受けている血友

病薬害被害HIV感染患者について

血友病薬害被害HIV感染患者は、2014年度に全国

に547人（施設数83）、2015年度に621人（施設数

93）が登録されている。これらは、拠点病院に定期

通院しているHIV感染患者の約3％が血友病薬害被

害HIV感染患者であることを示す。このうち、透析

を施行されている患者は、2014年度は10人（10施
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透析医、HIV診療医の連携による全国透析受診HIV陽性者数の
現況把握と整備体制の検討
（HIV感染者/AIDS患者(血友病合併患者を含む)の腎代替療法の現況と課題）

研究分担者     安藤　稔
東京都立府中療育センター　副院長

HIV陽性の透析患者数が漸増しつつある。しかし、HIV疾病に対する偏見を背景に、こうした患

者は、市中の透析クリニックから透析治療の受け入れを拒否されることが多い。したがって、

HIV患者が、混乱なく居住近隣地域の透析クリニックでの維持透析治療に移行できる医療体制

の整備が必要である。そのためには地域ごとに患者数を把握し、拠点病院、透析医療機関、地

域行政3者が問題意識を持って連携し、既存のガイドラインを活用した透析医療従事者に対す

るHIVについての啓蒙活動が必要である。本研究では、全国HIV拠点病院に登録されているHIV

陽性透析患者の実数をまとめ、さらに血友病薬害被害HIV透析患者の実数とその透析状況につ

いてケース報告する。
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設）、2015年度は15人（12施設）で、一年間に５

人増加したことになる。すなわち、血友病薬害被害

HIV感染患者の約2％が透析治療を受けているが、

この数字は、前述の総 HIV 感染患者全体の比率

（0.5％）に比べ、約４倍高い。北海道、東北、東

京、富山、静岡、名古屋、大阪の施設で透析が施行

されている。

③ 東京の透析専門クリニックで維持透析が継続され

ている血友病薬害被害HIV感染患者2症例の現況

を以下に報告する。

【症例-1】70歳男性。血友病B

（合併症：HCV肝硬変、食道静脈瘤、高血圧、肛

門癌）。

1988年（42歳）血液製剤によるHIV+HCVであるこ

とを東大医科研附属病院で指摘。2010年3月（64

歳）ACC（感染症科、腎臓内科）に紹介。2010年

4月ACC腎臓内科で維持HD導入（内シャント造

設）。以降地元の一般透析専門クリニックにて維

持HD（透析歴6年8か月）。

・HD終了時にノバクトM 1000-1600単位を回路か

らゆっくりIV（医療費負担はACC）

・HD中の抗凝固薬は、通常の20％程度に減量して

投与。

・透析終了後の止血時間は 10 分（普通の止血時

間）。出血事故なし。

・港区の自宅から新宿区のクリニックまでは、一人

で公共交通機関を利用して通院可能（週3回、一

回4時間）。

・病名は透析スタッフのみに伝えられている。

・血友病、HIVの管理はACCに通院し、ACC各診

療科と良い連携ができている。

・夜間透析帯に血液が臨床工学技士の眼に曝露する

事故があったが、ACCの感染症科当直医が適切に

対応（PEP実施）。患者、透析クリニックのスタ

ッフも特に不満の訴えはない。風評被害などはな

し。

【症例-2】38歳男性。

血友病A（合併症：HCV肝硬変、食道静脈瘤、I型

糖尿病、甲状腺機能低下症）。

1979年（1歳）HIV（静岡こども病院にて血液製剤

によるものと診断）

1981 年（3 歳）HCV 肝硬変、食道静脈瘤、1985 年

（7歳）ACCに転院。

2009年（31歳）I型糖尿病、2012年（34歳）甲状腺

機能低下症。

2015年3月　ACC腎臓内科で維持HD導入。内シャ

ント造設。

2015年4月　実家のある静岡県の透析クリニックの

受け入れが困難なため、やむなく東京に転居し、

現在のクリニック（新宿区）にて維持透析中であ

る（透析歴1年9か月）。

・病名は透析スタッフのみに伝えられている。

・HD終了時にアドベイドM2000単位を透析回路か

らゆっくりIV（医療費はACC）。

・HD中のヘパリンは不要。透析終了時の止血も問

題なし。出血事故なし。

・HDは問題なく実施できており、居住近隣の透析

クリニックでHD施行中（週3回、一回4時間）。

通院は、一人で公共交通機関を利用して可能（中

野区→新宿区）。患者、透析クリニックスタッフ

から不満の訴えはない。風評被害なし。

考察

１．HIV透析患者の受け入れに関する課題

HIV患者の多い東京都においても、一般透析専門

クリニックでの維持透析治療の受け入れは、未だに

不良である。平成28年8月30日の東京新聞の社会面

でもこのことが問題視され、比較的大きな記事とし

て取り上げられた（図1）。

平成23年2月14日から25日までに東京都福祉局

健康安全部感染症対策課が行った都内469透析医療

機関（診療所271、病院151、エイズ診療協力病院

47）に対するアンケート調査（「透析を必要とする

HIV陽性者の受け入れに関する調査」）結果によれ

ば、透析医療機関がHIV陽性透析患者受け入れを躊

躇する主たる懸念は、以下の5点であった。
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①  HIV陽性患者専用の透析ベッドの確保
②  透析中の患者急変時の拠点病院などによるバッ

クアップ体制
③  医療者、他患者への施設内水平感染リスク
④  HIV透析患者への対応手順が不明
⑤  医療スタッフの拒否、風評被害

HIV陽性患者の透析のためのガイドラインは、透

析医会、透析医学会主導で策定され、「HIV感染患

者透析医療ガイドライン」（2010年）および「透析

施設における標準的な透析操作と感染防御に関する

ガイドライン」（2015年）として、すでに出版済で

ある。患者急変時、血液等曝露事故時などのバック

アップは患者を紹介する時点で紹介側のHIV拠点病

院の主治医および透析・腎臓医が当然担保すべき事

項である。①、③、④については、ガイドラインを

利用して透析関連学会、感染症学会、行政機関など

が啓蒙活動を行えば、十分理解され、遵守可能な事

項であり、そのことにより⑤も鎮静化することが予

想される。

2.　2014年〜2015年度におけるHIV陽性透析患者

概数を全国HIV/AIDS拠点病院の登録データから推

定することができた。このデータは、HIV陽性透析

患者が全国に約 100 人程度いることを示していた

（総HIV感染患者全体の約0.5％）。これは、2012

年度10〜12月において、駒込病院腎臓内科と感染

症科が全国透析1,951施設（病院、クリニック）、

176,839人の一般透析患者を対象にして行ったアン

ケート調査結果では、HIV陽性透析患者が42人であ

ったこと（柳澤如樹ら：透析会誌47(10)：623-628,

2014）から、算出方法に相違があるが、2 年間で

HIV陽性透析患者数が2倍以上に急増したことを示

唆している（42人→100人）。本邦の一般人口１億

2千万人当たりの透析患者数は約30万人（0.25％）

であることから、総HIV感染患者全体における透析

患者比率（0.5％）は、一般人の2倍高値であると推

定できる。

3. 透析を要する末期腎不全患者（ESRD）の

有病率、新規発生率等の国別比較と今後の予測

HIV 患 者 を 母 集 団 に し た 、 ESRD の 有 病 率

（prevalence）の報告は、国際的にもきわめて少な

く、米国および欧州からの幾つかの論文に限られ

る。米国のデータでは、腎不全の疾病素因を持つと

されるAfrican-Americanのデータ比率が高いことに

注意が必要である。また、本研究のデータでは評価

できないが、経過観察期間での新規 ESRD 発生率

（incidence）のデータおよび透析患者を母集団にし

たHIVの有病率を検討した国内外からの報告がある

ので、それらを比較検討する（表）。

①  HIV 患者集団における ESRD の有病率（preva-

lence）：

米国の The US Renal Data System の解析によれ

ば、1995年度ESRD有病率は0.63％（1,347ESRD/ 214,

711HIV） 、 2000 年 度 ESRD 有 病 率 は 1.033％

(3,482ESRD/337,017HIV)であった 1）。欧州（研究代表
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EESSRRDD PPrreevvaalleennccee CCoohhoorrtt YYeeaarr CCoouunnttrryy RReeffeerreenncceess 

0.63% 214,711 HIV 1995 USA 1) 
1.03% 337,017 HIV 2000 USA 1) 
0.46% 62,306 HIV 2008 Europe 2) 
0.40% 28,630 HIV 2011 UK 3) 
0.08% 4,022 HIV 1989 Germany 4) 
0.19% 5,592 HIV 2010 Germany 4) 
0.45% 20,448 HIV 2014 Japan  
0.49% 21,184 HIV 2015 Japan  

EESSRRDD IInncciiddeennccee     
3.1 per 1000 PYs* 22,156 HIV 1996-2004 USA 5) 
5.9 per 1000 PYs 6255 HIV 1988-2000 USA 6) 
11.2 per 1000 PYs 4259 HIV 1990-2004 USA 7) 
3.2 per 1000 PYs 38354 HIV 2000-2009 USA 8) 
0.52 per 1000 PYs 9198 HIV 1989-2010 Germany 4) 

HHIIVV PPrreevvaalleennccee     
0.55% 14876 ESRD 2006 Spain 9) 
0.54% 8744 ESRD 2012 Spain 10) 
0.36% 22707 ESRD 1997 France 11) 
0.67% 28164 ESRD 2002 France 12) 

0.024% 176839 ESRD 2012 Japan 13) 
*PYs, person-years 
 

 

 
 

表1



はスペイン）の The EuroSIDA Study は、東部欧州

31.7％、中部欧州36.6％、北部欧州17.1％、南部欧

州 12.2％の比率で含まれるデータを用い、2008 年

度、全 62,306 人の HIV 患者を対象にしたものであ

る。欧州全体でのHIV患者のESRD有病率は0.46％

(95％ CI, 0.38-0.54％)であったが、欧州各地域で有

病率は大きく異なり、最も低いのは東欧州の0.13％

（95％CI,0.03-0.22％）であり、最も高いのは北欧

州の0.80％（0.46-1.11％）であった 2）。英国のThe

UK CHICK Study で は 、 ESRD 有 病 率 は 0.40％

（115ESRD/28,630HIV）と報告されている 3）。また、

ドイツの 1989 年から 2010 年に渡る Frankfurt HIV

Cohortによる研究では、ESRDの有病率は、1989年

度 0.08％（ HIV4,022 人 ） 、 2010 年 度 0.19％

（HIV5,592 人）であった 4）。本研究結果では、

2014年度有病率0.45％（92ESRD/20,448HIV）、2015

年度有病率0.49％（103ESRD/21,184HIV）であり、欧

州諸国に比べ必ずしも少なくないことが判明した。

②  HIV 患者集団における ESRD の新規発症率(inci-

dence)：

ほとんどが米国人のデータを用いたものであり、

上述した通り、ここでも腎不全の疾病素因を持つと

されるAfrican-Americanのデータ比率が高いことに

注意が必要である。米国では、Jotwaniらが、22,156

人のHIVコホートを1996〜2004 年の間、平均観察

期間 69 か月間フォローアップした結果、ESRD の

incidenceは3.1 per 1000 person-yearsであったことを

示 し た 5） 。 Lucas ら は 、 the Johns Hopkins HIV

Cohort (JHHC) と the AIDS Link to the IntraVenous

Experience (ALIVE) Studyに含まれる6,255人のHIV

コホートを 1988〜2000 年フォローアップした結

果 、 ESRD の incidence は 5.9 (95％CI, 5.1-6.8) per

1000 person-yearsであった 6）。同じくLucasらによ

る別の研究(African American78％、白人22％を含む

4,259 人 の HIV コ ホ ー ト )で は 、 incidence は 11.2

（95％CI, 9.8-12.8）per 1000 person-yearsとかなり高

値 で あ っ た こ と が 示 さ れ て い る 7） 。 さ ら に 、

Abrahamらはthe US Renal Data Systemを利用して、

38,354人のHIV患者を2000〜2009年でフォローア

ップした結果、ESRDのincidenceは、3.2 (95％ CI,

2.8-3.6) per 1000 person-yearsであった 8）。一方、ド

イツのBickelらは、1989-2010年にわたり、9,198人

の HIV 患者をフォローアップした結果、ESRD の

incidenceは、0.52 (95％ CI, 0.36-0.72) per 1000 per-

son-yearsであったことを報告した4）。残念ながら、

本邦には、HIV患者におけるESRDのincidenceを示

した報告はない。

③  ESRD患者集団におけるHIV有病率：

ス ペ イ ン か ら 3 篇 の 報 告 で は 、 2006 年 度

0.55％(81HIV/14,876ESRD)、 2012 年 度 0.54％（ 48HIV/

8,744ESRD）であった9, 10）。フランスからの2篇の報告

では、1997年度0.36％（82HIV/ 22,707ESRD）、2002年

度0.67％（190HIV/ 28,164ESRD）であった11, 12）。本邦で

は、2012 年度に柳澤らが全国 1,951 透析施設の

176,839 人 を 対 象 に 行 っ た 結 果 、 0.024％ (42HIV/

176,839ESRD)とかなり低い値であった13）。

④  今後のHIV陽性ESRD数増加の可能性：

Schwartz( UCLA の生物統計学者)らは、the US

Renal Data system の情報をもとに、米国における

HIV患者の2020年までのESRD prevalenceを予測す

る数学モデルを構築した 14)。このモデルでは、

HAARTの普及により、AIDSからESRDへの移行数

は減少するが、個々のHIV患者の生命予後も改善す

る。黒人社会での新規HIV感染者数の増加は今後も

抑えがたいため、結果的にHIV+ESRD有病率は、増

加し続けると予想している。これは、（腎不全の疾

病素因を持つ）黒人含有率の高い米国のデータ解析

結果であり、日本でそのまま通用するかは検討の余

地が大きいが、本邦でも同様の解析を行う時期にき

ていることは間違いない。

4.　血友病薬害被害HIV感染患者の透析療法に関

する現況

HIV 陽性血友病患者における、透析患者比率

（2％）は、一般のHIV患者の比率（0.5％）に比べ

てかなり高い。患者数が少なく、解析に必要なデー

タも得られていないため、その理由は不明だが、今

後注視すべきことであろう。

HIV陽性血友病患者が、HD導入後に予想される

懸念として、以下が想定される。

1）血友病、HIVの病名秘匿

2）凝固管理、透析終了時の止血困難に係ること

3）通院手段確保（関節障害による）

4）医療費の問題（凝固因子製剤使用による）

5）血液内科（凝固専門医）との連携

6）HIV診療医との連携

7）曝露時対応、急変時対応

少なくとも、詳細のわかった東京の2症例につい

ては、これらの懸念は、一般透析クリニックにおけ

HIV感染症の医療体制の整備に関する研究
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る治療上ほとんど問題になっていなかった。今後同

様の症例の受け入れ先クリニック選定に際して、有

用な情報として提示できると思われる。

結論

HIV陽性透析患者数は、ここ数年間に倍増してい

るが、一般透析クリニックの受け入れ拒否傾向は未

だ根強い。HIV患者が、混乱なく居住近隣地域の透

析クリニックで維持透析治療を受けられる医療体制

の整備が急務である。血友病薬害被害HIV感染患者

でも、適切な病診連携が成立すれば、居住地域の一

般透析クリニックで問題なく加療できることが判明

した。
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